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序 問題の所在と研究目的 
 
 
 
 
（１）本稿の研究課題と問題意識の所在 
 
 第二次世界大戦終結後から 1960 年代、1970 年代にかけたおよそ 30 年の間、それ
まで植民地支配下に置かれていたアジアやアフリカ諸国が政治的独立を果たした。途
方もなく長期にわたって虐げられてきたこれらの国々は、進みゆく道の舵取を再び手
中に取り戻し、抑圧されていた人々のなかに蘇ったイニシアティブは一国内に留まら
ず、同じ立場にあった人々を同一の思想の下で結びつける程までに強力なものであっ
た。1955 年に第三世界の指導者がインドネシアに集結し、第三世界の連帯強化を表明
したバンドン会議、1961 年のユーゴスラビア、ベオグラードで開催された第 1 回非同
盟諸国会議、1963 年のアフリカ諸国国家元首が集まり非同盟主義を掲げたアフリカ統
一機構（OUA : Organization of Union Africa）、そして 1960 年には石油輸出国機構
（OPEC : Organization of Petroleum Exporting Countries）の結集と 1974 年の国連
資源特別総会における新国際経済秩序（NIEO : New International Economic Order）
樹立宣言はそれを体現するものであった。 
 経済的な主体性を取り戻すべく、これらの国々で実施に移された社会主義的政策や
輸入代替工業化といった開発政策、経済理論の数々は、先進国に追いつくことを目指
したものであったが、「キャッチアップ」の実現は容易ではなかった。このような背景
のなかで、従属理論や世界システム論といった、第三世界諸国はなぜ自立に向かうよ
うな資本蓄積を行うことができないのか、その構造を暴く試みが進んでいった。 
世界経済が停滞した 1970 年代後半から 1980 年代初めにかけて、先進国を差し置い
て高い経済成長率を維持し続けた東アジア諸国の経済成長という側面における成功は、
開発政策に関する新たな視座を与えた。輸出主導型工業化に代表される韓国、香港、
台湾、シンガポールからなるアジアの新興工業経済地域（ NIEs : Newly 
Industrializing Economies）における開発政策に対する評価は、東南アジア諸国連合
（ASEAN : Association of Southeast Asian Nations）が 1980 年代後半に輸出主導の
経済成長を軌道に載せ始めたことでさらなる高まりをみせた。しかしながら、アジア
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NIEs や ASEAN の成功像は 1997 年のアジア通貨危機によって見直しを迫られた。国
際通貨基金（IMF : International Monetary Fund）はアジアＮIEs の政府主導型経済
政策は市場の自由を阻むと批判した。この批判は市場主義的政策の導入を積極的に促
す「ワシントン・コンセンサス」に基づいたものである。「ワシントン・コンセンサス」
と呼ばれるこの政策的基準は、市場を万能とみなす新古典派経済学の理論を後ろ盾に
しており、IMF や世界銀行によって途上国に影響を及ぼした。1990 年代に債務問題を
抱えたラテンアメリカ諸国において実践に移され、またアジア通貨危機以降のアジア
NIEs や ASEAN 諸国においてもその影響を受けることは免れなかった。1980 年代後
半に冷戦体制が解体したという背景もあり、新自由主義的、市場主義的経済政策は急
速に世界を飲み込んでいった。 
 現在のバングラデシュ人民共和国（以下バングラデシュ）にあたる英領インド下の
東ベンガル地方にとって、1947 年のイギリスからの独立は新たに東パキスタンとして
西パキスタンの支配下に再編入されたに過ぎず、真の意味での独立とはならなかった。
イスラム教、そしてベンガル民族という枠組みにおいて独立を果たしたのは 1971 年
のことであった。独立当初、バングラデシュはパキスタンの方針に反発する形で、政
教分離と社会主義的経済政策を打ち出し、国家の再建に取り組んだ。東西冷戦のなか
で、世界銀行は新生バングラデシュを資本主義陣営へと取り込むべく様々な援助計画
を持ち出したが、バングラデシュのリーダー達は飢えた国民と荒廃しきった国土を抱
えていたにも関わらず、容易に首を縦に振ることはなかった。東パキスタン期に世界
銀行が西パキスタンに傾倒した経済援助政策を行い、自分たちを置き去りにしたこと
に対する思いは根深かった。 
 しかし、バングラデシュに選択肢はなく、1975 年以降は世界銀行や IMF の援助計
画を受け入れざるを得なかった。国際機関からの援助の他にも日本をはじめ各国が物
資ベース、資金ベースでバングラデシュに援助を行った。それは、独立して間もない
バングラデシュでは国民の 80％以上が貧困線以下で暮らし、経済を立て直すにはあら
ゆる国際協力を必要としたことを物語っている。バングラデシュにおける経済指針は
他の途上国の例に漏れることなく、1980 年代からは新自由主義的経済政策を推進し、
1991 年には構造調整を受け入れ、マクロ経済指標の改善に着手していった。 
 2014 年現在、バングラデシュには約 14 万 8,000 ㎢の国土に約 1 億 5,660 万人の
人々が暮らしており、世界のなかでも人口過密度合いが高い国の一つに数えられてい
る。国土は三つの大河とその支流が行き交い、雨季には洪水が起こりやすく、国土の
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大部分が水に浸る。気候は熱帯モンスーンに属しており、正式には 6 つの季節に分か
れるが、12～1 月を除けば一年の大半は湿度が高く蒸し暑い。世界の最貧国の一つに
数えられるバングラデシュは国民の約 40％が貧困線以下で生活を営んでおり、貧しさ
は未だに大きな課題として立ちはだかっている。 
 バングラデシュは独立当初より国際社会の協力の下で保健医療環境の改善に取り組
んできた。ポリオや天然痘などの感染症による死亡のリスクは格段に低下した。これ
により、特に乳児死亡率は大きく改善し、バングラデシュにおける平均寿命は大幅に
伸長をみせた。人口抑制政策は独立後間もなく開始されたものの、多産を奨励する伝
統的価値観から大きな変化は 1990 年代に入るまでみられず、人口成長率は 1970 年代
後半より 2％台を推移し、人口増加傾向は 1980 年代終わりまで継続した。このため長
期にみる出生率の低下はなだらかものとなった。 
世界でも有数の人口過密国でありながら人口増加の歯止めがきかず、農村における
雇用機会が減少し、それら労働者を吸収する製造業もみあたらなかった 1980 年代の
バングラデシュは、貧困の蓄積が急速に進んでいくものとされ、その将来は悲観視さ
れた。「成長のアジア 停滞のアジア」で描かれたベンガルの姿はまさに「停滞のアジ
ア」の側であった1。このような予測とは裏腹に、2000 年代初めからバングラデシュは
高い経済成長率を維持し続けており、1 人当たり国内総生産（GDP : Gross Domestic 
Product）成長率も堅調に上昇傾向にある。 
バングラデシュは世界でも有数の衣類製品輸出国であり、同国の縫製産業は唯一経
済を牽引する工業の柱を成している。バングラデシュの工業化を担う縫製産業は今後
アジア NIEs や ASEAN に続く形で「経済成長」を遂げ、国民生活を豊かにすると短
絡的に考えることができるのだろうか。表向きの経済指標によってバングラデシュ経
済の実態を理解することには限界がある。本稿は、史的観点と世界経済の枠組みから
バングラデシュ経済を精細に分析することでその構造を総体的に捉え、同国経済が抱
える困難性を理解することに目的を置いている。 
                                                   
1 渡辺 [1985] は、後発の利益で先進国の経済にキャッチアップを達成した韓国や台湾の経済と異
なり、アセアン諸国やアジアの後進国は主に先進諸国の投資を伴ってもたらされる工業化によって
十分な雇用機会を提供することができず、バングラデシュのような国では他方で伝統的な農村経済
の崩壊によって行き場のない貧困が生まれるというシナリオを描いている。バングラデシュでは緑
の革命によって農村において増加し続ける人口を吸収する作用がある程度働き、また縫製産業を中
心とする軽工業の発展をみれば、描かれた悲観論は再考されるべきともいえるだろう。しかし、緑
の革命を経て生産性と土地への人口圧力は既に限界に達しており、農村の非農業就業者は増加傾向
にある。その意味で、バングラデシュは今再びかつて渡辺が描いたような貧困のスパイラルに直面
しているとも捉えられる。 
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（２）先行研究の整理と分析視角 
 
バングラデシュ経済に関連する研究は日本を含む世界において積み重ねられてきた。
その理由として、バングラデシュがイギリス植民地時代の東ベンガル地方に位置して
おり、インドのなかでもイギリスの資本蓄積における要の地域であったことから、イ
ギリス資本主義分析という視点からの研究が古くからなされてきたことがあげられる。
また、途上国経済の分析としてインド亜大陸の経済の後進性を解き明かすことを目的
とし、旧イギリス植民地国の一国、あるいは一地域としての研究が積み重ねられてき
た点もあげられる。 
現在のバングラデシュにあたる東ベンガル地域の土着経済が、イギリスによってど
のように変革を迫られたのか、同地域における土地制度改革やモノカルチャー経済へ
の転落過程に関して参考にすべき研究は多くみられる。例えば、松井 [1953] や金子 
[1980] はインドからイギリスへの富の流出、または移転に関して詳細な分析を行って
いるし、河合 [1987],[1990],[2008] や谷口 [1993a],[1993b],[1996],[2008] らによる
ジュートを中心としたインドのモノカルチャー経済化を追った研究は、特にベンガル
地域の当時の農村経済を考察する上で重要である。1947 年に英領インドが独立すると
東ベンガル地域は東パキスタンへと編入され、新たな時代を迎える。いかに西パキス
タン中心の経済政策が行われ、東パキスタンは英領インド期と変わらぬ原料ジュート・
ジュート製品の生産拠点として位置付けられたのかに関しては、山中 [1973],[1988] 
や長田 [1993] によって研究がなされている。 
1971 年にバングラデシュは独立を果たしたが、200 年以上にわたってイギリス、西
パキスタンに富を搾り取られ、国造りはゼロ、むしろマイナスからのスタートを余儀
なくされた。ジュート中心経済から脱却を図るべく、農業面では食糧生産の改善、工
業面では縫製産業を足掛かりとした発展の道筋がたてられた。バングラデシュの経済
政策、および工業政策に関しては木曾 [1991] や長田 [1992]、長田 [2014] が詳しく、
社会主義的経済政策から資本主義的経済政策への移行について触れている。これらの
研究では、外資を含めた民間投資の規制緩和や民間資本の活用への道のりがまとめら
れており、1988 年に衣類製品の輸出高がジュートのそれを抜き、バングラデシュの主
要輸出品となっていった政策的背景を確認することができる。 
他方で、緑の革命を通してバングラデシュは 1999 年に食糧自給を達成したが、結果
として富農と零細農民の格差は拡大し、農業における雇用吸収は限界に達した。零細・
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土地なし世帯は増加傾向にあり、農業では十分に生活がきないため余剰労働力は非農
業部門に吸収される。須田 [2010]、藤田 [2005]、向井 [2003]、Ahmad [2005]、Alam 
[1983]、Hossain et al. [2000]、Makita [2005]、Vylder [1982] は農村経済の実態に迫
るうえで必要不可欠となるバングラデシュ農村での研究成果を提示してくれている。 
 バングラデシュは再び世界商品の一大生産拠点としてその名を知られるようになっ
た。山形 [2013]、Fukunishi et al. [2013]、Gereffi and Memedovic [2003]、Habib 
[2009]、Mostafa and Klepper [2011]、Rahman [2011] らの調査を基に、バングラデ
シュ製造業の根幹をなす縫製産業は輸入原料に依存し、世界のアパレルサプライチェ
ーンにおける組み立て加工分野に特化していることから国内付加価値率が低く、女性
中心の低賃金労働を利用した労働集約型かつ低付加価値製品の生産にのみ国際的な競
争優位性を持つという特徴を析出することができる。 
 これらの先行研究に加えて、各国政府や国際機関、バングラデシュ政府各省庁、及
びバングラデシュ中央銀行によって提供される統計資料や年次報告書なども、先に述
べてきた各分野の分析を進めるうえで参考にした。 
以上述べてきたように、バングラデシュ経済の各方面において、英領インド時代や
東パキスタン時代、バングラデシュ時代の研究は数多く存在する。しかしながら、本
稿が同分野において貢献できる余地を見出すとするならば、先に述べてきたそれぞれ
の分析を要素として体系的に結び付ける作業をもって、バングラデシュの一国経済の
姿形をより鮮明に映し出すことであり、そのような研究は非常に限られているといえ
る。そして、バングラデシュの経済を構成する要素がどのように世界のなかで有機的
に繋がりあってきたのか、あるいは繋がりあっているのかを確認し、バングラデシュ
の世界経済における立ち位置を俯瞰する作業が必要とされていると考えられる。バン
グラデシュに限らず、途上国の経済を分析する際にはこれらの角度、つまり史的、ま
た世界経済の視座からの考察は大変重要な意味を持つ。なぜなら、これらを欠けば一
国経済、特に途上国の抱える矛盾・複雑性を総体的に捉えることは困難であり、極め
て単線的、一義的な経済発展を想定するような経済分析に陥ってしまうからである。 
以上、本稿では述べてきたような分析視角からバングラデシュの経済構造を分析し、
その全体像を明らかにすることで同国経済が抱える本質的問題の理解を試みる。 
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（３）本稿の構成 
 
第１章「ベンガル地方の歩み」では、ベンガル地方が経験した二つの時代、一つは
イギリス植民地時代、もう一つは東パキスタン時代において、同地方がどのように経
済的従属を強いられたのかを振り返る。この二つの時代に繰り広げられたベンガル地
方における搾取の過程を分析することなしに、バングラデシュの経済構造を把握する
ことはできない。なぜなら、現在のバングラデシュ経済が抱える困難性は、この二つ
の時代に歪められた土台の上に成り立っているからである。そのために、インドにお
いてイギリスが他の追随を許さない地位に躍り出た 1757 年のプラッシーの戦い以後、
インドの土着経済がイギリスの利益に叶う形に改変されていく様子を描くことで、イ
ギリスによるインド侵略の変遷を確認していく。ここでは初めに土地制度改革につい
て触れる。その後かつて高度な織物技術と多様な農作物の生産地として繁栄したベン
ガル地方が、イギリス植民地時代を通してその時代によって変化する世界需要に対応
した商品、つまり藍、アヘン、綿花、綿糸、そしてジュートといった一次産品や工業品
の供給地となっていく過程を述べていく。そして併合地域からの地租により肥大化す
るインド財政は、ますますイギリス資本の要求に応じた支出を強制され、インド財政
を利用したインド国内外の侵略戦争、インド国内の鉄道網整備、イギリスの需要に結
び付く商品作物の栽培に用いられるようになっていった。この「富の流出」という言
葉で表現されるイギリスによる一連のインドの搾取過程を追っていく。最後に西パキ
スタンの経済的従属化に置かれた東パキスタンにおけるモノカルチャー経済構造を確
認する。 
第２章「バングラデシュ経済の概要」では、まず国際収支表を分析することでバン
グラデシュ経済にみられる特徴を確認する。貿易収支は輸入超過となっており、他方
で第二次所得収支では多額の黒字を計上していることから経常収支は黒字を計上して
いる。貿易赤字の理由は、衣類製品に用いられる原材料・資本機器の輸入、そして石
油製品や食用油の輸入にあり、第二次所得収支における黒字は海外出稼ぎ労働者から
のバングラデシュへの送金によるものである。 
この二つの要素を含め、バングラデシュのマクロ経済の長期的な傾向としては、
1980 年代初めに衣類製品の輸出と海外送金流入が増加し始め、これにより GDP に対
する国内貯蓄と国内投資、及び外貨準備の比率が増加していったことにより、政府開
発援助（ODA : Official Development Assistance）依存度が低下し、代わりに対外債
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務が増加していったことを指摘できる。 
続いて経済政策の変遷を確認する。バングラデシュは 1970 年代初めに社会主義的
政策の挫折を経験した後、市場主義的経済政策への転換を図った。1970 年代後半から
1980 年代を担ったジアウルやエルシャドによる軍事政権時代、ハシナが率いるアワミ
連盟（AL：Awami League）、ジアが率いるバングラデシュ民族主義党（BNP : 
Bangladesh Nationalist Party）が交互に政権を担う 1990 年代において経済政策、工
業政策がどう変化していったのかその変遷をまとめる。ここでは、外資を含む民間資
本の活用を積極的に行ってきたこと、また構造調整政策を取り入れ国営企業払下げな
どによる政府の赤字部門を整理してきたこと、税制改革が行われたことなど、どのよ
うに資本主義的な政策が取られてきたのかを述べていく。工業政策においては、外資
を含む民間資本の投資規制の緩和、そして輸出促進政策が導入される傾向にあり、こ
れにより特に 1990 年代から縫製産業を中心とする製造業の発展を実現してきた。 
 第３章「緑の革命と農業」では独立後重要政策の一環として掲げられた食糧自給の
達成過程を緑の革命の分析によって明らかにする。独立当初のバングラデシュにおい
て耕地のフロンティアは既に消滅しており、耕地を外延的に拡張していくことで農業
生産の向上を図ることはできなかった。そのため、浅管井戸の普及によって乾季灌漑
稲作を広め、治水環境を整備することで、高収量品種と肥料を効果的に利用できるよ
うにし、乾季稲の増収を実現した。この緑の革命によって、1999 年にバングラデシュ
は食糧自給を達成した。バングラデシュの農村にもたらされた変化として、農業の生
産性は限界に達し、農業は増加し続ける人口に生活を保障するための職業としては成
り立たなくなってしまったこと、そして零細・土地なし農民が急増し、農村の労働者
は農業以外の非農業部門に働き口をみつけ、稼がなければならない状況にあること、
農村に滞留する余剰人口は縫製産業などの非農業部門へと吸収されていくことについ
て指摘する。 
第４章「バングラデシュ縫製産業の実態」では、世界市場に求められる安価な衣類
製品の輸出によって高い経済成長を維持するバングラデシュにとって、縫製産業は同
国の経済構造上どのような意味を持つのかを考察する。まず、バングラデシュが世界
市場に求められる安価な衣類製品の生産基地として位置付けられていった経緯を追う。
衣類製品に関わる国際協定は、バングラデシュにおける縫製産業の成長に外部要因と
して機能した。国際協定の枠のなかで利益の最大化を試みる多国籍企業は、安価な労
働力を求めて生産拠点の再配置を繰り返してきた。それによって構築される世界規模
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のサプライチェーンの構造のなかに組み込まれる形で、バングラデシュは安価な衣類
製品の生産を請け負う生産拠点として成立した。次に内部要因として、国内において
縫製産業の成り立ちに影響した重要な要素を確認する。第一に、韓国企業大宇とデシ
ュ社のマーケティング協定に基づいた事業の開始、そしてデシュ社社員による技術移
転が行われたことが重要となる。第二に、政府によって設けられた、縫製工程で用い
られる機器の関税免除制度、見返り信用状制度、並びに保税倉庫制度による産業のバ
ックアップが縫製産業の拡大に寄与したといえる。 
続いて、縫製産業が孕む構造的脆弱性として以下の点を指摘する。バングラデシュ
工業部門の根幹を成す縫製産業は主に中国とインドを輸入原料に依存しており、その
他の縫製産業で用いられる資本機器も輸入で賄われている。そのため、国内における
後方連関産業の成長が促されず、近年 EU が関税免除に掲げていた原産地規則の条件
を緩和したこともあり、ますます国内産業連関の形成は困難になってきている。また、
バングラデシュ縫製産業は世界のアパレルサプライチェーンにおける組み立て工程に
特化しており、資本集約的な付加価値の高いアパレル産業内の工程へとアップグレー
ドすることは難しい。これらの析出点から、バングラデシュ縫製産業は低賃金労働を
利用した労働集約的かつ低付加価値製品の生産にのみ、国際的な競争優位性を持つと
いうことが指摘できる。 
 以上、本稿の目的は、衣類製品輸出を軸に高い経済成長率を維持するバングラデシ
ュ経済構造を史的観点と世界経済の視座から分析し、バングラデシュ経済が抱える本
質的課題を明らかにすることにある。 
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第１章 ベンガル地方の歩み ―英領インド時代以降を中心として― 
 
 
 
 
はじめに 
 
 本章では主に英領インド時代以降にベンガル地方が経験した二つの時代において、
同地方がどのように経済的従属を強いられたのかを振り返る。なぜなら現代バングラ
デシュの経済構造はまさにこの二つの時代に歪められた土台の基に成り立っており、
この両時代の分析なしには現在のバングラデシュが抱える困難性は説明することがで
きないからである。 
現在バングラデシュが位置するベンガル地方は 1971 年の独立に至るまでに二つの
支配体制下において経済的従属関係を強いられてきた。一つは英領インド時代にあた
り、もう一つは東パキスタン時代である。1757 年のプラッシーの戦いで勝利を収めた
イギリスは、インドにおいて他の追随を許さない地位に躍り出た。以降イギリスはイ
ンドの土着経済をイギリスの利益に叶う形に改変を強制し、侵略を進めていった。 
かつて高度な織物技術と多様な農作物の生産地として繁栄したベンガル地方は、英
領インド時代を通してその時代によって変化する世界需要に対応した商品作物・原材
料の供給地と化した。侵略によって併合した地域から地租が吸い上げられ、これによ
り肥大化するインド財政はますますイギリス資本の要求に応じた支出を強制されるこ
ととなる。つまり、インド財政を利用したインド国内外の侵略戦争、インド国内の鉄
道網整備、イギリスの需要に結び付く商品作物の栽培、そしてその購入費用は全てイ
ンド財政によって負担されたものであった。 
「富の流出」という言葉で表現されるイギリスによる一連のインド搾取は約 200 年
継続した。1947 年のイギリスからの独立は、ヒンドゥーとイスラムの宗教の違いでイ
ンドとパキスタンという二つの国の分離をともなった。東ベンガル地方にとって東パ
キスタンへの編入は真の独立を意味しなかった。西パキスタンの経済的従属下に置か
れた現バングラデシュにあたる東パキスタンは、英領インド時代同様、ジュートを中
心とする一次産品供給地として位置付けられた。1971 年にバングラデシュが独立を果
たした際、僅かに立地していた産業も、独立を境に西パキスタンへと接収され、バン
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グラデシュは文字通りゼロからのスタート、独立戦争のダメージを考えればむしろマ
イナスから国造りを行うこととなった。 
 
 
第１節 イギリスとインド 
 
（１）ヨーロッパ諸国のインドへの進出 
ヨーロッパ諸国のインドへの進出は、1498 年に 4 隻の帆船でカリカットにやってき
たバスコ・ダ・ガマの船団にまで遡ることができる2。バスコ・ダ・ガマは 1502 年に
ふたたびインドに来航し、現在のコチに商館を建てた3。その翌年には要塞が同地に建
設され、インドにおけるポルトガルの拠点となった4。それ以来ポルトガル人の船団は
毎年のようにインドにやってくるようになり、やがてポルトガルは武力によって貿易
覇権の獲得を目指し、1510 年にはカリカットの北に位置するゴアに軍事及び商業拠点
を置いた。その後、ポルトガルはしだいに勢力を東南アジアのマラッカ、ペルシャ湾
岸の港町ホルムズへと拡大し、1517 年にはベンガルのチッタゴンを占領下に置く。ポ
ルトガルはインド洋における海上覇権を握り、ムスリムやインド商人が握っていた交
易路を奪い、香辛料を中心とした貿易を独占することで莫大な利益を獲得したのであ
った5。 
1580 年にポルトガルはスペインに併合され、インド洋交易も継承されることとなっ
た。しだいにオランダがスペインにかわって影響力を持つようになり、1602 年には東
南アジア産の香料と胡椒貿易を狙いオランダ東インド会社を設立した6。他のヨーロッ
パ諸国、イギリス、フランスはかつてのポルトガルの拠点に進出を始め、各地に貿易
拠点を設けていった7。なかでもイギリスとフランス勢力が二大巨頭として台頭してい
った。イギリスは東南アジア産の香料を狙ってポルトガルに先立ち、1600 年にイギリ
ス東インド会社を設立した。それ以来イギリス東インド会社はイギリスによるインド
                                                   
2 カリカットはインド南西部に位置するケーララ州の港町である。 
3 インド南西部ケーララ州、カリカットよりも南に位置する。 
4 小谷 [2004]、255 頁。 
5 マラッカはマレー半島南西部に位置する港町。ホルムズはイランの南部に位置する港町で、アラ
ビア湾に面する。 
6 同上書、258 頁。 
7 堀口 [2009]、78 頁。その他のヨーロッパ諸国、デンマーク東インド会社は 1616 年、フランス
東インド会社は 1664 年に設立された（チョプラ [1994]、158 頁）。 
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経営の中心的役割を担っていった。当時その地域一帯を治めていたムガル帝国の衰退
を契機として、イギリスはボンベイやダッカ、カルカッタにおける影響力を拡大した
8。 
 
（２）イギリスのインド侵略 
さらにイギリスはムガル帝国の弱体化につけこみ、ベンガルの拠点であるカルカッ
タに要塞、フォート・ウィリアムの建造を計画する9。イギリスはムガル帝国の治安維
持能力の低下を指摘し、防衛の必要性を主張した。ムガル帝国は遂にベンガルの拠点、
カルカッタの要塞化を認可せざるを得なくなり、以降フォート・ウィリアムはベンガ
ルのみならずインド全域における植民地当局の代名詞となる。フォート・ウィリアム
要塞を中心とするカルカッタ市を首府とし、ここにベンガル管区が成立した。ムガル
帝国の保護の下、カルカッタは世界的な貿易中心地として発展し、比類のない繁栄を
謳歌するようになる。イギリスはこのベンガル管区の他にボンベイ管区とマドラス管
区を築き、インド支配の基礎をなす三管区体制を形成したのである10。 
ヨーロッパで行われていたオーストリア継承戦争（1740～1748 年）、七年戦争（1756
～1763 年）がインドに持ち込まれることで、イギリスはムガル帝国に対してのみでは
なく、フランスに対してもインド国内における勢力争いを激化させていく。オースト
リア継承戦争に端を発して南インドで始まった1744年の第一次カーナティック（1744
～1748 年）戦争では、デュプレックスが率いるフランス軍が優勢であった。しかしな
がら 1750 年の第二次戦争（1750～1754 年）からヨーロッパでの七年戦争と連動した
1758 年の第三次戦争（1758～1763 年）を通してイギリスは同地を支配下に置いた。
                                                   
8 ボンベイは現在のムンバイを指し、インド中部西岸に位置する港町、ダッカはインド北東部、現
在のバングラデシュ首都、カルカッタは現在のコルカタ、インド北東部沿岸に位置する港町にあた
る。ムガル帝国太祖であるバーブルは中央アジアのモンゴル族系の出自である。バーブルはカブー
ルを拠点として念願の緑豊かな地、インド遠征を行いロディ朝の軍を破り、一気にデリーとアグラ
を占領し、インド皇帝であると宣言。1526 年にムガル帝国がデリーに興り、1530 年までに北イン
ド全域を支配下に置いた。1585 年までにベンガルではムガル帝国の支配が確立し、同地を治めてい
た。三代アクバルの時代に領土は南インドにまで拡大した。ムガル帝国の最盛期はアクバルが死去
した 1605 年から六代アウランゼーブ帝が亡くなるまでの一世紀であったという。タージマハール
は５代シャー・ジャーン帝の時に愛妃のために建造されたもので、帝国の富を象徴するものである
（堀口 [2009]、64 頁、及び岡本 [2006]、40～41 頁）。 
9 イギリスはこの要塞を当時の国王オレンジ公ウィリアムの名をとって「フォート・ウィリアム」
と名付けた（堀口 [2009]、79 頁）。建造年は 1700 年である（小谷 [2004]、259 頁）。 
10 同上書、259～261 頁。マドラス管区は西海岸の拠点として 1653 年に、ボンベイ管区は東海岸
の拠点として 1685 年に成立した。ベンガル管区を合わせた三管区が領土拡大時の吸収母体となっ
た（同上）。 
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現地の政権が巻き込まれてはいるものの、カーナティック戦争は基本的にはインドに
おけるイギリスとフランスの争いであった11。カーナティック戦争がインド南東部の
カーナティックを中心に繰り広げられ、同地における地位を確固たるものとしたのに
対し、イギリスのベンガルにおける優位性を固めたのが 1757 年のプラッシーの戦い
だった。フランス東インド会社の支援を受け、時のベンガル太守、シラジが率いるム
ガル軍は緒戦を優勢に進めたが、ムガル軍総司令官ミル・ジャファールの裏切りによ
りイギリス軍に反撃の機会を与えた。最終的にムガル帝国はイギリス軍に破れ、ベン
ガルにおけるムガル帝国の支配力は著しく低下した12。 
イギリスはムガル帝国との戦いと並行して 1757 年にフランスを、1759 年にオラン
ダをベンガルから追放し、その権益を確実に拡大していった。そして、プラッシーの
戦い以上にイギリスのインド支配を確固たるものとしたのが 1764 年のバクサールの
戦いである13。プラッシーの戦い後、ミル・ジャファールに代わってベンガル太守とな
ったミル・カシムはイギリスの優勢的地位を利用した東インド会社の横暴に怒りを募
らせた。ミル・カシムはイギリスに戦いを挑んだがイギリスへの内通者や軍部の裏切
りにあい、ムガル軍はイギリス軍にまたも打ちのめされた。これにより、イギリスは
権益をさらに拡大し、ベンガルを含む広大な土地を支配下に置いた。 
東インド会社はしだいに単なる一貿易企業から政治的、軍事的支配を行う権力機構
となっていった14。イギリス東インド会社はベンガルにおける徴税権を認められ、実際
上これをもって同地はイギリスの植民地となったのである15。イギリスはベンガルに
留まらず、インド内で有力な王国を支配下に置いていった。1767 年から 1799 年まで
断続的に行われたアングロ・マイソール戦争で、イギリスは他王国と共に南部最大の
勢力マイソール王国を制し、同王国の領土をマドラス管区に編入した16。マイソールを
制したイギリスが次に狙いを定めたのが、北西部のマラータ王国であった。マラータ
戦争は 1772 年から 1818 年まで続き、三次戦争でイギリス東インド会社は西部デカン
地方の広大な領土を手中に収めた。この領土はボンベイ管区内に編成された。そして
                                                   
11 小谷・辛島 [2004]、278 頁。 
12 堀口 [2009]、81～87 頁。 
13 同上書、97 頁。 
14 同上。 
15 小谷・辛島 [2004]、273 頁。 
16 アングロ・マイソール戦争によりマイソール王国のみならず、周辺王国、コーチン、トランヴ
ァコールと南部の有力王国がイギリスの支配下に入り、南東部カーナティックとあわせて広大なマ
ドラス管区を成立させたのである（同上書、277～282 頁）。 
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最後の標的となったのがシク王国である。1845 年から二度に渡って繰り広げられたシ
ク戦争によってイギリス東インド会社軍は遂にパンジャーブ地方を獲得し、同地をベ
ンガル管区の支配下に置いた。このようにしてイギリスはインドの王国を藩王国とし
て位置付け、服属国としていったのである。シク戦争での勝利によりイギリスのイン
ド征服が完成したといえるが、イギリスがインド全地域の征服を行うようになったわ
けではない。イギリス領と藩王国領が複雑に入り混じっていたインドでは、藩王国を
どのように統制するかという課題は残り続けたのである17。 
 
（３）プラッシーの戦い後 
 プラッシーの戦いでの勝利はイギリスのインドにおける地位を決定付けるものであ
った。他のヨーロッパ諸国をイギリスの二番手として隔絶し、ムガル帝国で最も豊か
だといわれていたベンガル地方を支配下に置いたことで、イギリスのインドにおける
影響力の深化は絶大なるものとなった。豊穣なベンガルを手にしたイギリス東インド
会社の売上総額は、1757 年のプラッシーの戦いの後に急激な増加をみせる。この利
益の源泉は「貿易外収入」によるもので、ベンガル地方でイギリス東インド会社が獲
得した徴税権の行使によって得られた利益も含まれる。徴税権のなかでも最も重要と
なったのが地税であり、徴税権がイギリスのインド統治領域の拡大にともなってイン
ド王侯から接収され、地税規模はますます大きくなっていった18。 
イギリス本国の関心は、インドで絞り出される莫大な利益の分配に、どのようにあ
ずかるかであった。第一の問題は送金方法である。イギリス東インド会社が徴収する
銀をそのまま現物で送り、銀の大量流出によるインド経済の混乱を招くことは避けな
ければならない。そこで、イギリスに需要がある商品をインドで支出し、それをイギ
リスに輸出した後に売却し、その売上金を国庫納付金とする手段がとられることとな
った19。 
しかし、イギリスや欧州に需要があるインド生産品が限られていたことが問題とな
った。これを解決するため、イギリスや欧州で需要のあるインド産品の生産が、イギ
リス資本によって半ば強制的に促された。プランテーション形式で経営が行われるこ
とが多く、生産前に前払いが行われ、また厳しい監督がともなった。主に本国向けの
                                                   
17 同上書、288～289 頁。 
18 松井 [1953]、5～9 頁。 
19 中里 [2009]、322～333 頁。 
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インド商品買い付けはインベストメントと呼ばれ、綿布や藍、生糸が安価に買い叩か
れ、これらがインドからイギリスに輸出されることで送金手段としての役割を果たし
た20。 
イギリス本国で需要のある商品を輸出し、送金を可能とする手段は他にも開発され
た。それが中国を介した三角貿易である。当時綿製品の需要がしだいに低下していく
なかで、欧州が熱狂的に欲したのが中国の茶であった。茶によって本国への送金を実
現するためには、中国が求める生産物をインドで作らなければならない。これを叶え
たインド物産がアヘンと綿花だった。こうして、インドから中国へアヘンと綿花が輸
出された後、中国からイギリスに茶が輸出され、それが現金化されることで本国送金
が可能となった21。 
三角貿易の一辺を構成したイギリスからインドへの輸出は綿製品であった。東から
西へと流れ込んだインド産の綿製品に対抗し得る技術基盤が 1700 年代後半に確立し、
これにより西から東へと綿製品の流れが逆転に向かったのである。インドはしだいに
イギリス綿製品の市場と化し、インド産綿製品はイギリス産に駆逐されていった。こ
うして、1820 年代前半にはインド綿製品の需要は停滞しもはや本国送金の役割を果た
さなくなったのである。このような背景から、1800 年代初めから先に述べた藍やアヘ
ン、綿花等がイギリス或は中国向け物品としてインド国内で大量に生産されるように
なっていったのである。 
 
 
第２節 イギリスとベンガル地域 
 
（１）土地制度改革 
 インド植民地政府はベンガル管区における徴税体制の強化を目的として、1793 年に
永代地税査定（ザミンダーリー制）を制定した。永代地税査定によってザミンダール
に土地の所有権が認められ、またザミンダールは税の徴収と政府への納税義務を負う
こととなった。他方、農民は永代地税査定により、それまで土地を所有していた者も
すべて小作人とみなされるようになり、自分の土地からいつ追い出されてもおかしく
ない不安定な状況に置かれた。植民地政府によって課された納税負担はそれまでと比
                                                   
20 松井 [1953]、12～23 頁。 
21 同上書、24～27 頁。 
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較して数倍の規模となった。谷口 [1996] によれば、永代地税査定下で農民は粗生産
の 3～4 割を地代としてザミンダールに支払い、ザミンダールは地代収入の 7～8 割を
地租として植民地政府に支払わなければならなかったという22。効率かつ安定的な徴
税体制の確立という植民地政府の意図とは裏腹に、ザミンダールは設定された高額の
税を納められず、法律によりその土地を没収された。それらの土地はそれぞれの地域
に無縁の商人や金貸し業者、富裕な農民に売り渡され、これらの富裕層はザミンダー
リーを獲得した23。 
18 世紀頃にはベンガル地方では商取引が盛んに行われるようになっていたことか
ら、商人や金貸しのネットワークが発達し、農村では銀での地租や地代の納入が一般
的にみられた24。商業化の進行は資力のある者、商人や金貸しの影響力を強めた。農民
は借地代の支払いや市場での購買の際に貨幣を必要とし、商人や金融業者は困窮した
農民に貸付条件として栽培作物の指定を行うこともあった。これはベンガル地方に換
金作物栽培が浸透していった一つの要因と考えられている25。換金作物のなかでも、と
りわけジュートは高値で取引されていたことから、富裕層による換金作物栽培の誘導
だけではなく、農民も自発的にジュート栽培を行う傾向がみられた。また、富裕層の
投資が農業に向かった理由として、カルカッタの工業がイギリス資本によって独占さ
れており、工業への投資を避ける傾向があったこともあげられる26。 
 
                                                   
22 谷口 [1996]、1041 頁を参照。 
23 メトカーフ・メトカーフ [2006]、115～116 頁、中里 [2009]、379～381 頁。ザミンダールはム
ガル帝国時代における各地方の支配者で、ザミンダーリーの職につく者を意味する。ザミンダール
は一村単位に設置されていた在地支配者で、域内に居住する農民から諸賦課を徴収し、時の支配者
に納入する役割を担っていた。ザミンダーリーは世襲で受け継がれる他、売買可能な物件でもあっ
た。イギリス東インド会社がインド亜大陸ではじめて広大な領土を獲得したのはベンガル地方だが、
拠点を築くうえでイギリス東インド会社が購入したのがザミンダーリーだった。イギリス東インド
会社は 1698 年に後の巨大都市カルカッタのもととなる三つの村を購入し、これらのザミンダール
となったのである。こうしてムガル帝国に取り決められた税を納入する代わりに未開墾地等を自由
に利用する権利を得た。その後 1757 年、イギリス東インド会社はプラッシーの戦いでベンガル総
督軍に勝利し、カルカッタ郡の一部を含む 24 郡のザミンダーリーを獲得した。東インド会社はベン
ガルで巨大なザミンダールとなり、莫大な権益を獲得したのであった。ムガル帝国に義務付けられ
た税額は地域における全収入の 10％に満たなかったという（小谷他 [2007]、13～24 頁、及び小谷 
[2007]、267～271 頁）。ザミンダールはペルシャ語で土地所有者を指すが、ムガル帝国支配下にあ
った時は領主的な存在であり、永代地税査定以降ザミンダールは地主的役割を担ったのである。ザ
ミンダールをイギリスにおけるジェントリに相当する存在とし、土地所有権を与えることで優れた
企業家として活躍するというのがイギリスの思惑であった（谷口 [1993b]、75 頁、中里 [2004]、
266～267 頁、及び水島 [2007]、300 頁）。 
24 中里 [2009]、286～287 頁、及び 372～373 頁。 
25 同上書、372 頁、及びサルカール [1993]、44 頁。 
26 長崎 [2004]、364 頁。 
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（２）綿業の興亡、伝統工業の衰退 
バングラデシュはキャラコやモスリン織りの産地であったベンガル地方に位置する。
ダッカには古くから高い技術を持つ職人が集中しており、彼らの織物は世界中で重宝
された。ポメランツ・トピック [2013] はインド産綿織物が 18 世紀当時の世界でどの
ように評価されていたのか、フランス貿易商の証言を以下のように引用している。「『カ
リブ海のフランス系入植者との取引は簡単だ。砂糖と交換するにはフランスの製品を
持っていけばよい。アフリカの貿易商に限っては、最高品質の綿織物を要求して、フ
ランスの製品など目もくれない。相手がイギリスの貿易商でも同様である』」27。その
他にも「…インドの綿織物は、世界のどこでも通用する現金のような役割を果たして
いた。…インドの美しく繊細な綿織物は、東南アジアやアフリカに拡がるに留まらず、
1700 年代には、オスマン帝国のシルク産業を壊滅寸前に追い込み、ペルシャ人を魅了
して、巨大なヨーロッパ市場さえ席巻した」28とあるように、東インド産の綿織物は世
界を虜にした。ポメランツ・トピック [2013] はこのインドの成功の理由として「…イ
ンド商人は貿易のたびに、東南アジアの貿易相手が望んでいるような新しいデザイン
を取り入れ、翌年にはそうしたデザインをもとに生産を…（していた）」29ことや「高
品質の綿花を大量に栽培できるほど広大な土地が残されていた…」30こと、そして「高
度な技術をもつ大量の職人を、しかも、極めて安い賃金で雇うことができた…」31こと
をあげている。世界を魅了した東インド産の綿織物は、1613 年にイギリス東インド会
社によってイギリスに輸入される。以来、18 世紀初頭にかけて人気を博するようにな
った綿織物はイギリス本国の国民的産業であった毛織物産業や絹織物産業にとって脅
威となり、1700 年にはキャラコ輸入禁止法、1720 年にはキャラコ使用禁止法が制定
されることとなった32。 
しかしながら、インド綿産業の優勢は 19 世紀前半から逆転する。ミュール紡績機の
発明はインド産綿製品に対抗しうる技術的基礎を提供したことに加え、イギリスがイ
ンド綿製品輸入に課した高関税がインド繊維産業の衰退を招いた。安く高品質のイギ
リス綿製品が一方的にインド市場に流れ込み、手工業的な綿布生産は破滅に向かって
                                                   
27 ポメランツ・トピック [2013]、359 頁より引用。 
28 同上書、360 頁より引用。 
29 同上書、360～361 頁より引用。（）内は筆者挿入。 
30 同上書、361 頁より引用。 
31 同上より引用。 
32 秋田 [2012]、84 頁。 
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いった（表１－１、表１－２参照）33。顧客であったインドの支配者層が消えていった
ことも伝統産業にとって大きな痛手となった。農村経済に根付く伝統的な手工業が破
壊され、手工業者や職工は農業に働き口を見出さざるを得なくなった。こうして、農
村に存在した何百万もの伝統産業従事者は、輸出向け一次産品生産の労働者となった
34。インドの農村に存在した固有の有機的経済システムは崩壊し、脱工業化と呼ばれる
ようにインド独自の発展の萌芽を摘み取る変革がこの時期にもたらされたのである。 
 
表１－１ イギリス綿布の地域別輸出量とその比率推移（1820～1880 年） 
（単位：千ヤード） 
 1820 1830 1840 1850 1860 1870 1880 
ヨーロッパ 
127.7
（50.9） 
137.4
（30.9） 
200.4
（25.4） 
222.1
（16.4） 
200.5
（7.5） 
294.6
（9.1） 
365.1
（8.1） 
アメリカ 
56 
（22.3） 
140.8
（31.7） 
278.6
（35.2） 
360.4
（26.5） 
527.1
（19.7） 
594.5
（18.3） 
651.6
（14.5） 
U.S.A 
23.8 
（9.5） 
49.3
（11.7） 
32.1 
（4.1） 
104.2
（7.7） 
226.8
（8.5） 
103.3
（3.2） 
74.9 
（1.7） 
トルコ・エジプト・ア
フリカ 
9.5 
（3.8） 
40.0 
（9.0） 
74.6 
（9.4） 
193.9
（14.3） 
357.8
（13.4） 
670.5
（20.6） 
588.6
（13.1） 
英領東インド 
14.2 
（5.7） 
56.9
（12.8） 
145.1
（18.9） 
314.4
（23.2） 
825.1
（30.8） 
923.3
（28.4） 
1813.4
（40.3） 
中国・日本・ジャワ 
etc 
29.9 
（3.8） 
104.3
（7.7） 
324.2
（12.1） 
478.2
（14.7） 
632.0
（14.2） 
その他 
19.7 
（7.9） 
20.2 
（4.5） 
29.9 
（3.8） 
58.9
（4.3） 
214.7
（8.0） 
188.4
（5.8） 
367.7
（8.2） 
総計 
250.9
（100） 
444.6
（100） 
790.6
（100） 
1358.2
（100） 
2676.2
（100） 
3252.8
（100） 
4496.3
（100） 
（出所）金子 [1980]、129 頁、表 10 を抜粋、一部編集。アメリカは U.S.A を除いた地域。 
 
表１－２ インドにおける綿製品の消費構成（1831～1881 年） （単位：千ポンド） 
 1831～35 平均 1856～60 平均 1880～81 平均 
イギリスから輸入された綿製品 14,350（3.9） 160,420（35.3） 350,000（58.4） 
インドで生産された綿製品 360,650（96.1） 294,580（64.7） 250,000（41.6） 
総消費量 375,000（100） 455,000（100） 600,000（100） 
（出所）金子 [1980]、151 頁、表 16 を抜粋、一部編集。 
 
                                                   
33 堀口 [2009]、103～104 頁。当時の様子をあるイギリス人は「『スラーと、ダッカ、ムシルダバー
ドその他の、土着工業が行われていた町の衰退と破壊とは、語るにはあまりに痛ましい現実である
…上質のダッカ・モスリン製造用原料であった光沢のある特殊な種類の綿花は、以前はベンガル地
方で栽培されていたが、今はほとんどみられなくなってしまった。ダッカの町の人口は、十五万人
から三万ないし四万に減少し、ジャングルとマラリアが急速に町を侵しつつある…インドのマンチ
ェスターであったダッカは、非常に繁栄した町から、貧困な小さな町へと転落した…』」と述べ、そ
の実態を表現した（吉岡 [1975]、85～86 頁より引用）。 
34 チャンドラ [2001]、184~185 頁。 
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（３）商品作物栽培の拡大 
a. 藍 
 ヨーロッパ市場に向けたインド産品の一つとして、ベンガル地方で生産されるよう
になったのが藍である。インドの伝統輸出品であった綿製品の輸出が 19 世紀前半にイ
ギリス製綿製品に一掃され、イギリスへの富の移転を媒体するインド生産物の輸出が
求められるなか、藍製造業は拡大していった（表１－３参照）35。 
藍プランターの主体はヨーロッパ資本であり、植民地行政機構の後ろ支えを得るな
かで半ば強制的に農民に藍栽培を行わせた。前貸金を使って農民に藍草を栽培させ、
安価に買い取るという経営システムがとられていたが、安価な買い取り価格どころか、
前貸金の額を下回るという事態が恒常化していった。農民は藍栽培を通して債務を負
うこととなり、プランター主に従属させられていった36。 
藍生産に携わるベンガル農民の不満は募り、遂に 1859 年にベンガル藍一揆に発展
した。一揆はベンガル中央部から東部までを含み、村々が連帯を組んで藍プランター
に向けて藍栽培を行わない意思を表明した。植民地政府によって設置された調査委員
会においても藍プランター側に非があるとし、こうして一揆は農民の勝利で収束した。
以降、19 世紀後半にかけてベンガルにおける藍生産は縮小していった。一揆の他に、
同時期にヨーロッパにおいて化学染料が製品化されたことも作用して、藍の世界商品
としての価値はしだいに薄れていったのである37。 
 
表１－３ インドからの輸出品の構成（1814～1857 年）   （単位：％） 
 1814 1828 1834 1839 1850 1857 
綿布 14.3 11.0 7.0 5.0 4.0 2.9 
綿花 8.0 15.0 21.0 20.0 12.7 15.6 
生糸 13.3 10.0 8.0 7.0 4.0 2.9 
藍 20.0 27.0 15.0 26.0 10.0 6.1 
砂糖 3.0 4.0 2.0 7.0 10.1 4.3 
アヘン 不明 17.0 25.0 10.0 34.1 32.7 
その他 ― 16.0 22.0 25.0 25.1 35.5 
  （出所）中里 [2009]、324 頁より抜粋。 
 
 
                                                   
35 中里 [2009]、438～439 頁。 
36 谷口 [1993a]、86～87 頁。 
37 同上書、87～88 頁、及び中里 [2009]、438～439 頁。 
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b. 中国への輸出品―アヘン、綿花、綿糸― 
 イギリスは中国茶に魅せられていたのだが、肝心の中国はイギリスの綿製品に全く
興味を示さず、欲せられたのはインド産のアヘンと綿花であった。藍はイギリスの需
要に対応したものであったが、インドで絞った利益を本国に分配するために中国貿易
が媒体として用いられ、アヘンと綿花はインドから中国に輸出され、茶が中国からイ
ギリスへと輸出された。 
 ベンガル地方で広く生産されたアヘンの収入は、19 世紀中盤まで政府歳入の 15％
を占め、インドの貿易全体の 30％を構成していた。その後もインド輸出品として 20
世紀はじめまで重要な輸出品の一つであり続けた38。アヘンにおいてもその経営方法
は藍と類似しており、イギリス系資本が中心となって前貸金を農民に与え、ケシが栽
培された後に買い取りが行われた。 
中国のインド産アヘンの輸入は、アヘン戦争（1839～1842 年）以降急速に拡大し
ていったが、1879 年にピークを迎え停滞しはじめ、1888 年以降になると減少傾向が
みられるようになった39。これは中国で国産アヘンの生産が進み、市場に出回るよう
になっていったこと、他方で交通網の整備が進みベンガル地方の農民がケシ栽培以外
の商品作物の栽培に移行し始めたことなどが主な理由としてあげられる40。 
 中国に需要のあったインド産品として綿花についても触れなければならない。アヘ
ンと同様に、中国への販路を見出したインドの綿花であったが、その後アメリカ南北
戦争（1861～1865 年）前後にイギリスにおける需要が高まったためにインドで綿花ブ
ームが起き、綿花栽培がボンベイを中心に拡大をみせる。19 世紀後半にイギリスは高
級綿製品の生産に特化していったことからインド綿花の輸入を減少させていき、他方
でヨーロッパ工業諸国が新たな市場をインドに提供した。20 世紀初めにかけてインド
綿花輸出は拡大をしていくが、これを牽引したのが日本の単独需要であり、同傾向は
第一次世界大戦開戦まで続いた41。ほぼ同時期にインド国内にもインド綿花が用いら
れるようになっていったことも、綿花販路に関わる変化として述べておきたい。 
綿花の販路がヨーロッパ工業諸国や日本、また国内へと移行していくなかで、イン
ド綿糸は 1896 年にアヘンの輸出を抜いて対中輸出の主力商品となる42。ボンベイで生
                                                   
38 水島 [2007]、313～318 頁。 
39 杉原 [1996]、55～62 頁。 
40 同上書、63～65 頁。 
41 同上書、163～165 頁。 
42 同上書、65 頁。 
25 
 
 
産されたインド綿糸は 1880 年代から 90 年代にかけて大量に中国に輸出されるように
なり、インド国内はもとより中国の手織綿布生産用の紡績糸として用いられていった。
第一次世界大戦前後に日本に首位の座を譲り渡すまで、インド綿糸は中国市場で確固
たる地位を維持した43。 
 
c. 東ベンガル地方とジュート生産 
以上述べてきたように、世界商品としてのインド産品はその時代の世界情勢によっ
て変化をしてきた。19 世紀後半からインドの主要輸出品としてあらわれたのがジュー
ト原料・製品である。19 世紀初頭、繊維の原料には主に綿花や麻が用いられていた。
亜麻を原料とする織物、リネンは衣類からテントや船の帆布等、様々な場面で重宝さ
れた。亜麻はそのほとんどがロシアから供給され、イギリスのスコットランド、ダン
ディーで加工が行われた。しかし、1854～1856 年のクリミア戦争でイギリスがロシア
と敵対するとロシアからの原料輸入が困難となったので、代替としてイギリスは東イ
ンド会社を通じてベンガル産の黄麻（ジュート）の活用を始めた44。ベンガル地方は現
在のバングラデシュ（英領インドでは東ベンガル）とインド西ベンガル州にあたり、
同地域で生産されるジュートは世界生産高の約 9 割を占有した45。ベンガル地方は世
界市場の一大ジュート原料供給地として独占的な地位を築いた。ベンガルで生産され
たジュートはカルカッタを経由してダンディーに輸出されるようになった。 
 1836 年にダンディーにてジュート加工技術が確立し、1855 年にはカルカッタにお
いても同様の技術を用いたジュート工場が設立された。カルカッタでジュート工場が
増えていくにつれ、これまでイギリスに輸出されていたジュートはカルカッタの工場
にも供給され、加工されるようになっていった。当初カルカッタはジュート原料調達
地として主な役割を果たしたが、カルカッタのジュート工場はしだいにダンディーの
生産を上回るようになった。最終的に、カルカッタはジュート原料と同製品の供給両
側面において、英領インド市場そして国際市場を独占するまでに成長した。こうして
1873 年からの 10 年間でジュート製品生産力は 10 倍になった46。 
ベンガル地方とカルカッタの商業ネットワークはより緊密になっていった。1862 年
                                                   
43 同上書、26 頁、及び 192～194 頁。 
44 河合 [1987]、90 頁、及び坪田 [2013]、29 頁。 
45 河合 [2008]、78 頁。 
46 Ray [2012], pp.118-130. カルカッタのジュート工場数は 1855 年に 2 工場であったが 1913 年ま
でに 67 工場にまで増加した（Ibid., p.131）。 
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に東ベンガル鉄道が運行を開始し、その後ジュート市場のある各都市に路線が拡張し
ていった。1878 年に北ベンガル州鉄道、1892 年にアッサムベンガル鉄道が敷設され、
これらの鉄道によって東ベンガル地方で生産されたジュートは輸送されるようになっ
ていった。それまで現地のボートが主なジュート輸送手段として用いられていたが、
19 世紀後半には鉄道によるカルカッタへの輸送が最大となった47。カルカッタとの商
業ネットワークの形成は東ベンガル地方を世界市場と結び付け、同地方において特に
ジュートのモノカルチャー経済化を促進した。ヨーロッパ諸国の工業化が進み、遅れ
てアメリカと日本においても工業化が進むと、インド農産物の需要は拡大した。また
1869 年にスエズ運河が開通したことでインドの輸出品が直接工業化を進める国々へ
と送り届けられるようになり、インドにおける鉄道網発達と相まってインドは世界経
済にますます組み込まれていき、それに伴い東ベンガルは換金作物の生産を行うよう
方向付けられていった（表１－４参照）48。 
ジュート作付面積は 1850 年代には 5 万エーカーほどであった。19 世紀後半からピ
ークとされる第一次世界大戦勃発前の 1913 年まで作付面積は拡大を続け、350 万エ
ーカーに達した。東ベンガルでジュート生産は増加していったものの、19 世紀後半の
ジュート生産はまだ稲作生産の補完的な意味合いが強かった。稲作はジュート同様に
重要な資金源となっており、東ベンガルの米は英領インド、そして世界市場に流通し
た。この限りでは農民は稲作生産によって自給するとともに余剰を換金することがで
き、ジュートは稲の不作時に収入の補完としての役割を果たしていた49。 
しかし、ジュートと稲作の生産バランスは 20 世紀に入って崩れていった。ビルマ
から輸入されるようになった低価格の米が東ベンガル農民の稲作生産のインセンティ
ブを低下させた。ジュートの世界需要は増加していたことから、東ベンガル農村はジ
                                                   
47 Ali [2012], pp.78-85. 
48 吉岡 [1975]、54～65 頁。 
49 Ali [2012], p.24、及び pp.32-35。カルカッタとの商業経路の発達は、カルカッタに輸入される商
品がベンガル地方へ流入すること（例えばビルマ産の輸入米等）も可能にした。そのためベンガル
地方からカルカッタへの一方的な流通というよりは双方向的な物の流れが生み出された。またジュ
ート以外の作物を 1905 年の英領インド農業統計でみると、ベンガル地方の作付面積は米が最大で、
次に単体ではジュート、トウモロコシ、大麦、麦が続く（Digital South Asia Library, Statistical 
abstract relating to British India. From, No.122-Crops under Cultivation in 1903-4; in Acres 
(pp.134-135)〈http://dsal.uchicago.edu/ 2014 年 4 月 4 日 閲覧〉）。米は 3,490 万 3,500 エーカ
ーと群を抜いており、単一作物では 246 万 5,400 エーカーのジュートが続く。その他にはトウモロ
コシ（185 万 3,400 エーカー）、大麦（151 万 6,100 エーカー）、小麦（150 万 8,600 エーカー）等
の耕作地が上位にあがる。また商品作物としてジュートが高額で取引されていたこともジュート耕
作地拡大に繋がったと考えられ、ベンガル地方の農民は現金所得の約半分をジュートによって稼い
でいたとも言われている（坪田 [2013]、29 頁、及び河合 [2008]、83 頁）。 
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ュートの稼ぎで穀物を購入するようになり、稲作生産は自給レベルを下回っていった
のである。このようにして、東ベンガル地方はジュート生産から恩恵を得たものの、
その代償として生活の基盤は緊密に世界市場と関連するようになった（表１－５、表
１－６参照）。1914 年を境に需要は減少し、ジュート生産による東ベンガルの繁栄は
終焉を迎えた。ジュート栽培による現金収入を絶たれた東ベンガルの農民は食糧難に
陥り、負債を抱えることとなった50。 
 
表１－４ 北・東ベンガルの主要ジュート生産地面積の推移（1872～1910 年） 
（単位：エーカー，％） 
 1872 1880 1890 1900 1910 
ジャルパイグリ 50,000 15,400 20,500 63,000 94,800 
ラグプール 100,000 131,200 600,000 277,000 237,600 
ディナプール 117,600 14,600 96,000 80,000 92,000 
パブナ 122,900 102,300 150,000 136,500 180,100 
ボグラ 46,600 36,600 35,000 88,000 120,000 
ミメンシ 48,000 160,900 301,000 519,000 717,500 
ダッカ 40,000 115,000 180,000 161,000 184,600 
ファリドプール 16,600 79,600 80,000 100,000 120,200 
ティッペラ 78,400 0 190,800 219,000 236,900 
その他ベンガル地域 139,205 140,200 272,800 321,100 447,900 
合計 759,305 795,800 1,926,100 1,964,600 2,431,600 
全ベンガル地域のジュート生産地面積に対する 
上記地域（その他ベンガル地域を除く） 
のジュート生産地面積比 
81.7 82.4 85.8 83.7 81.6 
（出所）Ali [2012], p.25, Table1.1 を抜粋、一部編集。 
 
表１－５ インドのジュート原料輸出推移（1870～1913 年）    （100 万ポンド） 
 1870～72 平均 1890 1898 1906 1909 1913 
イギリス 3.10（86） 3.57（62） 2.51（54） 7.70（43） 4.28（43） 7.82（38） 
工業ヨーロッパ 
4 カ国 ― 1.23（21） 1.62（35） 7.60（42） 4.30（43） 9.00（44） 
アメリカ合衆国 0.45（12） 0.84（15） 0.38（8） 1.85（10） 0.86（9） 2.45（12） 
計 3.61（100） 
5.72
（100） 
4.62
（100） 
17.89
（100） 
10.05
（100） 
20.55
（100） 
（出所）杉原 [1996]、166 頁、表 5-7 より抜粋、一部編集。工業ヨーロッパ 4 カ国はドイツ、フランス、
オーストリア・ハンガリー、イタリアを指す。 
 
 
 
                                                   
50 Ali [2012], pp.36-40. 
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表１－６ インドのジュート製品輸出推移（1876～1913 年） 
 1876 1890 1900 1913 
袋     
生産（百万個） 68 159 279 480 
輸出量（千個） 29,275 95,507 202,908 359,554 
輸出額（百万ポンド） 0.72 1.20 2.95 8.35 
布地     
生産（百万ヤード） 6 34 380 1,120 
輸出量（千ヤード） 6,014 26,672 365,215 1,088,104 
輸出額（百万ポンド） n.a. 0.15 2.23 10.39 
    （出所）杉原[1996]、177 頁、表 5-12 を抜粋、一部編集。 
 
d. 富の流出 
 プラッシーの戦い後、イギリス東インド会社はベンガル州の徴税権を獲得し、その
他の管区を合わせた地域の事実上の支配権を獲得した。インド植民地の統治にあたっ
て本国の会社本社からも支出があり、それがインドの歳入から支払われるべきとなり、
インドの一般歳出とは別勘定で「本国費」が設定されることとなった51。本国はベンガ
ルをはじめとしたインドからもたらされる富の支配権を強めるため、イギリス東イン
ド会社に対する監督を徐々に強化していった。1773 年の「ノース規制法」や 1784 年
の「ピットのインド法」を通して各種の規制が敷かれ、1858 年には「インド統治改善
法」によってインドは一会社植民地から英領インドとなった52。 
 イギリスにとって、インド財政が植民地のなかでどれほど重要であったのか。金子 
[1980] は「…全植民地支出の約七～八割の圧倒的な比重をインド財政が占めていた…」
53と指摘するように、イギリスにとってインドは中軸を成す植民地であったことがう
かがえる54。新たに併合された地域には地租が課せられ、それによりインド財政を潤し
た（表１－７）。そのインドのなかでもベンガル地域から得られる利益は他の地域と比
較して大きかった分、同地域から流出した富の量は計り知れない（表１－８）55。 
  
                                                   
51 松本 [1996]、4 頁。 
52 中里 [2009]、319 頁。 
53 金子 [1980]、101 頁より引用。 
54 同上書、101～104 頁。  
55 ベンガルから得られる利益のスケールとして、1870～72 年平均、及び 1911～13 年平均のインド
の地域別貿易・地金収支のシェアをみると、ベンガルはそれぞれ 44.35％、36.37％とボンベイと並
んでインドで最も貿易による地金の収入が大きかったことがわかる。その他の地域としてはシンド、
マドラス、ビルマなどがあげられているがいずれも多くて 10％程のシェアとなっている（杉原 
[1996]、185 頁、付表 5-1 を参照）。 
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表１－７ 歳入に占める地税収入の割合推移（1837～1870 年）（単位：千ポンド） 
 1837 1840 1850 1860 1870 
歳入総額 20,859 20,851 27,625 42,903 51,414 
地税収入 11,854（56.8） 12,314（59.1） 15,382（55.7） 18,509（43.1） 20,623（40.1） 
（出所）金子 [1980]、134 頁、表 13 を抜粋、一部編集。 
 
表１－８ 地租と全歳入推移（1793～1835 年）       （単位：ポンド） 
 1793 1799 1817 1828 1835 
ベンガル 
地租 3,177,028 3,213,230 7,639,154 8,200,779 3,304,294 
全歳入 5,871,945 6,498,473 11,692,068 14,833,840 8,286,287 
マドラス 
地租 789,050 883,539 3,856,433 3,649,012 3,297,602 
全歳入 2,110,089 2,882,536 5,381,307 5,575,049 4,599,261 
ボンベイ 
地租 82,050 31,364 868,047 1,722,335 1,719,895 
全歳入 294,736 415,663 1,302,445 2,331,802 2,424,444 
（出所）辛島 [2004]、309 頁より抜粋、一部編集。 
 
1837～1850 年各年のインド財政の経費構成をみるとその約半分が軍事費によって
構成されおり、次に本国費、利子、司法警察費が続く。イギリスが支配地を拡大する
過程で負った戦費はインド財政から支出され、イギリス本国はその負担をインドに押
し付け侵略戦争を進めていったのである（戦争の羅列）（インド以外の戦争も同様）56。
本国費もインド財政の大きな支出となっていた。本国費には「まず本国での『監督局
の経費、理事会の給料、および東インド会社の常置人員の経費、ヘーリベリ文官専門
学校およびディスコンベの陸軍学校の維持費、徴兵費用、イギリス兵・文官の輸送と
その支度品の費用、年金および賜金、イギリス政府への法定費用と郵便支払』などが
あり、また、東インド会社の株主配当、イギリス軍人の駐留費、備品購入費、艦隊購入
費、および P＆O への補助金、公債利子…」57が含まれていた。ここで明らかとなるこ
とは、本来は本国で支払われる費用もインド財政の負担となっていたという点であり、
金子 [1980] が述べるように「イギリスの『安価な政府』はインド帝国維持の一切の費
用をインド自身に負担させていただけでなく、現にインドにいないイギリス人の費用
までもインド財政に負担させながら、この本国費によって、イギリス本国の中間階級・
                                                   
56 金子 [1980]、106 頁。 
57 同上書、132 頁より引用。P&O 社（Peninsular and Oriental System Navigation Company）は
イギリスの民間蒸気船会社である。イギリスは海洋支配と植民地支配をより強固なものとするため、
帆船に代えて蒸気船による航路網の確立を図った。P&O 社や太平洋蒸気船会社をはじめとする一部
の民間蒸気船会社は、政府の手厚い保護を受けて郵便汽船航路網を確立していった（横井 [2004]、
34～37 頁）。 
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ジェントルマンの再生産を確保していた…」58ということである。本国費の直接の項目
として含まれるわけではないが、先に述べたインベストメントの費用も結局はインド
歳入からの支出であるから、これと併せてもインドが請け負う費用の多さが理解でき
る。 
 1857 年のいわゆるセポイの反乱後、1858 年よりイギリスのインド支配は会社統治
から直轄統治に切り替わるが、直轄統治以降にインド歳出は著しく増加する。例えば、
松本 [1996] は 1793～1874 年の間のインド植民地政府による本国送金に関する諸デ
ータをまとめているが、会社統治期（～1857 年）から直轄統治期（1858 年～）を境
にインド歳出に占める本国費、イギリスでの支出総額、イギリスへの送金実績額、イ
ギリスでの起債額が著しく増加していることを指摘している59。金子 [1980] も同様に
この転換期を経て本国費や軍事費が急増していることを述べ、軍事費に関してはセポ
イの反乱後の主にイギリス兵増強による陸軍費の膨張、本国費に関してはイギリスか
らの公債借入れの増加を理由としてあげている。公債の増加は利子の増加でもあるた
め、インド財政からの支出は必然的に圧迫する性質のものであった60。イギリス公債の
借入れはインド財政がもはやインドにおける歳入から費用を賄うことができなくなっ
たことを意味する（表１－９参照）。 
 イギリスから公債を必要とするまでにインド財政を切迫させた原因は反乱以外にも
存在した。主に鉄道を中心とする輸送網の整備事業である。1849 年に大インド半島鉄
道、東インド鉄道の二社に認可が下りると、1853 年に建設が開始された。新たに併合
された内陸の地域と貿易港を結びつけることで内陸からは綿花などの原料・その他一
次産品を、イギリスから内陸へは綿布などのイギリス製品の輸送が行われるようにな
った。これらの事業は本国のマンチェスター綿業資本の利害と一致しており、常に新
たな原料共有地と市場の開発を求め、インド財政から支出しそれを実行に移していた。
そして、イギリス資本主義の外延の拡張はインド財政でインド軍を使い、インド内陸
の併合と開発を行うに留まらず、インド財政を用いたインド以外の諸外国地域へのイ
ンド軍による侵略にもつぎ込まれたのである（表１－１０参照）61。 
                                                   
58 同上より引用。なお、本国費に含まれる項目やその変遷、仕組みにはここで立ち入らないことと
する。 
59 松本 [1996]、6 頁、表 1、インド植民地政府による本国送金に関する諸データ 1793-1874 年度、
及び 7 頁を参照。 
60 金子 [1980]、136～141 頁。 
61 鉄道網敷設とマンチェスター綿業資本の意図に関しては同上書、142～156 頁を参照。イギリス
軍よりも安価なインド軍を用いたインド及びインド以外の諸外国への展開とそのインド軍事財政の
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つまり、インドの富はインド国内国外を問わず、イギリスの資本蓄積を叶えるため
にとめどなく流出を続け、セポイの反乱後に公債の購入が増加したことにはある種の
限界に到達しつつあったということと理解ができるのである。 
 
表１－９ 本国費の推移（1834～1924 年）         （単位：100 万ポンド） 
 1834～1856 1857～1860 1861～1874 1875～1898 1899～1913 1914～1920 1921～1924 
絶対額 75.7 28.4 146.6 357.8 283.4 167.7 122.9 
年平均額 3.3 7.1 10.5 14.9 18.9 24.0 30.7 
（出所）金子 [1980]、132 頁、表 12 を抜粋、一部編集。 
 
表１－１０ インド軍の参加したインド国外での軍事行動（1838～1920 年） 
  経常費 臨時費 
機関 遠征名 インドの負担 
イギリスの
負担 
インドの負担 
イギリスの
負担 
1838-42 第一次アフガニスタン 全部   全部 
1839-40 第一次中国 全部   全部※ 
1856-57 第二次中国  全部※  全部※ 
1856 ペルシャ 全部  半分 半分 
1859 第三次中国  全部※  全部※ 
1867-68 アビシニア 全部   全部 
1875 ぺラック 全部   
全部（植民
地政府） 
1878 マルタ  全部  全部 
1878-81 第二次アフガニスタン 全部  
500 万ポンドを除
く全て 
500 万ポン
ド 
1882 エジプト 全部  
50 万ポンドを除く
全て 
50 万ポンド 
1885-86 スーダン 全部   全部 
1885-91 ビルマ 全部  全部  
1896 モンバサ  全部  全部 
1896 サーキン 全部   全部 
1898-
1914 
南ア・中国・ペルシャ 
ペルシャの場合いくら
か負担 
全部 
ペルシャの場合い
くらか負担 
全部 
1914-20 第一次大戦と戦後 全部   全部 
（出所）金子 [1980]、125 頁、表 9 を抜粋。※対中国戦争の場合、イギリスは清国からその戦費を賠償
として取っている。 
 
 
 
 
                                                   
分析に関しては同上書、109～130 頁を参照。 
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第３節 パキスタン独立と東パキスタン 
 
（１）インドの独立 
セポイの反乱は鎮圧されたものの、それにより社会の不満が消滅したわけではなか
った。英領インド下で行われた西欧教育は新たな方法でイギリス支配に対抗する中産
階級を生み出した62。1885 年に組織されたインド国民会議派（以下会議派）は武力対
決ではなく、議会主義的な手段により支配者への決議や請願を行う方式を採用した。
同年、ボンベイに 72 人の代表者が招かれインド国民会議が始まった。会議派はインド
の「国民」を全面に掲げていたが、ムスリムにとってこれはヒンドゥーを中心とする
運動に過ぎないとの不満が強まる。その結果、1906 年には全インド・ムスリム連盟（以
下ムスリム連盟）が成立し、後に会議派最大の対抗勢力となっていった63。 
インドの民族運動は 1914 年の第一次世界大戦後にも変化をみせる。「平和と自由と
民族自決のための戦争」という連合国側の大義名分の下で行われた大戦後にはインド
は独立を与えられると信じ、インド諸勢力は宗主国の戦争に協力した。しかしながら
その大義名分がインドに適用されることは無かった64。それどころか、イギリスは 1919
年に戦後国内情勢の安定化を図り、ローラット法を成立させる。これは民族運動を弾
圧するために、令状なしの捜査・逮捕、裁判抜きの投獄、政治犯罪者に対する上告を
認めない即決裁判などを可能にするものであった65。この弾圧法に対する運動は、南ア
                                                   
62 職業でみると、弁護士、高級官僚予備軍、ジャーナリスト、教師などの専門職（長崎 [2004]、
349 頁）。 
63 イギリスはインドの反英感情のガス抜きとインド国民会議の成立を許し、ベンガルで反英運動が
高まると「ベンガル管区は行政区域として広大すぎる」との理由から分断を図る。しかし、その裏
には当時最も反英運動が盛んであったベンガルをヒンドゥー多住地域とムスリム多住地域に「分割
統治」し、反英運動の分断を図る政治的思惑があった。ムスリム側がヒンドゥー側に対して持ち合
わせていた不満を察知し、インド・ムスリム連盟の成立を手助けした点にイギリスの狡猾な戦略が
みられる（岡本 [2006]、50～53 頁）。 
64 1917 年、インド省のモンタギューはインドの漸進的自治を与えると声明を出した。モンタギュー
の約束は、戦後にモン・ファド改革（1919 年インド統治法のこと）となって現れたが（1917 年に
起きたロシア革命がイギリス政府の同改革を一層急がせた）、民族自決からはほど遠い内容で、統治
機構を中央と地方に分け、中央に上下二院を設けるものの実権は総督と総督参事会が掌握するが、
地方の州行政政府には部分的自治を導入する、というものである（同上書、54～56 頁）。 
65 その他にもインド人にとって第一次世界大戦は問題を孕んでいた。第一次世界大戦に参戦したオ
スマン帝国には全世界のムスリムの教主、カリフがいた。また、オスマン帝国領であったエジプト
は 1914 年 12 月以降イギリスの保護領となり、1916 年にはオスマン帝国の分割が決められた。他
方、ユダヤ人にはパレスチナに国土を保証するバルフォア宣言が発せられた。アラブ諸国にはオス
マン帝国からの「自決」が適用され、インドにはそれが適用されないという矛盾はより一層の反英
感情を煽った。これらの事実はインドのムスリム達の反英感情を高め、ムスリム連盟結成以来の親
英的ムスリムの影響力は衰えていった。その結果 1916 年の会議派ラクナウ大会では会議派の内に
おいて穏健派と急進派の和解、外においてはムスリム連盟との提携が実現し、民族運動に大きな進
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フリカにおいてインド人の権利獲得運動の指導者として闘争を展開し、12 年の活動後
に帰国したマハトマ・ガンディの手によって大規模化してくのである66。ガンディの運
動はそれまでの会議派的運動方法に大きな変化をもたらした。ガンディはそれまで中
産階級を中心として進められてきた会議派の運動を、大衆が参入する運動へと質を変
えていったのである。ローラット法を施行しようとするインド政庁への非協力運動が
1919 年から始められることになった67。この運動では国中に一斉休業を呼びかけ、非
暴力的な不服従運動をインド全土の大衆に拡散していった68。運動が盛り上がり 1922
年に警官を殺傷する事件を引き起こしてしまう。それによりガンディは運動の中止を
命じ、民族運動の波は沈静化した。1927 年、イギリスはインドのさらなる自治を認め
るか否かの評価を下すため 1919 年のインド統治法に基づき、評価委員会を派遣した。
しかしながら、この派遣団のなかには会議派やムスリム連盟のメンバーは含まれてお
らず、抗議運動が激化した。民族運動が再び過熱していくなか、ガンディは 1930 年に
不服従運動を組織する。ガンディは塩の行進を行い、塩税法によって英領インドで専
売となっている塩を買うのではなく、専売法にて罰せられようとも生きていくために
必要な塩を自らつくろうと訴えた。これはどんなに貧しくとも高い塩を買わされてい
たインドの人々に受け入れられ易いものであった69。この運動はインド統治が話し合
われるロンドンの円卓会議にガンディが出席を認められたことで下火になっていく。 
しかしながら、円卓会議とは形ばかりで新たに出来上がった 1935 年のインド統治
法には従来どおりイギリスの優位性が反映された。そのため、1939 年に第二次世界大
戦が勃発した際、イギリスがインドの協力を取り付けるのは容易ではなかった。会議
派のネルーはイギリスが帝国主義を捨てるのであれば連合国側を支持するとし、ガン
ディもその立場を支持した。インド政庁は会議派から離れ、インドのムスリム政党へ
                                                   
展がみられた。（長崎 [2004]、377～381 頁）。 
66 マハトマとは「偉大な魂」を意味し、ガンディを称えた呼び名である。ガンディは会議派エリー
トとは異なり、植民地支配の根本にある西欧近代が持つ問題性を指摘した。西欧近代とは肉体的欲
望を開放し、肉体的幸福を人生の目的とするところに本質があるとした。そのために西欧近代の過
剰生産や過剰な資源消費の追及、それらによって暴力が生み出されるのである。西欧近代は進歩ど
ころか「病理」であるとガンディは捉えていた（同上書、374～377 頁）。 
67 サティアグラファ運動と呼ばれ、究極の真理を把握してこの世の悪と戦う正義の闘争を意味して
いる（岡本 [2006]、57 頁）。 
68 ハルタールと呼ばれ、本来は喪に服すために店を閉じ、断食して身を清め、祈りを捧げることを
意味する（同上）。 
69 それ以上の意味も考えられる。そもそもイギリスは、近代国家とは「法の秩序」であるとして、
インドに法の秩序をもたらしたことを自らの統治の根拠としてきたのである。だからガンディが英
領インドで施行されてきた塩税法という法の不当性をあばくことは、イギリス法秩序がインド社会
にもたらした矛盾、不当性の構造を一瞬にして明らかにみせる（長崎 [2004b]、388 頁）。 
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と歩み寄った。イギリスのチャーチル首相は「『もしも（ヒンドゥーとムスリムの）統
一がもたらされたら、団結した両派は一緒になって我々に（インドからの）出口を指
し示すだろう』」70と述べたという71。イギリスはまたもインドの独立をほのめかし、
ムスリム連盟をはじめとした非会議派の支持を得てインドの戦争協力を実現させた。 
自治を約束する以上の譲歩をしないイギリスとの交渉決裂は会議派の怒りを爆発さ
せ、1942 年には「クイット・インディア」運動が始まる。民族運動は再び高まりをみ
せた。この頃日本軍は、香港、フィリピン、インドネシア、マラヤ、シンガポール、そ
してビルマへと進行しており、インド国境に接近していた。危機感を募らせたイギリ
ス軍はガンディ、ネルーら指導者を逮捕するなど異例の厳戒体制を敷いた。指導者の
検挙で運動は収まらず、地下指導部によってインド全土に広がった72。1945 年に第二
次世界大戦が終結し、イギリス政府から権力移譲に関する具体案がもたらされたこと
で、ムスリム連盟と会議派の間で軋轢が生じた。政治的混乱状態が続き、1947 年にな
るとイギリスは遂にインドを去るという声明を発し、事態の収束を急いだ。イギリス
が権力移譲を急いだことには他にも理由があった。イギリスは戦勝国であるにもかか
わらず 13 億ポンドという多額の負債をインドに負った。他の植民地に負った戦費も含
め、イギリスの経済状態は悪化する一方であった。このようにして、1947 年にムスリ
ム多住区とヒンドゥー多住区を分割する形で国境が引かれ、パキスタンとインドが生
まれた。 
 
（２）東パキスタン時代 
 1947 年 8 月、英領インドはインドとパキスタンに分離独立し、インドは会議派の
ネルーが首相に、パキスタンはムスリム連盟のジンナーが初代総督となった73。東西
の領域からなるパキスタンの東パキスタンが現在のバングラデシュにあたる。パキス
タンは植民地時代のインドの面積と比較して 4 分の 1、人口の 5 分の 1 程度を受け継
ぎ、東西を合計した面積が 94.7 万㎢であった。そのうち西側は 85％、東は 15％を占
                                                   
70 同上書、415～416 頁より引用。 
71 同上書、416 頁。 
72 同上書、418 頁。 
73 パキスタンはインド北西部のムスリム多住地域であるパンジャーブ、北西辺境州（アフガン州）、
カシミール、シンドの頭文字にバルーチタンのタンをつけてつくられた言葉で、この領域にムスリ
ム国家を建国するという主張がなされた。この言葉の音がペルシァ語（ウルドゥー語）の「清浄な
国（パーキスタン）」に似かよっていたので、後にこの意味も込めてパキスタンという国名が用いら
れるようになった（長崎他 [2004]、467 頁）。 
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めた74。人口比を見ると、独立当初の総人口 7,567 万人のうち、半分以上の 55％が東
パキスタンに居住していた75。 
ムスリムとヒンドゥーという宗教単位による国境の分断は多くの混乱を招いた。本
来は祝われるべき独立であるが、インドからパキスタンへ流れこむムスリムの難民、
パキスタンからインドへ移動するヒンドゥーの難民の大量発生と、それに付随して殺
戮や略奪、家族の分断に誘拐という数え切れない悲劇を生み出すこととなる。それに
加え、独立して間もない 1947 年の 10 月、カシミール地方を巡って第一次インド・パ
キスタン戦争が勃発する76。カシミール地方の複雑性は、同地方を治めるカシミール藩
王は代々ヒンドゥーであったが、住民の 80％近くがムスリムであったという点にある。
インド・パキスタン分立後、パキスタンに帰属を求める住民に対してカシミール藩王
はインドに軍事援助を求め、インドへの帰属を決定した。パキスタン軍とインド軍の
カシミール地方の奪い合いは、1949 年に両国が国連決議を受け入れたことで一旦は終
結した77。1948 年にパキスタン建国の父、ジンナーが死去し、その後継者のリヤカー
ト・アリー・ハーン首相も暗殺されると、パキスタンにおけるムスリム連盟の力は失
われていった。それにかわって政治の舞台に出てきたのが軍部である。アユーブ・ハ
ーンは 1958 年に軍事クーデターを起こし、大統領に就任、最初の軍政を指揮した。翌
年、ダライ・ラマがチベットにおける反中運動を繰り広げ中国軍から身を守るために、
インドに亡命したことによりインドと中国の関係が緊張状態に入る。それにより中国
はパキスタンに接近し、両国の間にはカシミール地方に関する国境協定が結ばれた。 
こうして、インド・パキスタンの対立が激化し、1965 年に再び第二次インド・パ
キスタン戦争が発生する。第二次インド・パキスタン戦争の敗北により、パキスタン
ではアユーブ・ハーン政権に対する批判が国内、軍部も含めて表面化し、民主制復帰
の要求が強まった。これを受けて東パキスタンではムジブル・ラーマン率いるアワミ
連盟が勢力を拡大していった。東パキスタンは、英領インド時代と同様、自らに直接
の関係がない西パキスタン軍とインドの争いに巻き込まれた上、戦争中にはインドの
脅威に全く無防備にさらされた。軍事の不平等に加えて独立以後、西側優位の政策ば
かり取られてきた東パキスタン内で、自治を要求する声が高まっていったのも当然の
                                                   
74 堀口 [2009]、190 頁。 
75 同上。 
76 インド亜大陸北西隅、ヒマラヤ山脈西部およびカラコルム山脈南部を占める地方。 
77 長崎他 [2004]、470～471 頁。 
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ことであろう。ムジブル・ラーマンは 1966 年の全野党集会で東パキスタンの自治を
要求する六項目要綱を発表した78。これは東パキスタン国民の幅広い支持を得た。ア
ワミ連盟の勢力を懸念してムジブル・ラフマンらの逮捕に踏み切る。この事件は兼ね
てから長期独裁政治と腐敗や身内びいきに怒りを募らせていた国民のさらなる不満を
招いた。それにより軍事政権への反対運動が激化し、1969 年にアユーブ・ハーンは
失脚する。 
その後、陸軍参謀長であったヤヒヤ ・ーハーンが大統領となって軍政は継続された。
ヤヒヤー・ハーンは 1970 年にパキスタンで初となる成人普通選挙を計画する。当初
10 月に予定されていた投票日は 8 月の東パキスタンにおける洪水により 12 月まで延
期されたが、11 月には最大級のサイクロンが同地を襲い、各地で甚大な被害が出た。
ヤヒヤー・ハーンはダッカにて短時間の視察を行ったが、その後救援策を講じること
なく戻っていった。また選挙は予定通り実地されることとなり、東パキスタン国民が
持つパキスタンという一体性はもはや修復不可能なところまで打ち崩された79。選挙
は予定通り行われ、東パキスタンではアワミ連盟が得票率 75.1％を集め、国民議会 300
議席中 160 議席を勝ち取った。東パキスタンは同地に割り当てられている 162 議席中
わずか 2 議席しか失わなかったが、西パキスタンでは一議席も取ることができず、西
パキスタンではパキスタン人民党が第一党となった80。しかし、選挙が行われた後にヤ
ヒヤー・ハーンが民政移行を延期し、六項目要綱をなかなか認めようとしなかったた
め、東パキスタンで反政府運動が拡散した。 
1971 年、ヤヒヤー・ハーンはこれを武力で弾圧しようとし、東パキスタンでは内戦
状態に陥った。アワミ連盟はバングラデシュの独立を宣言する81。これに対しインドの
インディラ・ガンジー首相は想定されるパキスタンからの避難民をインドに関わる重
                                                   
78 1966 年 2 月、全野党はラホールで集会を開く。東から参加したムジブル・ラーマンは東パキスタ
ンの自治を求める六項目綱領を発表する。同綱領では、第一に、真の連邦制と人口比に基づく普通
選挙制による議会民主制を確立すること、第二に、連邦政府の権限は国防と外交のみに限定するこ
と、第三に、通貨制度は東西両州が別個の通貨を持つか、単一通貨の場合は各州が準備銀行を持ち、
資本の移転を規制すること、第四に、課税権は州に委ねること、第五に、外貨は各州が管理し、そ
れぞれが外貨準備制度を持つこと、第六に、各州は独自の軍隊化か準備軍を持つこととする内容で
あった（堀口 [2009]、218～219 頁）。これらの要求からも西パキスタンの構造的支配に対する東パ
キスタン側の不満が垣間みることができる。 
79 ムジブル・ラーマンは西パキスタンの小麦は豊作なのに最初の食糧援助は海外からきたこと、死
者の埋葬はイギリス海兵に任されたこと、を批判し、我々は我々の主人にならなければならず、も
はや西パキスタンの官僚、資本家、封建勢力の恣意的な支配をこれ以上受けるわけにはいかない、
と演説した（同上書、224 頁）。 
80 同上書、226 頁。 
81 長崎他 [2004]、471～473 頁。 
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要な問題とし、介入措置を執ると声明を発表した。インド軍はパキスタン空軍機によ
るインド飛行場の空爆を受けて開戦を宣言し、東西パキスタンに配備したインド軍は
攻撃を開始する。こうして第三次インド・パキスタン戦争が始まった。パキスタンに
比べて圧倒的軍事力を誇るインド軍は各地でパキスタン軍を破り、12 月 6 日にインド
はバングラデシュ国家の承認をする。16 日にはダッカ軍とともにパキスタンを降伏さ
せ、ここにバングラデシュの独立が達成された。翌日には西パキスタンでもインド優
勢のうちに停戦となり、第三次インド・パキスタン戦争は終焉する。 
 
（３）東パキスタンの西への経済的従属 
 1947 年にインドとパキスタンはイギリスから独立し、現在のバングラデシュにあた
る東ベンガルは東パキスタンに再編入された。宗教の違いによって国境が引かれ、イ
ンドを挟んだ飛び地国家として成立したパキスタンは、インド亜大陸のなかでも後進
的な農業地帯であった。1945 年、独立以前の植民地インドにおける外国資本を含む登
録工業所数は 1 万 4,677 社であったが、そのうちパキスタン領に含まれるようになっ
た事業所数は 10％弱の 1,414 社だった。業種をみても工業原料作物の第一次加工を行
う程度のものが半数以上を占めた。英領インド時代に原料ジュートの供給地であった
東ベンガルには製品加工を行う工場はなく、それらはインド領に組み込まれた西ベン
ガルに立地していた。また綿花生産地であった西パキスタンもその加工工場のほとん
どはインド領に分布していた82。 
 インドとパキスタンだけでなく、西パキスタンと東パキスタンの経済にも大きな格
差がみられた。東パキスタンには「独立時に 335 工場があったが、そのほとんどが農
産物の第一次加工工場だった。株式会社数ではパキスタン地域全体の 47％、1,352 社
を占めたが、払込資本総額は 20％の 3,250 ルピー、したがって平均規模は西パキスタ
ン地域の四分の一であった」83という。 
 英領インドからの独立後にみられた西パキスタンと東パキスタンの格差は、西側優
位の経済政策により是正されるどころか拡大をみせた。1954 年に東西パキスタン全体
では原料ジュート、原綿を中心とした農産原料輸出は全輸出額の 92％を占めていたが、
1968 年までに同品目は約 42％にまで減少した。同期間に農産原料を使用した綿製品
やジュート製品等の加工品の輸出は 2％から 42％に上昇し、一次産品加工を中心とし
                                                   
82 加賀谷・浜口 [1977]、176～177 頁。 
83 同上書、178～179 頁より引用。 
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た工業の成長がみられた。これは原料綿の産地である西パキスタンでは綿製品、ジュ
ート原料の産地である東パキスタンではジュート製品の加工品生産業が成長したこと
に起因する。1954 年の時点では綿やジュート原料がそのまま輸出品として扱われたが、
1968 年までにそれら原料を用いた加工品が生産されるようになり、ジュート製品や綿
製品が輸出総額に占める割合を拡大してきたのである（表１－１１参照）。 
 
表１－１１ 主要輸出品目の推移（1954～1968 年）     （単位：100 万ルピー） 
 1954 1959 1964 1968 
 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 
1．原ジュート 598.5 51.2 729.1 39.8 845.4 35.3 730.7 22.6 
2．原綿 296.5 25.4 188.8 10.3 287.0 12.0 346.6 10.7 
3．皮革原料 27.9 2.4 82.9 4.5 35.3 1.5 4.1 0.1 
4．原羊毛 50.0 4.3 75.4 4.1 58.7 2.5 41.4 1.3 
5．茶 55.8 4.8 35.5 1.9 10.0 0.4 ― ― 
6．魚類 26.3 2.2 46.7 2.5 85.0 3.5 71.3 2.2 
7．米 20.2 1.7 68.3 3.7 120.4 5.0 155.2 4.8 
小計 1075.2 92.0 1226.7 66.8 1441.8 60.2 1349.3 41.7 
8．綿製品 1.3 ― 231.1 12.6 271.2 11.3 459.4 14.2 
9．ジュート製品 22.8 1.9 277.1 15.1 300.7 12.6 634.5 19.6 
10．皮革製品 0.3 ― 18.8 0.8 76.8 3.3 221.0 6.9 
11．カーペット 0.1 ― 60.6 3.3 28.9 1.2 40.7 1.3 
小計 24.5 1.9 587.6 31.8 677.6 28.4 1355.6 42.0 
12．その他 696.0 6.1 177.0 1.4 275.9 11.4 534.9 16.3 
合計 1169.3 100.0 1832.0 100.0 2395.3 100.0 3239.8 100.0 
（出所）平島 [1973]、251 頁、第 71 表を抜粋。 
 
1954 年に東パキスタンで原料ジュートを中心とする農産原料輸出が東西パキスタ
ンの輸出総額に占める割合は 58.2％だったが、1968 年には 24.8％にまで減少した。
これとは対照的に東パキスタンのジュートを中心とした農産原料を使用した加工品の
割合は 1.9％から 19.6％と飛躍的に増加した。同期間に西パキスタンにおける原料綿
を中心とする農産原料の輸出と原料綿を中心とする農産原料を使用した加工品の輸出
はそれぞれ 33.8％から 16.9％、16.7％から 22.4％と東パキスタンと同様の傾向がみら
れる（表１－１２参照）84。 
 
                                                   
84 平島 [1973]、252～253 頁。西パキスタンの綿織物を中心とした農産原料使用の加工品に関して、
1954 年の統計数字が抜けており、1959 年のもので代替した。 
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表１－１２ 農産原料、加工品輸出の構成推移（1954～1968 年）    （単位：％） 
 1954 1959 1964 1968 
農産原料 
西パキスタン 33.8 22.6 21.0 16.9 
東パキスタン 58.2 44.2 39.2 24.8 
国産農産原料使用の加工品 
西パキスタン ― 16.7 15.8 22.4 
東パキスタン 1.9 15.1 12.6 19.6 
合計 
西パキスタン 33.8 39.3 36.8 39.3 
東パキスタン 60.1 59.3 51.8 44.4 
（出所）平島 [1973]、252 頁、第 72 表を抜粋、一部編集。 
 
1968 年の東パキスタンの原料ジュート及びジュート製品の東西パキスタン輸出総
額に占める割合は 42％だった。同年の原料ジュート及びジュート製品が東パキスタン
の輸出総額に占める割合は 95％であったことから、原料ジュートの生産、そしてその
加工品業がパキスタン時代を通して東パキスタン経済でいかに重要な役割を果たして
いたかがわかる。つまり、東パキスタンで生産される原料を含めたジュート関連製品
は、同地域唯一の輸出品であり、さらに東西パキスタンとしても輸出額の約半分を構
成し、外貨を稼ぐための大変貴重な商品であった。 
これに対して西パキスタンはというと、原料綿及び綿製品が輸出額に占める割合は
1954～1968 年にかけて 75％から 63％に落ち、東西パキスタン総輸出額に占める同項
目の割合は 1954 年の 26％から 1968 年まで 25％とほぼ横ばいで推移した。つまり、
東と比較して西パキスタンでは原料綿及び綿製品に対する経済の依存度は低いことが
わかる（表１－１３参照）85。東パキスタンでは原料ジュート及びジュート製品が輸出
品のほとんどを構成しており、そのうち工業品の割合が急速に拡大傾向にあったこと
は確かで、約 20％を構成するに至っている（表１－１４参照） 
 
表１－１３ 輸出に占めるジュート、綿の割合推移（1954～1968 年） 
 1954 1959 1964 1968 
原料ジュート 
及びジュート製品 
（1）実数（100 万ルピー） 621.3 1006.2 1146.1 1365.2 
（2）東パキスタン輸出に占める割合（％） 88 93 92 95 
（3）輸出総額に占める割合（％） 53 55 48 42 
原料綿及び綿製品 
（4）実数（100 万ルピー） 297.8 419.9 558.2 806.0 
（5）西パキスタン輸出に占める割合（％） 75 58 63 63 
（6）輸出総額に占める割合（％） 26 23 23 25 
（4）/（1）×100（％） 48 42 49 59 
（出所）平島 [1973]、253 頁、第 73 表を抜粋。 
 
                                                   
85 同上書、250～258 頁。 
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しかしながら、これは東パキスタンにおける加工業の成長と捉えられるものではな
い。東パキスタンは西パキスタンよりも原料輸出の依存度が高かったし、加工生産品
の輸出も増加したものの、工業は非ベンガル系資本、つまり西パキスタン資本や政府
開発公社によって牛耳られていた。東パキスタンは西パキスタンの経済的従属下に置
かれ、英領インド時代から引き続き原料ジュート供給地として位置付けられたのであ
る。また、東パキスタンに投資される産業が限定的であったことから、東西域内貿易
において東パキスタンは西パキスタンから消費財を輸入しなければならず、東パキス
タンは対西パキスタン貿易赤字に陥った（表１－１４参照）。政府は国内産業の育成
を図るために消費財に対して高関税をかけていたこともあり、東パキスタンはそれら
を外国からではなく西パキスタンから調達せざるを得なかった。 
他方、東パキスタンは先に確認したジュート原料及びジュート製品を中心として対
外的には貿易黒字により外貨を稼いでいた。つまり、西パキスタンは東パキスタンが
稼ぐ外貨を使用して西パキスタン或いは限定的に東パキスタンに再投資を行い、さら
に西パキスタンが生産する消費財を東パキスタンに輸出していたのである86。西パキ
スタン優位な政策は開発予算にも如実に表れた。表１－１５が示しているように、西
と東ではあからさまに予算が異なり、圧倒的に西側に予算が割かれたことがわかる。
第 4 次開発計画で東への分配がようやく高まったが、同計画は独立戦争の混乱のなか
でついに実施されることはなかった。このように、東パキスタンは西パキスタンに経
済的に従属し、英領インド時代に確立した原材料供給地としての役割は東パキスタン
時代においても同様に引き継がれたのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
86 同上、及び長田 [1993]、182～183 頁。 
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表１－１４ 東西パキスタン輸出入バランスの推移（1948～1968 年） 
（単位：100 万ルピー） 
 東パキスタン 西パキスタン 
 対 外 輸
出（1） 
対 外 輸
入（2） 
対 外 バ
ラ ン ス
（3） 
域 内 輸
出（4） 
域 内 輸
入（5） 
域 内 バ
ラ ン ス
（6） 
合 計 バ
ラ ン ス
｛（3）＋
（ 6）｝
（7） 
対 外 輸
出（8） 
対 外 輸
入（9） 
対 外 バ
ラ ン ス
（10） 
域 内 バ
ラ ン ス
（11） 
合 計 バ
ラ ン ス
｛（10）
＋（11）｝
（12） 
1948 1,328 478 850 20 140 -120 730 542 1,009 -467 120 -347 
1949 683 410 273 51 236 -185 37 535 874 -339 185 -154 
1950 1,211 453 758 63 273 -210 548 1,342 1,167 175 210 385 
1951 1,087 763 324 66 254 -188 136 922 1,474 -552 188 -364 
1952 643 366 277 149 218 -69 208 867 1,017 -150 69 -81 
1953 645 294 351 152 387 -235 116 641 824 -183 235 52 
1954 732 320 412 198 305 -107 305 491 783 -292 107 -185 
1955 1,042 361 680 238 334 -96 584 743 964 -221 96 -125 
1956 910 819 91 244 532 -288 -197 698 1,516 -818 288 -530 
1957 988 736 252 270 701 -431 -179 434 1,314 -880 431 -449 
1958 881 554 327 289 686 -397 -70 444 1,024 -580 397 -183 
1959 1,080 655 425 362 569 -207 218 763 1,806 -1,043 207 -836 
1960 1,259 1,015 244 364 826 -462 -217 540 2,173 -1,633 462 -1,171 
1961 1,300 873 427 402 855 -353 -25 543 2,236 -1,693 453 -1,240 
1962 1,249 1,019 230 473 957 -484 -254 998 2,800 -1,802 484 -1,318 
1963 1,224 1,448 -224 511 895 -384 -608 1,075 2,982 -1,907 384 -1,523 
1964 1,268 1,702 -434 537 874 -337 -771 1,140 3,672 -2,532 337 -2,195 
1965 1,514 1,328 186 652 1,209 -557 -557 1,204 2,880 -1,676 557 -1,119 
1966 1,576 1,567 8 739 1,325 -586 -586 1,338 3,625 -2,287 586 -1,701 
1967 1,484 1,327 157 785 1,233 -448 -448 1,864 3,327 -1,463 448 -1,015 
1968 1,543 1,850 -307 871 1,385 -514 -514 1,763 3,047 -1,282 514 -770 
（出所）平島 [1973]、311 頁、付表 11 を抜粋。 
 
表１－１５ 東西パキスタン間の開発支出額の推移（第 2 次～第 4 次計画） 
（単位：100 万ルピー） 
 第 2 次計画（1960～65 年） 第 3 次計画（1965～70 年） 第 4 次計画（1970～78 年） 
西パキスタン 21,500 29,700 39,400 
東パキスタン 9,700 16,800 35,600 
（出所）山中 [1988]、105 頁、図 2 を抜粋、一部編集。 
 
 
おわりに 
 
東インド会社が 1757 年のプラッシーの戦いに勝利し、ベンガル地方を獲得したこ
とで本格化したインド植民地化は、マンチェスター綿業資本を中心とするイギリス資
本の要請の下でますます強固なものとなっていった。ベンガルをはじめマドラス、ボ
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ンベイにおいて近代的徴税体制を取り入れ、その後の侵略戦争によって併合された諸
侯の支配地もまた収入の源泉となっていった。 
かつてインド産の綿織物は西欧諸国で最も需要のある輸出品であった。しかし、イ
ギリスでインド産の綿織物に対抗し得る技術基盤が確立され、機械制工業によって大
量生産が可能になると、質の高いイギリス産綿織物はインド市場に流れ込み、これに
よってベンガルの土着の綿織物業は駆逐された。イギリスは本国への送金手段として
インド産綿織物の輸出を利用していたが、インド綿産業が衰退すると、イギリスは新
しいインド生産品を必要とした。イギリスは綿織物に代わるインド生産品として、綿
糸や藍、綿花、ジュートといった世界で需要のある商品を、プランテーション形式で
栽培した。こうして、ベンガル地方を含むインドの農村はその時代にイギリス、そし
て世界で需要のある農産品の供給地と化していった。 
特にジュートは 19 世紀後半にかけて栽培面積と生産高、及び輸出高が急激に伸びて
いった。これは東パキスタン期、バングラデシュ独立後まで続く東ベンガル地方の唯
一外貨を獲得できる世界商品となった。ベンガル地方は世界のジュート生産地として
位置付けられ、世界のジュート需要を受けてその経営を拡大し、ジュートの稼ぎで安
いビルマ米を食料として購入するようになった。こうして、ベンガル農村の米自給率
は低下し、ジュートの価格暴落や自然災害などによる不作によって生活は地に落ちる
という構造が出来上がった。東パキスタン時代においても西パキスタン優位に経済政
策は進められ、東ベンガル地方におけるジュートの意味合いは変わらないどころかよ
りジュートへの依存度は増していき、その富は主に西パキスタンに還元されたのであ
った。 
以上みてきたように、ベンガル地方は英領インド期、東パキスタン期を通してそれ
ぞれイギリス、西パキスタンに経済的従属を強制された。特にイギリスへの富の移転
はとめどなく続いた。英領インド下においては、プランテーションの他に、本国費、
インド国内外軍事費、鉄道建設費、イギリス向けインド生産品の生産と購入費などが
地租などを主な歳入源とするインド財政から支出され、二重にも三重にもインドは富
を搾取され続けた。 
 両時代に絞られるだけ絞られたベンガル地方は、独立戦争において国土は荒廃し、
残された資本設備もほとんどなく、次世代を担う知識人は虐殺され、まさにマイナス
から国を再建しなければならなかったのである。 
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第２章 バングラデシュ経済の概要 
 
 
 
 
はじめに 
  
激しい攻防の末、1971 年に東パキスタンはバングラデシュ人民共和国として独立を
果たした。しかしながら、バングラデシュの国造りはゼロからというよりは、むしろ
マイナスからの歩み出しとなった。1973 年のバングラデシュでは、貧困線以下で暮ら
す人々の割合は 82％に達した87。英領インド時代、東パキスタン時代を通じて富の搾
取が行われてきたバングラデシュの経済基盤は脆弱で、そこに独立戦争による被害が
重なり、独立直後のバングラデシュは疲弊しきっていた。橋梁をはじめ交通網は破壊
され、電力供給体制は麻痺し、元々備わっていない産業インフラはさらに壊滅的な状
況にあった。また、東パキスタンで経済の中心を担っていた西パキスタンの経営者や
技術者は帰国し、経済復興の担い手を欠いた。 
1970 年時点での製造業の固定資本額シェアをみると、国営の東パキスタン工業開発
公社が 34％、民営のうちベンガル人所有はわずか 18％で、非ベンガル人所有が 48％
を占めていた88。独立時のバングラデシュ経済の特色をあげるならば世界商品である
ジュートの生産地ということの他に何もなかった。既存の工業を拡大し工業化を促進
すること、それにより農村の過剰人口を緩和すること、また西パキスタンから供給さ
れていた原料や消費財を自ら賄うこと、輸出によって外貨を獲得すること、貧困削減
                                                   
87 小島 [1988]、137 頁。原出所はバングラデシュ家計調査統計。貧困ラインの基準は 1 人 1 日当た
りカロリー摂取量が 2,200 カロリー以下（同上）。なお、1974 年に行われた世界銀行の調査では、
貧困ライン以下の生活者は人口の 44％に達した。ここでの貧困線は、世界銀行が定めたバングラデ
シュにおける「…ある『最低』の必要カロリー量を含む食糧を購入できる 1 人当たり月額消費支出
水準…」を指し、1 人 1 日当たりのカロリー摂取量が 1,805 カロリー以下を貧困線としている（渡
辺 [1985]、192 頁より引用）。この貧困線以下の農家は、1976 年に 64％、1977 年に 60％と変化し
ていった（同上）。また、現在バングラデシュではベーシックニーズ費用法（Cost of Basic Needs：
CBN）を用い、貧困率（Head Count Rate：HCR）を算出している。CBN では一日に必要とされ
る栄養（2,122 キロカロリー）を満たすための 11 種類の食材を選定しており、それらの購入費用を
基に食糧貧困線を設定している。同時に食糧貧困線に近い世帯が必要とする非食料にかかる費用を
算出し、非食糧貧困線を設定している。バングラデシュの貧困層では食糧貧困線と非食糧貧困線を
合算した費用以下の生活を送る層を指す（Bangladesh Bureau of Statistics [2011], pp.59-61）。同
基準による 2010 年度の統計では国民の約 30％が貧困層である。 
88 藤田 [2005]、15 頁。 
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にむけて社会開発の底上げを行うこと等、復興に向けてバングラデシュが抱える課題
はあまりに多かった89。 
 独立後間もない 1970 年代初めは、これらの問題に対処するために社会主義的経済
政策がとられたが、しだいにその非効率性から外資を含む民間資本主導の輸出志向経
済政策が 1980 年代以降一貫して採用されるようになった。マクロ経済指標が回復を
みせるまでの間、外貨の不足分は主に国際援助によって賄われ、国内投資が行われて
いった。1990 年代からマクロ経済指標はしだいに改善に向かい、2000 年代に入ると
平均経済成長率は 6％台を推移するようになる。他方で社会開発においても大きな改
善がみられ、特に乳児死亡率が低下したことにより平均寿命は大幅に伸張をみせた（図
２－１参照）。 
 独立後にバングラデシュの経済構造がどのように変化してきたのか、本章では昨今
のバングラデシュの国際収支や財政収支といったマクロ経済指標にみられる特徴を分
析するとともに、その変遷を確認する。また独立後からバングラデシュ政府によって
採用されてきた経済政策、及び工業化政策の展開に焦点を当て、バングラデシュの経
済に与えた影響を鑑みていきたい。これらの視点を通して、現在のバングラデシュ経
済構造の概要を掴む足がかりとすることが本章の最終的な目的である。 
 
図２－１ 出生率、乳児死亡率、平均寿命推移（1971～2012 年） 
（単位：左，％ 右，年齢） 
 
（出所）World Bank, World Development Indicators （http://www.worldbank.org/ 2014 年 8 月 26
日 閲覧）を参照に作成。出生率は人口 1,000 人に対する出生数の割合、乳児死亡率は出生数 1,000 人
に対する乳児（1 歳未満）の死亡する人数を指す。 
                                                   
89 長田 [1993]、183～185 頁。 
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第１節 バングラデシュ経済の特徴 
 
（１）国際収支の諸特徴 
バングラデシュ経済にみられる特徴を国際収支表で確認する。表２－１にみられる
ように、2012 年のバングラデシュ国際収支の総合収支は黒字となっている。経常収支
の主な内訳としては、貿易収支は大幅な赤字がみられるものの、これは第二次所得収
支の黒字によって、経常収支としては黒字が経常されている。貿易収支にみられる特
徴としては、衣類製品輸出額が全輸出額の約 8 割を占めており、外貨獲得に貢献して
いることがあげられる。 
 
表２－１ 国際収支表（2013 年）（単位：100 万ドル） 
貿易収支 ‐7,009 
輸出（FOB） 26,567 
（内衣類製品輸出） 21,516 
輸入（FOB） 33,576 
サービス収支 ‐3,162 
サービス収入 2,830 
サービス支出 5,992 
第一次所得収支 ‐2,369 
所得収入 120 
所得支出 2,489 
第二次所得収支 14,928 
政府部門 97 
民間部門 14,831 
（内海外労働者送金流入） 14,338 
経常収支 2,388 
資本収支 629 
金融収支 2,863 
直接投資 1,726 
証券投資 368 
その他投資 769 
誤差脱漏 ‐752 
外貨準備 ‐5,128 
総合収支 5,128 
（出所）Bangladesh Bank, Economic Data, Balance of Payments [Annual Data]
（http://www.bangladesh-bank.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照に作成。 
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貿易赤字の主な原因は、石油製品や食用油の輸入に加え、衣類製品生産に用いられ
る原材料・資本機器等があげられる。他方、第二次所得収支（経常移転収支）における
黒字は海外労働者によるバングラデシュへの送金流入に起因する。送金流入が第二次
所得収支の約 9 割を占める。続いて、金融収支内の主な特徴を確認すると、直接投資
流入が多額の黒字を計上しており、これにより金融収支全体で黒字が計上されている。 
 
（２）長期的傾向 
 長期的な流れのなかで国際収支の主な変遷をみていくと、貿易収支に関しては輸出
が増えるほど輸入はそれに付随して輸出以上の割合で増加していることがわかる。つ
まり、輸出は増えてもその分輸入が増えるため、貿易収支赤字は拡大傾向にある。し
かしながら、第二次所得収支が 2000 年代初めから拡大していき、2005 年以降は安定
して貿易収支の赤字を補うほどの黒字を計上している（図２－２、図２－３参照）。 
 
図２－２ バングラデシュの貿易収支推移（1971～2011 年）  （単位：10 億ドル） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データサービス
（http://www.ide.go.jp/Japanese/ 2014 年 7 月 28 日 閲覧）を参照に作成。 
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図２－３ バングラデシュ経常収支推移（1991～2011 年）   （単位：10 億ドル） 
 
（出所）図２－２と同じ。 
 
 現在に至るまで、バングラデシュ経済の援助依存度は低下傾向にある。1970 年代の
GDP に対する ODA の比率は拡大傾向にあったが、1977 年をピークに減少に転じ、そ
の後 1994 年を境に急激な減少をみせている。この傾向は GDP に対する国内貯蓄と国
内投資が増加したことにより、それまで援助に依存していた体制からの改善を促した。
1980 年代初めはまさに衣類製品の輸出と海外送金流入が伸び始めた時期にあたる。ま
た 1970 年代を準備期としてバングラデシュでは緑の革命によって稲作の増産が進み、
1990 年代終わりには食糧自給を達成する。国内需要を国内生産でみたすことで外貨を
節約できたことは疑いもない。これらの要素がしだいに援助依存度をさせていったと
考えることができる。特に 2000 年代前半から貯蓄率と投資率はともに 20％台に入り、
貯蓄は 20％前後で推移し、投資率は民間を中心に 20％代半ばまで上昇した。 
ODA 依存度は低下するなか、バングラデシュの対外債務比率は増加傾向にあるもの
の、経済成長にともない GDP 比での対外債務比率は例年低下している。1971 年の独
立後、バングラデシュの GDP 比対外債務比率は 1990 年代中盤にかけて約 45％にま
で上昇した。しかし、その後対外債務比率は現在に至るまで低下傾向にあり、現在 20％
代前半まで改善した（図２－４参照）。GDP 比でみると債務の比率は低下しているが、
対外債務残高の絶対額は上昇していることには注意しなければならない。そこで対外
債務の内訳をみると、短期債務と比較して長期債務が対外債務のなかで圧倒的な割合
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を占めており、また図２－５にみられるように、融資の 80％以上が無利子であること
が確認できる。対外債務に対する外貨準備の割合は増加傾向にあり、2012 年には約
50％に達した（図２－６参照）。対外債務の返済率は図２－７が示しているように 4～
5％を推移しており比較的に安定している。 
このように、対外債務はその種類や返済状況からバングラデシュ経済の根幹を揺る
がす脅威と捉えることはできないが、一国経済を構成する大きな要素であり、現在の
黒字部門が何かの弾みで赤字に転じた際に大きな負担となる可能性は否定できない。 
 
図２－４ GDP に対する対外債務比率推移（1972～2012 年） 
（単位：左，10 億ドル〈対外債務・GDP〉 右，％） 
 
（出所）World Bank, World Development Indicators （http://www.worldbank.org/ 2014 年 8 月 26
日 閲覧）を参照に作成。 
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図２－５ 対外債務推移（1972～2012 年）    （単位：左，10 億ドル 右，％） 
 
（出所）図２－４と同じ。 
 
図２－６ 対外債務に対する外貨準備比率推移（1972～2012 年）     （単位：％） 
 
（出所）図２－４と同じ。 
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図２－７ 債務返済率推移（1976～2012 年）            （単位：％）           
 
（出所）図２－４と同じ。 
 
 
第２節 バングラデシュ財政と経済政策 
 
（１）政府財政の諸特徴 
 表２－２が示しているように、バングラデシュ政府財政についてみると歳入以上に
歳出が多く、財政赤字は国内外からの借入金で補填されている。歳入に関してはその
ほとんどが税収で賄われており、それ以外の歳入源としては税外収入、外国贈与があ
げられる。歳出の項目は主に非開発関連費、開発関連費に分かれ、非開発関連費が主
要支出項目となっている。先に述べたように歳出超過のバングラデシュ政府財政だが、
2011 年度において赤字は GDP 比 4.5％に達し、これは主に国内銀行借入金によって
補填される。対外借入金も国内銀行ほどではないが赤字補填の役割を担っている。 
 歳入の詳細は、輸入時及び国内における付加価値税による税収が最大で、次に補填
関税、輸入関税、所得税が主な税収源となっている。歳出の詳細は電気への支出が最
大で、その後に交通インフラ、農村開発、教育、都市計画、保健、農業などが主な分野
としてあげられる（表２－３参照）。 
 
 
0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
1
9
76
1
9
77
1
9
78
1
9
79
1
9
80
1
9
81
1
9
82
1
9
83
1
9
84
1
9
85
1
9
86
1
9
87
1
9
88
1
9
89
1
9
90
1
9
91
1
9
92
1
9
93
1
9
94
1
9
95
1
9
96
1
9
97
1
9
98
1
9
99
2
0
00
2
0
01
2
0
02
2
0
03
2
0
04
2
0
05
2
0
06
2
0
07
2
0
08
2
0
09
2
0
10
2
0
11
2
0
12
51 
 
 
        表２－２ 財政収支表（2011 年）（単位：1,000 万タカ） 
歳入・外国贈与 119,345 
税収 96,285 
税外収入 18,600 
外国贈与 4,460 
歳出 161,213 
非開発関連費 100,985 
開発関連費 45,650 
その他歳出 9,547 
財政収支 -41,868 
財政赤字の GDP比 ‐4.5 
財政赤字補填 41,868 
対外借入金 7,399 
国内銀行借入金 34,469 
（出所）Ministry of Finance [2012], pp.54-55 を参照に作成。 
 
表２－３ 財政歳入・歳出内訳（2011 年）（歳入・歳出に対する各項目の比率 ％） 
歳入内訳 比率 
輸入関税 15 
付加価値税（輸入及び現地） 37 
補填関税（輸入及び現地） 17 
所得税 29 
消費税 1 
その他 1 
歳出内訳 比率 
農業 6 
農村開発 13 
水資源開発 3 
工業 2 
電気 19 
ガス・オイル・天然資源 2 
交通 14 
通信 2 
都市計画・住宅 11 
教育・宗教 12 
保健・人口 8 
その他 7 
（出所）Ministry of Finance [2012], p.48、及び p.50~51 を参照に作成。 
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（２）長期的傾向 
 図２－８でバングラデシュ財政の変遷を長期で確認してみると、1990 年代より現在
に至るまで財政赤字の傾向に変わりはなく、財政規模は緩やかな拡大傾向をみせてい
る。歳入に関してみると、税収の拡大がみられ、減少傾向にある外国援助を補って余
りある規模となっている。歳出については、非開発関連費の支出が増加傾向にあり、
他方開発関連の割合が減少傾向にある。財政赤字に関しては GDP 比約 5％前後を推移
している。財政赤字補填にあてられる外国からの借入は年々その割合を減らし、その
分国内銀行借入の割合が増加している（表２－４参照）。 
 表２－５にみられるように、開発関連費の詳細は電気、交通インフラ、教育への支
出が多くを占め、長期にみる傾向としてはこれら項目の重要度に変化はない。大きく
支出が増えたものとしては都市計画・住宅と農村開発があげられ、1990 年代中盤から
約 2 倍になっている。これらからバングラデシュ財政支出において主にインフラそし
て教育に重点が置かれていることがわかる。 
 
図２－８ 財政収支推移（1994～2011 年）      （単位：対 GDP 比率 ％）  
 
（出所）Ministry of Finance [2005], p.35、及び p.37、Ministry of Finance [2012], p.49、及び p.51 を
参照に作成。 
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表２－４ 財政推移（1994～2011 年）        （単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）Ministry of Fiance [2005], p.31、p.35、p.37、及び Ministry of Fiance [2012], p.44、p.49、
p.51 を参照に作成。 
 
表２－５ 開発関連支出推移（1994～2011 年）     （単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）Ministry of Finance [2005], p.35、Ministry of Finance [2012], pp.50-51 を参照に作成。 
 
（３）バングラデシュ経済の変遷 
a. 経済再建期：社会主義的政策期（1970～1980 年代） 
 1971 年の独立後バングラデシュは壊滅状態の経済を立て直すべく、初代大統領ムジ
ブル・ラーマン（1971～1975 年）はインドに倣い社会主義的な政策を打ち出した。主
要産業は全て国営化され、外資や民間資本はその拡大を制限されることとなった。国
家主導の工業化が進められていったものの、1972 年にはオイルショック、1974 年に
は大洪水、1978 年には第二次オイルショックと経済復興を阻害する外的要因に加え、
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
歳入（外国贈与除く） 9.8 9.2 9.6 9.5 9.0 8.5 9.6 10.2 10.4 10.6 10.6 10.8 10.6 11.3 11.3 11.5 12.1 12.8
　税収 7.9 7.3 7.9 7.7 7.4 6.8 7.8 7.8 8.3 8.5 8.6 8.7 8.4 9.0 9.0 9.3 10.0 10.4
　税外収入 1.9 1.9 1.7 1.8 1.6 1.7 1.8 2.4 2.1 2.1 2.0 2.1 2.2 2.3 2.2 2.2 2.1 2.4
　外国贈与 2.1 2.4 1.7 1.7 1.3 1.4 1.6 1.0 1.0 0.8 0.8 0.6 0.4 0.8 0.8 0.5 0.5 0.6
歳出 14.4 13.9 13.3 12.9 13.6 14.5 14.8 14.9 14.0 14.0 14.2 15.0 14.2 12.8 17.3 15.3 16.3 17.6
　非開発関連費 6.7 7.0 6.8 7.1 7.5 7.7 8.1 8.3 8.3 8.4 8.5 9.0 8.8 8.8 10.6 10.9 10.5 11.0
　開発関連費 6.6 5.9 6.0 5.4 5.6 6.4 6.3 5.5 5.1 5.1 5.5 4.7 3.7 4.2 3.7 4.1 4.2 4.5
　その他歳出 1.2 1.0 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 1.1 0.5 0.5 0.6 0.5 0.7 0.3 2.5 0.7 1.5 2.1
財政収支（外国贈与除く） -4.6 -4.7 -3.7 -3.4 -4.6 -6.1 -5.1 -4.7 -4.2 -4.2 -4.2 -3.9 -3.7 -6.2 -4.0 -4.0 -4.5 -5.1
財政収支（外国贈与含む） -2.2 -3.0 -2.0 -2.1 -3.2 -4.5 -4.1 -3.7 -3.4 -3.4 -3.4 -3.3 -3.3 -5.4 -3.2 -3.5 -4.0 -4.5
対外借入金 3.8 2.8 2.8 2.3 2.5 2.5 2.0 2.1 2.3 2.3 2.4 1.7 1.8 2.5 1.8 2.0 1.2 1.3
国内銀行借入金 0.7 1.8 1.5 1.6 1.9 2.8 2.8 2.6 1.9 2.2 1.8 2.2 1.9 3.7 2.2 2.5 3.3 3.8
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
農業 5.3 4.5 5 4.5 4.9 4.7 4.5 4.4 3.7 4.0 3.6 5.2 5.9 6.6 6.3 6.0 6.6 6.4
農村開発 6.6 6.8 8.4 8.2 10.1 12.2 12.2 11.1 10.1 13.8 14.3 15.8 17.1 15.1 16.6 14.0 13.0 12.9
水資源開発 6.3 5.6 8.2 8.1 7 6.9 6.1 5.4 4.3 4.0 2.4 3.2 2.3 3.7 4.1 4.0 3.5 3.3
工業 1.3 1.5 1.4 0.8 0.8 1.7 3.3 1.9 1.1 2.7 2.4 1.6 1.2 1.3 2.1 2.0 1.2 2.5
電気 14.8 13.7 13.5 10.9 12 12.9 12.2 12.1 13.7 17.3 20.7 16.2 13.9 13.3 11.7 8.0 14.3 18.9
ガス・オイル・天然資源 2.3 4.1 4.4 4.9 4.7 4.3 2.5 3.1 4.0 5.2 6.0 1.6 0.7 1.4 1.1 5.0 3.1 2.0
交通 18.9 20.1 22.4 19.7 17.9 17.4 20.4 19.9 16.2 18.0 12.3 14.3 14.4 10.9 10.1 12.0 14.9 14.1
通信 4.4 2.9 1.9 1.6 2.8 3.1 2.8 6.1 3.6 2.2 2.9 2.8 2.7 1.6 0.9 1.0 0.8 2.2
都市計画・住宅 4.7 4.6 5.4 5.1 5.4 7 7.5 6.6 5.6 5.9 6.0 7.6 6.9 7.1 11.5 12.0 9.5 10.5
教育・宗教 14.2 13 13.2 12.9 13.5 12.8 13.3 14.2 13.9 12.3 13.7 13.8 15.5 15.6 16.0 17.0 14.4 12.3
保健・人口 8.2 6.9 7.9 9.1 8.2 8.1 7.3 7.9 6.7 8.3 8.2 9.6 10.0 11.3 10.7 8.0 9.0 7.8
その他 13 16.4 8.1 14.1 12.8 9.1 7.8 7.4 17.0 6.2 7.4 8.2 9.4 12.0 8.9 11.0 9.7 7.2
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国営部門の運営能力不足によって経済の再建は限定的なものとなった90。 
 続くジアウル・ラーマン大統領（1976～1981 年）の時代になると、国家主導の経済
政策に対する疑問が高まり、それまでの社会主義的な方針から民間部門を取り入れた
資本主義的な路線へと方向転換が始まった。以降、資本主義型経済政策は引き継がれ
ていくこととなり、エルシャド大統領（1983～1990 年）の時代には 1982 年の新工業
化政策、1986 年の改訂工業化政策の下で、国営部門の改善と民間払下げ、民間投資の
奨励、外資導入の積極化、輸出主導型工業の育成が行われていった91。しかしながら、
1980 年代後半になると財政赤字が悪化し、こうして 1991 年より IMF・世界銀行の構
造調整を受け入れ、バングラデシュの経済政策はそれらの指針を取り入れたものとな
った92。 
 
b. 経済成長の始まり：民間主導（1990 年代） 
 1970 年代の独立後混乱期から 1980 年代を通して経済の建て直し・回復が図られた
が、マクロ指標に改善の兆しがみられるようになったのは 1990 年代のことである。
1990 年代に入ると貯蓄率や投資率は大きく改善し、衣類製品を中心とした輸出も拡大
をみせた93。独立後バングラデシュの政権は、民主化運動の高まりから 1990 年にエル
シャド政権が倒されるまで軍政主導であった。1991 年に憲法が改正され、象徴的存在
の大統領を元首とした議員内閣制制度が確立され、カレダ・ジアが率いる BNP（1991
～1996 年）が総選挙の結果政権を握ることとなった。以降、バングラデシュの政治は
民主化時代に入り、BNP とアワミ連盟の二大政党が政権の座を争う構図ができあがっ
た94。1996～2001 年はシェイク・ハシナを党首とするアワミ連盟が政権を担うことと
なる。 
 ジアとそれに続くハシナ政権の経済政策は 1980 年代の傾向を踏襲し、強化するも
のであったといえる。税制改革、輸入自由化、国営企業の改革と民営化、その他の改
革が進められたことにより 1990 年代のマクロ経済指標は大きく改善をみせた95。ジア
政権は輸入関税を引き下げることで自由化を図り、その削減分を付加価値税（VAT：
                                                   
90 木曾 [1991]、82～83 頁。 
91 同上書、84 頁。 
92 長田 [1998]、35 頁。 
93 藤田 [2005]、23~26 頁。 
94 佐藤 [2009]、40 頁。 
95 長田 [2014]、62～63 頁。 
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Value Added Tax）の導入により補う政策を採用した。ハシナ政権においても輸入関税
引き下げによる貿易自由化政策がとられ、また国営企業の民営化もすすめられた。
1990 年代は衣類製品の輸出拡大と海外送金流入の増加が顕著となり、一連の経済政策
が政府収入の増加につながったため、貯蓄率と投資率、そして財政収支の改善と年次
開発予算に占める援助依存率は低下をみせた。1980 年代の経済政策と異なる点として
は、人間開発関連の予算増加があげられる。これは緊縮財政による社会開発関連費の
削減が著しかったことを反省しての方向転換であったと考えられる96。 
 
c. 経済成長期（2000 年代） 
 2000 年代は前半にジアの第二次 BNP 政権（2001～2006 年）、そして後半にハシナ
のアワミ政権（2008～2013 年）がバングラデシュ経済の舵取りを行った。2000 年代
にみられた経済政策はそれまでの傾向を維持・発展させるものといえ、マクロ指標改
善に向けた各種の構造改革、また貧困削減のための各種政策が打ち出された。 
 2000 年代にみられるマクロ経済指標の改善には目を見張るものがある。まず、2000
年代を通して GDP 成長率は平均 5.9％を維持し、1990 年代のそれよりも安定した高
成長を続けている。海外送金流入額だが、2000 年代に入ってから急速な増加がみられ
る。これは 1980 年代や 1990 年代の増加傾向と比較にならない。衣類製品輸出額に関
してもそれまでの成長とは質の異なる、特に 2000 年代中盤から急激に輸出を増やし
ており、貿易収支全体としては赤字となっているものの外貨獲得に貢献している。海
外送金流入が貿易赤字分を補って余りあるまでに拡大したことで、2000 年代中盤から
バングラデシュ経常収支は現在に至るまでの黒字傾向を維持している。これに呼応す
る形で外貨準備高の変化も著しく、特に 2000 年代中盤から急速に増加が確認できる。 
1990 年代に一桁台を推移していた貯蓄率は 2000 年代に入ると 20％台に達し、投資
も同様に 1980 年代には 10％台後半であったが、2000 年代には 25％前後を推移する
まで増加がみられた。政府財政に関しては歳出の削減と歳入の増加が進み、財政赤字
は減少傾向にある。また 2000 年代に入り外国援助が占める財政赤字の補填割合も低
下していることがわかる（図２－９、図２－１０参照）。 
 バングラデシュは 2010 年台も引き続き 6％台の経済成長率を維持しており、その他
のマクロ経済指標も概ね良好である。2014 年には日本からの融資が確定し、今後工業
                                                   
96 長田 [2014]、61～63 頁。 
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団地やインフラの整備に莫大な投資が行われることが予想される97。衣類製品輸出や
海外送金流入も安定的に伸びており、現在のところ経済成長を停滞させる目立った懸
念材料はない。 
 
図２－９ 粗国民貯蓄、粗投資推移（1981～2011 年）（単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）1981～1989 年は長田 [2014]、59 頁、表 2－7 を参照に、1994 年は 
1995～2004 年は Ministry of Finance [2005], pp.20-21、2005～2011 年は Ministry of Fiance [2012], 
p.25 を参照に作成。1991～1995 年までの数値を欠く。 
 
 
図２－１０ 援助額推移（1971～2012 年）   （単位：左，10 億ドル 右，％） 
 
（出所）図２－１と同じ。 
 
                                                   
97 日本経済新聞、2014 年 8 月 26 日。 
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第３節 外貨収入源の概要 
 
（１）海外送金流入 
 国際収支表のなかで外貨獲得に貢献し、バングラデシュ経済の柱といえる項目が第
二次所得収支の労働者海外送金流入である。2012 年度には GDP に対する海外送金流
入額は約 12％にのぼった。バングラデシュからの海外出稼ぎ労働者が増加し始めたの
は 1970 年代中盤であった。1974 年の石油危機によってインド、ソ連の経済が停滞す
ると、これらの国と距離を置き始め、しだいにアメリカ、中東へと接近し始めた。外
交上の思惑もあり、独立して間もない頃は政教分離を掲げていたバングラデシュであ
ったが、ジアウル・ラーマン時代からサウジアラビアを中心とした中東への接近にと
もない国内政治はイスラム色が反映されるようになっていった。中東イスラム諸国と
の連携強化を図るべく、ジアウルに続くエルシャドにおいても中東地域への歩み寄り
は続いた。これらが契機となりバングラデシュ海外出稼ぎ労働者の中東における就業
が 1980 年代以降増加していき、同地域の景気に比例して労働者の数はますます増加
をみせる（図２－１１参照）98。 
2000年代に入ると海外送金額は 1980～1990年代を上回る形で右肩上がりに膨張し
始めた。2002 年の GDP に占める海外送金流入額の割合は 5％、同年の輸出による収
益の 46％に相当した。これは 2011 年になると、海外送金流入額は GDP 比 11％、輸
出収益の 52％に等しい。同期間で就業タイプの変化をみると、2002 年には単純労働
者の海外出稼ぎ労働者全体に占める割合は 58％、技能労働者が 16％、高度技能労働者
が 22％であった。これらの 2011 年における数字をみてみると、それぞれ 40％、5％、
40％と変化し、未だに単純労働者が全体に占める割合は高いが、高度技能労働者の海
外就業も急速に伸びていることがわかる。バングラデシュ海外出稼ぎ労働者が最も多
いのは UAE（49％）、続いてオマーン（24％）、シンガポール（9％）となっており、
海外送金流入額が多い国はそれぞれサウジアラビア（28％）、UAE（18％）、クエート
（9％）といった構成になっている。近年では東南アジア諸国への海外出稼ぎが増えて
いるようであるが、現在においても中東諸国の比重は大きい99。 
 
 
                                                   
98 佐藤 [1990]、94～97 頁。 
99 Ministry of Finance [2012], pp34-41. 
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図２－１１ 海外送金流入額推移（1987～2012 年）   （単位：左，兆タカ 右，％） 
 
（出所）図２－１と同じ、及び Bangladesh Bank, XXI Country-Wise Workers’ Remittances
（http://www.bangladesh-bank.org/ 2014 年 8 月 6 日 閲覧）を参照に作成。 
 
（２）衣類製品 
 衣類製品輸出はバングラデシュの外貨獲得源となっており、GDP に対する衣類製
品輸出の割合は先に述べた労働者送金流入よりも高く、2012 年には約 20％に達して
いる。衣類製品は、1988 年にそれまでバングラデシュにおける代表的な輸出品であ
ったジュート・ジュート関連製品を抜き、主要輸出品となった。1990 年代以降に衣
類製品輸出はさらに加速し、2000 年代を通して全輸出額の 70％以上を占めるように
なった。2012 年時点では衣類製品は全輸出高の 80％を構成するに至る（図２－１２
参照）。 
このように、衣類製品はバングラデシュ輸出品の代表格であるが、外貨をもたらす
一方で、輸出収益に占める衣類製品生産に必要となる機材や原材料の輸入費用の割合
が高いことを指摘しなければならない。これは、衣類製品の輸出が増えれば増えるほ
ど一定の割合で原材料等の輸入にかかる費用が増えるという構造的な悪循環を意味す
るものである。 
まず、バングラデシュ輸入品目の主な内訳を確認する。図２－１３に示されている
ように、消費財及び中間財が全体の 50％を占めており、それに続いて資本財及びその
他のカテゴリーが 36％、穀物とその他食料が 14％を構成している。衣類製品に関連す
る原材料や機械類はそれぞれ消費財及び中間財、資本財及びその他のカテゴリーに含
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まれている。図２－１４に示されているように、輸入品の概要をみると、消費財及び
中間財のなかで衣類製品原材料（原綿、糸、生地及び関連商品、ステープルファイバ
ー）の占める割合は約 20％と同カテゴリーのなかで最も高い。資本財及びその他に含
まれる資本機器の分類においても、衣類関連製品が存在する。衣類品関連機材が含ま
れる機械類のカテゴリーが占める割合は全体の約 6％となっており、衣類製品原材料
と合計すると全体の 26％を占めることになる。機械類のカテゴリーの詳細は後述する。 
 次に、輸出品に関しても主な内訳、概要の順にみていく。図２－１５にみられるよ
うに、主な輸出品は衣類製品（79％）、原料ジュート・ジュート製品（4％）、冷凍食品
（2％）、工業製品（2％）、靴（1％）皮革・皮革製品（1％）から構成されており、衣
類製品の輸出が際立っている。図２－１６に示されているように、衣類製品はニット
製品と布帛製品の二つの種類に大別され、これら二つの品目が輸出のほとんどを占め
ている。 
 
図２－１２ 衣類製品輸出額推移（1983～2013 年） （単位：左，100 万ドル 右，％） 
 
（出所）BGMEA, Trade Information（http://www.bgmea.com.bd/ 2014 年 10 月 2 日 閲覧）、及び
World Bank, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014 年 10 月 2 日 閲
覧）を参照に作成。 
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図２－１３ 輸入品の主な内訳（2012 年）     （単位：％） 
 
（出所）Bangladesh Bank [2013a], p.91, Table 10.2 を参照に作成。 
 
図２－１４ 輸入品概要（2012 年）             （単位：10 億ドル） 
 
（出所）図２－１３と同じ。 
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図２－１５ 輸出品の主な内訳（2012 年）             （単位：％） 
 
（出所）Bangladesh Bank [2013a], p.89, Table 10.1 を参照に作成。 
 
図２－１６ 輸出品概要（2012 年）             （単位：10 億ドル） 
 
（出所）図２－１５と同じ。 
 
（３）輸出入品目詳細 
確認してきたように、輸出入品目はそのほとんどが衣類関連製品によって構成され
ている。ここからは輸出入に関して、具体的にどういった品目によって構成されてい
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るのか、その詳細を確認していきたい。2012 年のバングラデシュ中央銀行の輸出入品
統計資料に基づき、HS コードの部単位を用いて衣類製品に関連する輸入品目を紐解
き詳細をみていく100。 
表２－６に示されているように、2012 年の輸入品内訳を HS コードの部単位で分類
すると、第 1～21 部に分けられる。衣類関連製品が含まれるのは、第 11 部「紡織用繊
維及びその製品」と第 16 部「機械類及び電気機器並びにこれらの部分品並びに録音
機、音声再生機並びにテレビジョンの映像及び音声の記録用又は再生用の機器並びに
これらの部分品及び附属品」である。第 11 部には主に衣類の原材料、第 16 部は衣類
製品に関連する機械類が含まれる。第 11 部と第 16 部の全輸入額に占める割合は、そ
れぞれ 24.39％、13.11％となっており、その他の部よりも全体に占める割合が高いこ
とがわかる。同様に、輸出品内訳を HS コードの部単位でみると、第 11 部の全輸出に
占める割合は他の部と比較して群を抜いて高いことがわかる。第 11 部は全体の
88.89％を占める。先に述べてきたように、輸出のほとんどは衣類製品によって支えら
れているということができる（表２－７参照）。 
衣類製品輸出はバングラデシュの貿易を特徴付けるものであるが、その収益は必ず
しも大きいとはいえない。なぜなら、第 11 部の輸出額が輸入額に占める割合は約 40％
になるからである。このように、第 16 部の衣類関連機器の輸入を除いても、衣類製品
の生産のために必要となる原材料の費用が高く、収益率は高いとはいえない。つまり、
衣類製品の輸出が増えれば増えるほど、一定の割合で生産費用も増加すると考えられ、
ここに構造的な悪循環を指摘することができる。 
 
表２－６ HS コード部単位輸入内訳（2012 年）          （単位：％） 
第 1 部 動物（生きているものに限る。）及び動物性生産品 0.99% 
第 2 部 植物性生産品 6.86% 
第 3 部 動物性又は植物性の油脂及びその分解生産物、調製食用脂並びに動物性又は植物性のろう 4.88% 
第 4 部 調製食料品、飲料、アルコール、食酢、たばこ及び製造たばこ代用品 4.61% 
第 5 部 鉱物性生産品 11.53% 
第 6 部 化学工業（類似の工業を含む。）の生産品 10.35% 
第 7 部 プラスチック及びゴム並びにこれらの製品 4.70% 
第 8 部 皮革及び毛皮並びにこれらの製品、動物用装着具並びに旅行用具、ハンドバッグその他これらに類する容器並びに腸の製品 0.22% 
第 9 部 
木材及びその製品、木炭、コルク及びその製品並びにわら、エスパルトその他の組物材料の製品並びにかご細工物及び枝条細
工物 
0.37% 
第 10 部 木材パルプ、繊維素繊維を原料とするその他のパルプ、古紙並びに紙及び板紙並びにこれらの製品 1.92% 
第 11 部 紡織用繊維及びその製品 24.39% 
第 12 部 履物、帽子、傘、つえ、シートステッキ及びむち並びにこれらの部分品、調製羽毛、羽毛製品、造花並びに人髪製品 0.14% 
                                                   
100 HS コード 2 桁、4 桁を用いたさらなる分析は４章にて行う。 
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第 13 部 石、プラスター、セメント、石綿、雲母その他これらに類する材料の製品、陶磁製品並びにガラス及びその製品 0.40% 
第 14 部 天然又は養殖の真珠、貴石、半貴石、貴金属及び貴金属を張った金属並びにこれらの製品、身辺用模造細貨類並びに貨幣 0.04% 
第 15 部 卑金属及びその製品 8.03% 
第 16 部 
機械類及び電気機器並びにこれらの部分品並びに録音機、音声再生機並びにテレビジョンの映像及び音声の記録用又は再生用
の機器並びにこれらの部分品及び附属品 
13.11% 
第 17 部 車両、航空機、船舶及び輸送機器関連品 6.00% 
第 18 部 
光学機器、写真用機器、映画用機器、測定機器、検査機器、精密機器、医療用機器、時計及び楽器並びにこれらの部分品及び
附属品 
0.75% 
第 19 部 武器及び銃砲弾並びにこれらの部分品及び附属品 0.08% 
第 20 部 雑品 0.64% 
第 21 部 美術品、収集品及び骨董 0.00% 
（出所）HS コードの部は財務省、輸出統計品目表（2014 年版）（http://www.mof.go.jp/index.htm）を参
照、輸入の割合は Bangladesh Bank [2013b] を参照に作成。 
 
表２－７ HS コード部単位輸出内訳（2012 年）           （単位：％） 
第 1 部 動物（生きているものに限る。）及び動物性生産品 2.73% 
第 2 部 植物性生産品 0.65% 
第 3 部 動物性又は植物性の油脂及びその分解生産物、調製食用脂並びに動物性又は植物性のろう 0.07% 
第 4 部 調製食料品、飲料、アルコール、食酢、たばこ及び製造たばこ代用品 1.11% 
第 5 部 鉱物性生産品 0.87% 
第 6 部 化学工業（類似の工業を含む。）の生産品 0.44% 
第 7 部 プラスチック及びゴム並びにこれらの製品 0.41% 
第 8 部 皮革及び毛皮並びにこれらの製品、動物用装着具並びに旅行用具、ハンドバッグその他これらに類する容器並びに腸の製品 2.34% 
第 9 部 
木材及びその製品、木炭、コルク及びその製品並びにわら、エスパルトその他の組物材料の製品並びにかご細工物及び枝条細
工物 
0.04% 
第 10 部 木材パルプ、繊維素繊維を原料とするその他のパルプ、古紙並びに紙及び板紙並びにこれらの製品 0.04% 
第 11 部 紡織用繊維及びその製品 88.79% 
第 12 部 履物、帽子、傘、つえ、シートステッキ及びむち並びにこれらの部分品、調製羽毛、羽毛製品、造花並びに人髪製品 1.25% 
第 13 部 石、プラスター、セメント、石綿、雲母その他これらに類する材料の製品、陶磁製品並びにガラス及びその製品 0.20% 
第 14 部 天然又は養殖の真珠、貴石、半貴石、貴金属及び貴金属を張った金属並びにこれらの製品、身辺用模造細貨類並びに貨幣 0.00% 
第 15 部 卑金属及びその製品 0.54% 
第 16 部 
機械類及び電気機器並びにこれらの部分品並びに録音機、音声再生機並びにテレビジョンの映像及び音声の記録用又は再生
用の機器並びにこれらの部分品及び附属品 
0.12% 
第 17 部 車両、航空機、船舶及び輸送機器関連品 0.30% 
第 18 部 
光学機器、写真用機器、映画用機器、測定機器、検査機器、精密機器、医療用機器、時計及び楽器並びにこれらの部分品及び
附属品 
0.03% 
第 19 部 武器及び銃砲弾並びにこれらの部分品及び附属品 0.00% 
第 20 部 雑品 0.08% 
第 21 部 美術品、収集品及び骨董 0.00% 
（出所）HS コードの部は表２－６と同じ。輸出の割合は Bangladesh Bank [2013c], を参照に作成。 
 
 
第４節 国内産業の支柱 
 
（１）工業化 
 GDP に占める農業、製造業、サービス業の構成比の変遷をみると、農業中心の経済
から製造業とサービス業に比重が移行していることがわかる（図２－１７参照）。1972
年の GDP に占める各産業の構成比は農業約 60％、工業約 10％、サービス業 30％で
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あったが、2010 年の値ではそれぞれ約 20％、30％、50％と約 40 年の間に比重は大き
く変化した。各産業の変化に応じて、それぞれの産業の労働者構成比にも変化がみら
れる。1974 年には農業約 77％、工業 4％、サービス業 15％であった労働者構成比は、
2010 年になるとそれぞれ約 47％、17％、35％となり、農業就業者構成比が縮小した
のに対して、工業、サービス業では就業者構成比が拡大したことがわかる（２－１８
参照）。 
 2011 年の GDP の産業別構成比内訳をみると、農林水産業（19％）、製造業（19％）、
卸売・小売業（14％）、運輸・貯蔵・通信業（11％）、建設業（9％）、不動産業（7％）
等が GDP に貢献する主な部門となっている。農業、工業、サービス業という括りでは
サービス業の占める割合が最も高いが、これら部門ごとに GDP 内の構成比をみると、
農林水産業と製造業の占める比率が高いことがわかる（図２－１９）。これら二つの部
門は GDP 構成比の変遷においても最も大きな変化を示している。1999～2011 年の間
に農業・林業、漁業の GDP 構成比は大幅に減少し、同期間に製造業は著しく GDP 構
成比を伸ばしている（表２－８）。製造業の活況は賃金水準にも反映されている（図２
－２０）。1969～1970 年を 100 として 1980 年から現在の主要産業別賃金指数の変遷
を確認すると、製造業における賃金指数は 1995 年以降その他の産業と比較しても高
い数値を保ち続けている。産業別就業者の割合推移においても製造業の伸びは顕著で、
1974～2010 年の間に 4.8％から 12.3％へと約 4 倍拡大している。同様に、商業・ホテ
ル・飲食業、運輸・倉庫・通信業もそれぞれ約 4 倍に拡大し、これらがサービス業に
おける就業率の高さを表している（表２－９）。 
 製造業のなかでも、とりわけ縫製産業（衣類産業）の生産指数が高い。2005 年を 100
として算出された2012年の製造業業種別生産指数のなかで、衣類産業の数値は 265.83
と他に差をつけている（表２－１０参照）。1988 年を 100 とした中・大規模製造業の
生産指数推移をみると、1996 年の 195.94 から 2011 年には約 3 倍の 570.44 に数値が
上がっている。小規模企業と中・大規模企業の生産高推移においても、1998～2011 年
にかけてそれぞれ 2.54 倍、2.61 倍の成長を記録している。これら製造業にみられる成
長は、中小企業に区分される縫製産業の著しい発展に起因すると考えられる（表２－
１１、表２－１２参照）。 
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図２－１７ 産業別 GDP 構成比推移（1972～2010 年）      （単位：％） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース 
（http://www.ide.go.jp/Japanese/index.html 2014 年 5 月 20 日 閲覧）を参照に作成。 
 
 
図２－１８ 産業別労働者構成比推移（1974～2010 年）      （単位：％） 
 
（出所）1974、1981 年は ILO, LABORSTA ,（http://www.ilo.org/global/lang--en/index.htm 2014 年
5 月 20 日 閲覧）、1985～2005 年は World Bank, World Development Indicators 
（http://www.worldbank.org/  2014 年 5 月 20 日 閲覧）、2010 年は Ministry of Finance [2012], 
p.32 を参照にして作成。 
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図２－１９ 産業別 GDP 構成比（2011 年）         （単位：％） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース 
（http://www.ide.go.jp/Japanese/index.html 2014 年 5 月 20 日 閲覧）を参照に作成。 
 
 
図２－２０ 主要産業別賃金指標（1980～2011 年）（単位：1969－1970 年＝100） 
 
（出所）1980～1992 年は日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース
（http://www.ide.go.jp/Japanese/index.html 2014 年 8 月 8 日 閲覧）を参照に作成。1995～2007 年
までは Bangladesh Bureau of Statistics [2010], p.381 より、2008～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], p.31 を参照に作成。統計の制約上 1980～1989 年の漁業、及び 1993～1994 年の数値を欠く。 
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表２－８ 産業別国内総生産推移（1999～2011 年） （単位：対 GDP 比率 ％） 
 
（出所）1999～2004 年は Ministry of Finance [2005], p.18、2005～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], pp.22-23 を参照に作成。 
 
表２－９ 主要産業就業者割合推移（1974～2010 年）           （単位：％） 
  1974 1983 1999 2005 2010 
農業・森林業・漁業 76.6 58.6 50.7 48.1 47.3 
鉱業・採石業 0.0 0.1 0.51 0.2 0.1 
製造業 4.8 7.5 9.4 10.9 12.3 
電気・ガス・水道 1.0 0.3 0.2 0.2 0.1 
建設 4.0 1.0 2.8 3.1 4.7 
商業・ホテル・飲食 3.9 11.7 15.6 16.4 15.4 
運輸・倉庫・通信 1.6 4.3 6.41 8.4 7.3 
金融・不動産 0.2 0.6 ‐ ‐ ‐ 
金融・ビジネス・サービス ‐ ‐ 1.0 1.4 1.8 
公務・個人サービス 10.6 11.6 ‐ ‐ ‐ 
コモディティ・個人サービス ‐ ‐ 13.0 5.4 6.4 
行政・国防 ‐ ‐ ‐ 5.4 4.2 
不明 7.0 3.0 ‐ ‐ ‐ 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出所）Bangladesh Bureau of Statistics [2010], p.76 を参照に作成。 
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表２－１０ 中・大規模製造業の生産指数（2012 年）（単位：2005 年＝100） 
主な産業 指標 
衣類 265.83 
繊維 142.41 
食品 219.1 
医薬品 178.79 
非金属鉱山物 139.51 
皮革・皮革製品 139.76 
化学製品・化学物質 84.62 
卑金属 136.41 
タバコ 144.66 
金属製品（機械を除く） 149.03 
その他 152.93 
（出所）Bangladesh Bank [2014], p.11 を参照に作成。 
 
表２－１１ 中大規模製造業生産指数（1996～2011 年） 
（単位：1988－1989 年＝100） 
 
（出所）1997～2004 年までは Ministry of Finance [2005], p.89、2005～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], p.118 を参照に作成。 
 
表２－１２ 企業規模別生産高推移（1998～2011 年）  （単位：1,000 万タカ） 
 
（出所）1998～2004 年は Ministry of Finance [2005], p.87、2005～2011 年は Ministry of Finance 
[2012], p.177 を参照に作成。 
 
（２）工業政策の推移 
a. 輸入代替工業政策（1971～1975 年） 
 経済の担い手も不足していたバングラデシュでは社会主義的政策が採用され、国家
が中心となって経済の建て直しを図ったことは先に述べた通りである。1972 年に主要
工業は全て国営化され、小規模・家内工業を除くあらゆる工業が国有化の対象となっ
た。それまで西パキスタンからの工業原料や消費財に依存していたバングラデシュは、
早急にそれらを自前で確保しなければならなくなったことから、工業政策としては輸
入代替工業化政策が採用された。1973 年に独立後初めて作成された第 1 次 5 カ年計画
（1973～1977 年）は社会主義的経済政策に基づき作成され、5％台の経済成長、食料
自給の達成、人口抑制、国内貯蓄の上昇と公共投資における援助依存率の削減などが
主な目標として設定された101。 
                                                   
101 長田 [1992]、4 頁。 
1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
生産指数 195.94 204.17 214.30 228.43 238.75 254.45 265.78 274.12 294.72 328.35 360.33 386.48 413.42 442.12 580.24 570.44
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
小規模企業 8,185 8,659 9,267 10,700 10,780 11,496 12,406 13,552 14,865 15,920 17,019 18,341 19,412 20,806
中・大規模企業 20,803 21,709 23,130 24,194 25,781 27,572 29,957 33,268 36,507 39,157 41,735 44,230 49,070 54,359
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 しかしながら、工業部門の生産力は順調に回復せず、独立前の水準に戻ったのは
1977 年のことであった。国営企業は利益を出すための運営組織、経営ノウハウも備え
ておらず、工業生産は伸び悩み、工業の担い手としての国営部門は疑問視される結果
となった102。 
 
b. 民間部門の活用と経済自由化政策への転換 
 第 1 次計画による成果は限定的なものとなり、その後に続く 2 カ年計画（1978～
1980 年）に関しても大きな変化は生み出されなかった。第 2 次 5 カ年計画（1980～
1985 年）にみられる指針転換として、公共部門から民間部門への投資比重が増加し
たことが指摘できる。これは 1970 年代にみられた国営部門の不振が経済の担い手と
して民間部門活用への期待が高まったためである103。 
 国家主導の経済成長から民間資本を活用した工業政策への移行は、ジアウル政権後
からみられるようになった。ムジブル大統領暗殺後に成立したサエム暫定政権期では
1975 年の修正投資政策において民間投資の上限が引き上げられ、また一部産業への民
間投資（外資も含む）との合弁も認められるようになった。その他にもタックスホリ
デーの導入や投資公社の設置、ダッカ株式市場の再開など、民間投資を促す諸制度や
環境が整えられていった104。1977 年に成立したジアウル政権下では更なる民間資本に
対する規制緩和が進み、工業化が図られた。1978 年に発表された民間工業投資政策に
よって民間投資の上限枠は無くなり、小規模な国営企業ではあるが徐々に民間部門へ
の払下げが行われていった。続く 1980 年外国民間投資法では外資の参入が 100％で
認められるとともに、資産の保障と保護が約束される等、外資優遇策が講じられた105。
1980 年にはバングラデシュ初の輸出加工区がダッカに次ぐ二大都市の一つ、チッタゴ
ンに設置されることが決まった106。 
 
 
                                                   
102 木曾 [1991]、83 頁。5 カ年計画が施行される理由としては、第一にプロジェクトの実施に必要
不可欠な投資の決定過程を円滑にするための枠組みを形成する必要があったこと、第二に援助のニ
ーズを明確にし、投資政策をまとめることで援助供与国側に枠組みを示し、経済援助を受けやすく
する必要があったことがあげられる（小島 [1988]、148 頁）。 
103 同上書、153～157 頁。 
104 長田 [2014]、86～87 頁。 
105 木曾 [1991]、87 頁。 
106 操業開始は 1983 年とずれがある。 
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c. 輸出主導型工業化時代 
 1982 年から始まるエルシャド政権下では前政権で行われた民間主導の工業政策を
より一層強化し、さらに外資の導入と輸出主導型工業化政策が目標として明確に掲げ
られた。エルシャド政権は 1982 年に新工業政策、1986 年に改訂工業政策を打ち出し、
工業化において民間部門により重要な位置づけを与えていった。 
 新たな工業政策により民間投資の参入規制は緩和され、民間に開放された投資分野
は外資も参入することが認められた。1982 年の新工業政策において、国営部門のみが
参入を認められていた産業数は増加した。また民間投資を促すための環境作り、つま
り認可や融資手続き、税の優遇策などが整えられていった。外貨割当が必要となる投
資はそれまで投資委員会（IB : Invest Board）が認可を行っていたが、それ以外の機
関、工業局（DGI : Director General Industry）やバングラデシュ輸出加工区庁
（BEPZA : Bangladesh Export Processing Zone Authority）からも認可がおりるよう
になり、投資家は従来の煩雑な投資手続きを軽減できるようになった107。1986 年の改
訂工業政策では 1982 年の新工業政策よりもさらに民間の投資分野を拡大し、民間へ
開放された分野には外資が参入できる環境を整えた。 
1980 年代は衣類製品（縫製品）の輸出が増大し始めていたことから、1982 年、続
く 1986 年の工業政策は輸出主導型工業を支援する内容となっているのが特徴的であ
る。他産業と比較して低い輸入関税率が適用されるようになり、1989 年には輸出政
策として更なるバックアップ体制が敷かれようになった108。1988 年にはダッカに輸
出加工区が建設され、1993 年に操業開始に至る。輸出加工区以外の外資参入の環境
を整えるために、1989 年には投資庁が設けられ、受け入れ体制を本格化させていっ
た109。 
 
d. 外資主導の工業化 
 1990～1995 年まで続くジア政権の工業政策は基本的に前政権と同路線で、民間主
導の工業部門の成長を試みるものであった。1986 年の改訂工業政策を基本的には引き
継ぎ、輸出主導産業の成長を図るため、1991 年に新たな工業政策が発表された。投資
の認可を得るために必要となる煩雑な手続きは簡略化され、民間・外資を問わず、自
                                                   
107 長田 [2014]、88 頁。  
108 木曾 [1991]、87～88 頁。 
109 長田 [2014]、90 頁。 
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己資金による企業設立には政府の許可は不要となった110。また、これまでは外資の参
入形態として合弁が推奨されていたが、1991 年の工業政策より外資は全国どの地域に
おいても単独で参入することが許されるようになった111。1996 年から政権に返り咲い
たハシナ政権においても新たな工業政策がそれぞれ 1997 年、1999 年に発表された。
前政権から方向性に変化はなく、さらなる外資への規制撤廃、輸出志向工業に向けた
環境が整えられていった。 
2001 年から始まるジアの第二次 BNP 政権では 2005 年に工業政策が打ち出された。
同工業政策の一つの特徴としてあげられるのが、工業化に向けて中小企業の成長に重
点を置いていることである。工業化を進めるなかで貧困緩和を模索する形となってお
り、特に農業関連製品の中小企業の育成を支援することで国中に雇用を生み出し、よ
り多くの人々の生活を保障するといった意図が存在する。また縫製産業が手掛ける商
品のアップグレード化と国内付加価値率を高めるための裾野産業強化といった内容も
工業政策に盛り込まれている112。2008 年にアワミ連盟のハシナ政権が成立し、2021
年までの長期経済計画が打ち出された。経済成長 10％台を目標とし、中所得国へのロ
ードマップとして位置付けられるこの長期計画のなかでも、工業、とりわけ製造業の
拡大成長を重要視している113。 
 
（３）縫製産業 
 原料や機材を輸入品に依存しなければならないという欠点を除いても、バングラデ
シュ経済において縫製産業が担う役割は大きい。バングラデシュは 1978 年に初めて
衣類製品の輸出を開始し、1980 年当初の縫製工場数は 30 工場にすぎなかった。縫製
産業はその後急成長を遂げ、2011 年までに 5,700 の工場が稼働し、400 万人の雇用を
抱えるようになった。バングラデシュ就業人口は 5,410 万人であるため、縫製産業は
全体の約 14％の雇用を創出していることになる。縫製産業と繊維産業を合わせた場合、
製造業全体の約 45％の雇用が両セクターによってもたらされている114。さらに、縫製
産業に間接的に関わる労働者は推計 1,000 万人にのぼる115。バングラデシュ国内にお
ける縫製産業の裾野産業は十分に発達していないものの、衣類製品に用いられるアク
                                                   
110 同上書、91 頁。 
111 同上。 
112 Ministry of Industry [2005], pp.1-4. 
113 Planning Commission [2012], pp.36-37. 
114 深澤 [2013]、45 頁。 
115 Khan [2009], p.51. 
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セサリー類（ジッパーやボタン、針、襟等の芯、梱包材等）の国内供給率は約 70～80％
と高く、またそれらは国際的な基準として認められる品質にある116。 
 
 
おわりに 
 
 バングラデシュ国際収支表にみられる特徴として、貿易収支には輸入超過がみられ
るが、第二次所得収支は大幅な黒字を計上しているため、経常収支としては黒字にな
っている。貿易赤字の主な原因は石油製品や食用油、特に衣類製品に用いられる原材
料・資本機器の輸入にあり、第二次所得収支における黒字は海外労働者によるバング
ラデシュへの送金流入に起因している。金融収支では、直接投資流入が大きく、これ
が金融収支内の黒字の大部分を構成している。 
国際収支の長期的な傾向として貿易収支に関しては、輸出は増えてもその分輸入が
一定の割合で増えるため、貿易収支赤字は拡大する一方である。他方、海外送金流入
の増加で第二次所得収支が 2000 年代初めから急速に増加しており、なかでも 2005 年
以降は安定して貿易収支の赤字を補填する額の黒字を計上している。 
バングラデシュ経済の援助依存度は低下傾向にあり、特に 1994 年を境に急激な減
少をみせている。1980 年代初めに衣類製品の輸出と海外送金流入が増加し始め、これ
により GDP に対する国内貯蓄と国内投資、及び外貨準備は増加していった。緑の革命
によって稲作の増産が進み国内需要を国内生産で満たせるようになったことも重要な
要素であろう。ODA 依存度が低下するなか、対外債務は増加傾向にあるものの、GDP
に対する割合は低下傾向にある。対外債務残高の絶対額は上昇しているが、短期債務
と比較して長期債務がほとんどを占めており、さらに 80％以上が無利子であることが
確認できる。 
 1970 年代初めに社会主義的政策の挫折以降、1970 年代後半から 1980 年代を担っ
たジアウルやエルシャドによる軍事政権時代においても、1990 年代以降現在に至るま
での、ハシナが率いるアワミ連盟、ジアが率いる BNP が交互に政権を担当する時代に
おいても、経済政策及び工業政策はある程度一貫してきたといえる。つまり、経済政
策に関しては外資を含む民間資本の活用を積極的に行ってきたこと、構造調整政策を
                                                   
116 Ibid.、及び Habib [2009], p.6。縫製産業のさらなる分析は４章にて行う。 
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取り入れ国営企業払下げなどによる政府の赤字部門を整理してきたこと、また税制改
革が行われたことなど、資本主義的な政策が取られてきたと考えられる。 
工業政策においては、外資を含む民間資本の投資規制は緩和、そして輸出促進政策
が導入される傾向にあり、これにより特に 1990 年代から縫製産業を中心とする製造
業の発展を実現してきた。バングラデシュ政府は 2000 年代以降の経済政策に関して
は、貧困緩和の実現と中所得国に向けたロードマップとして、縫製産業を中心とした
中小製造業の成長による雇用の創出に期待をかけている。就業者推移を確認しても、
農業就労者は減少傾向にあるものの未だに最も多くの就業者を抱えており、やはり製
造業を先頭にそれら労働者の吸収はバングラデシュ政府の目指すところとなっている。 
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第３章 緑の革命と農業 
 
 
 
 
はじめに 
  
かつて高度な織物技術と多様な農作物の生産地として繁栄した東ベンガル地方は、
英領インド時代、東パキスタン時代を通してジュートを中心とした原材料供給地と化
した。バングラデシュは 1971 年にパキスタンから独立を果たしたが経済基盤は脆弱
であり、国の再建は困難を極めた。重要政策の一環として掲げられた食糧自給の達成
は、緑の革命を経てもたらされた。浅管井戸の普及によって灌漑条件の優れた作付面
積が拡大し、そこに改良品種と肥料が効果的に用いられたことで乾季稲の増収が実現
した。この緑の革命によって 1999 年にバングラデシュは食糧自給を達成する。 
結果として、農業の生産性は限界に達しつつあり、乾季稲作の拡大によって農村に
ある程度雇用を生み出してきたと考えられるが、農業はもはやそれのみでは増加し続
ける人口に生活を保障するための職業としては成り立たなくなってしまった。零細・
土地なし農民が急増し、農村の労働者は農業以外の非農業部門に働き口をみつけて稼
がなければならない状況にある。このように、農村に滞留する余剰人口は縫製産業な
どの非農業部門へと向かった。 
縫製産業一極集中的な工業発展においてバングラデシュが請け負う低付加価値・労
働集約的工程は、かつてジュートに依拠した独立前の経済構造と重なる。バングラデ
シュは新たな経済的従属の下に編入されようとしている。現在のバングラデシュ経済
を分析するにあたり、本章では緑の革命とそれによる非農業部門における就業者増加
までの過程の析出に焦点を置いた。本章ではまず、独立後、緑の革命による農業技術
改革と生産力の増大過程を分析し、1999 年の食糧自給達成までの過程を分析する。次
に緑の革命によって作付延べ面積の拡大と単収の増加は限界を迎え、農業部門で吸収
しきれない労働人口が非農業部門によって吸収されていることを説明する。特に緑の
革命の文脈の中で、農村における土地なし、もしくは零細土地持ち層の増加と非農業
部門の関連に触れる。 
肥沃なデルタ地帯は古くからベンガル地方を農業の中心地として特徴付けてきた。
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英領インド時代の東ベンガル地方、その後の東パキスタン時代を通してバングラデシ
ュは世界市場に向けた換金作物、なかでもジュート栽培に特化するようになっていっ
た。それゆえに、バングラデシュが緑の革命によって食糧自給を達成したことは、同
国経済の再建として意味するところは大きい。結果として、緑の革命は農村の人口圧
力を高め、工業部門、サービス部門への安価な労働力の供給源泉をもたらした。本章
の目的は緑の革命とその変遷を確認することにより現在のバングラデシュ経済を考察
するうえで重要な分析視点を提供することにある。 
 
 
第１節 緑の革命 
 
（１）バングラデシュ独立後の課題 
イギリス植民地時代、東パキスタン時代を通して経済的な従属を強いられてきたバ
ングラデシュは、両時代に富を吸い上げられるばかりであった。そのため、バングラ
デシュの経済基盤は脆く、そこに独立戦争による被害が重なり、独立直後のバングラ
デシュは疲弊しきっていた。独立戦争を潜り抜けたものの、1971 年にバングラデシュ
人民共和国として独立を果たした際、バングラデシュの国造りはゼロからというより
は、むしろマイナスからの歩み出しを余儀なくされた。東パキスタン時代、僅かに立
地していた産業も壊滅的な状況にあり、復興に向けた経済の担い手も欠いた。さらに、
インフラは破壊され、電気供給も不十分であった。 
人々の生活も荒廃しきっていた。1973 年に実施されたバングラデシュ家計調査によ
ると、貧困線以下で暮らす人々の割合（1 人 1 日当たりカロリー摂取量が 2,200 カロ
リー以下）は 82％に達した117。また、バングラデシュ総合農村開発計画の調査（1973
年後半～1974 年前半）では農家が米と小麦、つまり食糧をそれぞれの耕作地で食糧需
要をどの程度満たすことができるかが明らかになっている。すると「…対象農家の六
二％がわずか三カ月未満の自給しかしえない…四～六カ月の自給農家が一八％、七～
九カ月の自給農家が九％、他方一〇～十二カ月の一年に近い自給がどうにか可能な農
家は一〇％、余剰農家は四％に過ぎない…」118ということがわかる。 
独立時のバングラデシュ経済の特色をあげるならば、世界商品であるジュートの生
                                                   
117 小島 [1988]、137 頁、及び渡辺 [1985]、184～185 頁。 
118 同上書、185 頁より引用。 
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産地ということの他に何もなかった。既存の工業を拡大し工業化を促進すること、ま
た西パキスタンから供給されていた原料や消費財を自ら賄い、海外に新たな市場を獲
得すること、社会開発の底上げを行うこと等、復興に向けて様々な課題が浮上した119。
貧困問題に対処しつつ自立的な経済体制を形成していくための第一歩として、食糧自
給は重要な開発目標の一つとして掲げられた。 
 
（２）バングラデシュ緑の革命 
バングラデシュで生産される農産品は多岐にわたる。米や小麦、ジュート、菜種、
カラシ菜、サトウキビ、糖類、馬鈴薯、唐辛子等の香辛料、マンゴーをはじめとする
南国の果物等がそれぞれの季節に収穫され、市場を行き交う。数多い農産品の中で米
はバングラデシュの主要農産物である。バングラデシュにおける緑の革命の舞台で主
役を担ったのもやはり米であり、独立後バングラデシュ農業の発展は米を中心に繰り
広げられていった120。  
黒崎 [2010] によれば、緑の革命とは「…1960 年代後半以降、化学肥料と灌漑・高
収量種子という 3 つの近代的投入財を組み合わせた技術革新が米と小麦において導入
され、食糧不足が深刻化していた当時のアジア農村において顕著な米・小麦の増産が
実現した（こと）…」121を指している。しかしながら、緑の革命のはじまりや、その
成果が出る時期はそれぞれ国によって異なり、その達成方法にも違いがみられる。例
えば、藤田 [2005] はバングラデシュにおける緑の革命を 1980 年代に位置付けている
が、他方で東南アジア島嶼部や同じ南アジアの国であるインド、パキスタンにおける
緑の革命は 60 年代半ばにはじまり 70 年代にその成果が現れたと述べている122。バン
グラデシュにおける緑の革命とはいったいいつ、どう進められ、またどのような影響
をもたらしたのであろうか。以下、バングラデシュにおける緑の革命に関して述べて
いく。 
 
 
 
 
                                                   
119 長田 [1993]、183～185 頁。 
120 藤田 [2009]、175~177 頁。 
121 黒崎 [2010]、178 頁より引用。（）内は筆者挿入。 
122 藤田 [2005]、4 頁。 
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第２節 バングラデシュ緑の革命の変遷 
 
（１）農地の開発余地 
新技術の導入によって農業生産力の著しい上昇を図る緑の革命は、バングラデシュ
において 1970～1980 年代にその基礎が敷かれた。バングラデシュの緑の革命は乾季
稲作生産力の顕著な発展に代表され、ボロの生産は 1980 年代以降著しく伸びた。乾
季灌漑設備の利用がバングラデシュにおける稲作にとって重要な意味を持つ。それは
一つには地理的条件に依拠する。 
バングラデシュは三つの大河（ガンジス川、ブラプトラ川、メグナ川）とその支流
が国土を行き交い、それらがベンガル湾に流出していく河口部分に位置する。世界で
も最大級の流量を誇るこれら三大河川によって肥沃なベンガルデルタ群が形成され
る。雨季になれば国土の半分が水に浸り、近代的土木技術をもってしても水のコント
ロールは困難を極める。そのため、バングラデシュでは環境に適応した水稲品種の展
開を中心にして農業が発展していった123。 
バングラデシュで生産される米は三種類に分かれ、雨季作で雨季の真っ最中に収穫
するアウス、雨季作で雨季明けに収穫するアモン、乾季作のボロの三種類に分類され
る。5 月から 8 月にかけてアウス、7 月から 12 月にかけてアモン、その後に 1 月か
ら 5 月にボロという流れで農業は営まれる（図３－１参照）。6 月から 10 月にかけて
雨季になり、同時期には国内に降る雨の数倍の水がインド、中国、ネパール、ブータ
ンから流入することでバングラデシュ国土の 3 分の 1 から 2 分の 1 が水に浸かる。
11 月から 3 月にかけて乾季が訪れると雨量は激減し、逆に給水をしなければ作物は
育たなくなってしまう124。そのため稲作の増収に向けて最も開拓の可能性に満ちたフ
ロンティアが灌漑設備の普及による乾季稲作であった。また、その他にも乾季稲作が
重要となる理由が存在した。バングラデシュにおける耕地面積の拡大は既に限界を迎
えており、稲作の増収を図るには稲の平均収量を増加させるか、土地の利用度を高め
るしか方法がなかったからである125。 
                                                   
123 向井 [2003]、252 頁。 
124 同上書、10～11 頁。 
125 天野 [2003]、27 頁。米の増産に大きな特徴がみられるバングラデシュ農業の成長には、耕地
面積の拡大よりも作付延べ面積の拡大、つまり耕地利用率の向上が影響した面が大きい。東ベン
ガル地域は 20 世紀初頭においてすでに耕地面積は限界に達しており、20 世紀を通して耕地面積
拡大よりはむしろ、その生産性の向上が増収に結び付いたのである。作付面積当たり生産性の向
上による総産出成長への寄与度は 6 割から 8 割とされており、20 世紀末の土地生産性は 1960 年
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実際にバングラデシュ農業省の統計をみると、1980～2004 年の間に国土面積は
1,429 万ヘクタールから 1,484 万ヘクタールに微増はあったものの、ほとんど変化は
みられない。同期間に耕作可能面積は 938 万ヘクタールから 844 万ヘクタールへと下
がり、国土面積に対する耕作地の割合は 1980 年の 66％から 2004 年には 57％に低下
した。つまり新たな土地が開発されなかっただけでなく、若干の減少が確認される。
他方 1980～2004 年にかけて耕地面積は 856 万エーカーから 797 万エーカーに減少
し、作付延べ面積が 1,316 万エーカーから 1,410 万エーカーに増加したことで、耕地
利用率は同期間に 154％から 177％に達し、20 年弱の間に約 23％の上昇がみられた126
（図３－２参照）。現在一期作が行われている土地面積は 223 万 6,000 ヘクタール、二
期作は 410 万 7,000 ヘクタール、三期作は 148 万 5,000 ヘクタールと二期作の面積が
最も広くなっており、耕地利用率の上昇は主に二期作の拡大により実現したことが推
測できる127。この二期作とはアモンとボロの組み合わせから成る。このようにバング
ラデシュ独立後にみられる農業の発展つまり緑の革命は、限られた土地の活用という
制限のなかで唯一開発の余地があった乾季稲作に焦点が絞られていき、生産量増加が
実現したのである。 
 
 図３－１ 農業歴 
 
（出所）藤田 [2005]、71 頁、図 3－4 を抜粋、一部編集。 
 
                                                   
の約 2.5 倍となっている（黒崎 [2010]、172 頁、及び 175 頁）。 
126 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.01 Cropping Intensity from 
1980-1981 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 23 日 閲覧）． 
127 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, Bangladesh Agriculture at a 
Glance（http://www.moa.gov.bd/  2014 年 4 月 23 日 閲覧）．  
4月 5月　 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
アモン
ボロ
アウス
79 
 
図３－２ 耕地面積・作付延べ面積・耕地利用率の推移（1980～2004 年） 
（単位：左，耕地面積・作付延べ面積 百万ヘクタール 右，耕地利用率 ％） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.01 Cropping Intensity from  
1980-1981 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照に作成。 
 
（２）浅管井戸の推移  
乾季稲のボロを中心とした米の増収を可能にしたのが、浅管井戸（STW : Shallow 
Tube Well）を中心とした灌漑の普及であった。しかしながら STW に先んじて 1960
年代より乾季稲作の灌漑を目的として導入されたのが低揚程ポンプ（LLP : Low Lift 
Pump）や深管井戸（DTW : Deep Tube Well）であった。LLP は河川や池等表面水
の利用を可能とし、DTW は表面水が利用できない地域の灌漑に用いられた。LLP、
DTW、の普及によって乾季におけるボロの耕作面積は拡大をみせ、生産量が伸びて
いった。しかし LLP によって利用できる表面水には限界があり、DTW に関しては大
規模な灌漑施設となるため土地の細分化が進むバングラデシュにはあまり適さなかっ
た128。 
図３－３に示されているよう、1980 年代後半以降、LLP に代わり STW の設置が急
速に増加し、STW による灌漑地面積は拡大していった。バングラデシュでは 1970 年
代からヤンマー、クボタ、三菱等の日本農機メーカーが管井戸用のディーゼルエンジ
ンを独占していた。その頃、政府が管井戸投資を行う農民を対象として低金利融資を
行い、資本面で普及を支えた。しかしながら、急激な STW の普及を可能にしたのは価
格の大幅な下落であった。日本メーカーのエンジンの中古市場がしだいに成熟し、管
井戸価格の低下に貢献した。他方日本製のみならず、エンジン輸入の自由化に伴い韓
                                                   
128 藤田 [2005]、38 頁、及び向井 [2003]、258 頁。 
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国、中国製のディーゼルエンジンが市場に参入したこともまた価格下落を後押しし、
農民の手に届くようになった。管井戸購入の際に資金を融資に依存していた農民にと
って、自己資金により管井戸を調達できるようになったことは非常に大きな変化であ
った129。 
バングラデシュ農業省の統計によれば、1979 年の STW によって整備された灌漑地
総面積は 5 万 5,100 ヘクタールであったが、2004 年までには 302 万 7,400 ヘクター
ルに増加し、およそ 55 倍に拡大したことになる。STW とは対照的に DTW、LLP に
よる灌漑面積の拡大に関しては同期間において限定的なものとなった。DTW は 18 万
500 ヘクタールから 4 倍の 71 万 6,680 ヘクタールに拡大、他方 LLP は 62 万 1,400 ヘ
クタールから 80 万 2,070 ヘクタールに僅かな増加をみせた。DTW そして LLP によ
って開発された総灌漑面積のおよそ 2 倍の規模が STW により開発されたことになる。
これらの統計からも、独立後バングラデシュ乾季稲作のための農地は、その大部分が
STW の普及によってもたらされたことが明らかにわかる130。 
 
図３－３ 灌漑施設の推移                （単位：千ヘクタール） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.06 Irrigation by methods  
1979-1980 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照に作成。 
                                                   
129 藤田 [2005]、40 頁。しかしながら、管井戸の投資はいずれにせよ農民にとって大きな投資であ
った。DTW と比較して小規模な STW にも共通している。つまり、管井戸に投資ができたのは富農
層に限られたのである。それでは中小農民は「緑の革命」の恩恵を受けることができなかったので
あろうか。現実には、大多数の中小農民も「緑の革命」による技術を間接的に用いることができた。
なぜなら、管井戸を所有する上層農が灌漑用水を販売するという売水を開始したからである。それ
により灌漑地下水市場が形成され、管井戸を直接購入することができない中小の農民も「緑の革命」
による利益を得ることができたのであった（藤田 [2005]、37～42 頁）。 
130 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 5.06 Irrigation by methods 
1979-1980 to 2004-2005（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 14 日 閲覧）． 
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（３）HYV 品種と肥料の推移 
 STW による灌漑農地面積が 1980 年代中盤以降急激に拡大をみせるなか、それに伴
いそれまで利用が限られていた高収量品種（HYV : High Yield Variety）が幅広く用い
られるようになっていった。ボロから始まり、HYV の使用はその後アモン、アウスに
も広がりをみせた。同様にバングラデシュ農業省の統計に基づき、まずは稲作生産量
を最も牽引したボロ生産量の品種内訳を確認したい。 
 1971 年のボロ在来種生産量は 77 万 2,000 トン、HYV は 96 万 6,000 トンであっ
た。1971 年の時点で既に生産量は HYV の方が高く、その後 HYV は急速な増加をみ
せた。HYV 生産量は 1980 年までに 2 倍、82 年に 3 倍、87 年に 4 倍、翌 88 年には 5
倍に達した。1990 年代も右肩上がりに増加していき、90 年に 6 倍、96 年に 7 倍、98
年には遂に 10 倍となった。こうして 2005 年までに 13 倍にまでボロ HYV 生産量は
増加していった。1971 年から 2005 年にかけての HYV 生産量の増加には目を見張る
ものがあるが、同期間在来種の生産量が 77 万 2,000 トンから 34 万 7,000 トンに半減
したことも、ボロ HYV の生産量増大を際立たせている（図３－４参照）。 
 現在ボロに次いで生産量を誇るアモンは、1971 年時点では一番の生産量を誇った。
当時のアモン在来種生産量は 500 万トン、HYV は 69 万 6,000 トンであった。HYV が
初めて在来種生産高を超えたのが 1991 年で、在来種が 461 万 3,000 トン、HYV が
465 万 6,000 トンを記録した。つまり 1991 年までにアモン HYV 生産量は約 6 倍に増
加したことになる。1990 年代に入るとアモン HYV は在来種に差をつける形でますま
す増加していき、2005 年には 2 倍の生産量となった。 
 1971 年の統計をみるとアウスの生産量はアモンに続き二番目に高い。1971 年時点
のアウス生産量の内訳は在来種が 221 万 2,000 トン、HYV が 12 万 9,000 トンであっ
た。HYV の普及はボロやアモンと比較して遅く、在来種の生産量を抜いたのは 2002
年が初めてで、それぞれ HYV が 94 万 7,290 トン、在来種が 90 万 3,400 トンであっ
た。これは HYV 生産量が在来種のそれにキャッチアップを果たした背景には、在来種
の生産量の減少があったことも確認できる。その後 2005 年までに HYV は 100 万ト
ン台に入り 108 万 1,000 トンを記録し、在来種は 2002年からさらに減少し 66万 4,000
トンとなった131。 
LLP の普及にともなって治水が進み、HYV 利用率が高くなるにつれて肥料の販売
                                                   
131 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 1.03 Production of Rice from 
1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 15 日 閲覧）． 
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量も増加していった（図３－５参照）。1980 年に肥料売り上げの合計は 87 万 5,179 ト
ンとなっていたが、LLP 灌漑や HYV 利用の増加に対して肥料の売り上げは右肩上が
りに増加していったことがわかる。1988 年には約 2 倍の 170 万 9,038 トン、94 年に
は約 3 倍の 264 万 620 万トンに達し、2006 年までには約 4 倍の 355 万 1,000 トンに
売り上げは伸びていった132。 
 
図３－４ 在来種と HYV の生産量推移（1971～2005 年）    （単位：千トン） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 1.03 Production of Rice from 
 1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照に作成。 
 
図３－５ 肥料販売量推移（1980～2006 年）           （単位：トン） 
 
（出所）Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 4.03 Fertilizer Sales by  
Product during 1980-1981 to 2006-2007（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）を参照 
に作成。 
                                                   
132 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 4.03 Fertilizer Sales by 
Product during 1980-1981 to 2006-2007（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 19 日 閲覧）． 
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（４）稲作生産量の推移 
バングラデシュにおける「緑の革命」は、1980 年代後半に STW の普及に伴う米、
特に乾季稲のボロの増収という形で実を結んだ。バングラデシュ農業省によれば、
1971 年にボロの１ヘクタールあたりの平均収穫は 2.01 トンであったのに対し、2005
年には 3.44 トンにまで増収した。アウスの変化が同期間で 0.78 トンから 1.69 トン、
アモンが 1.15 トンから 2.08 トンの増収であることをみても、やはりボロの収穫高は
突出して高いことが理解できる133。 
1971 年から 2005 年にかけて、ボロの生産は 173 万 8,000 トンから 1,397 万 5,000
トンに到達し、約 8 倍となった。アウスは 234 万 1,000 トンから 174 万 5,000 トンへ
減少し、またアモンは 569 万 5,000 トンから 1,081 万トンへ倍増した。米の全体の生
産は同期間で 977 万 4,000 トンから約 3 倍の 2,653 万 300 トンに増加し、アウスの減
収はボロとアモンの増収によって補われ、米全体の生産量は増産となった。緑の革命
により米の生産量は順調に増加し、バングラデシュの食糧穀物生産量は 1999 年に初
めて需要量を上回り、食糧自給を達成した134。 
みてきたように、耕地面積の拡大に限界があったバングラデシュは 1970 年代から
STW の設置を進め、乾季灌漑稲作ボロの作付面積を拡大した。乾季灌漑ボロの作付
面積拡大は HYV の普及、また化学肥料の投入を可能とし、稲作生産力の増大に貢献
することでバングラデシュに緑の革命をもたらした（図３－６参照） 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
133 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 4.03 Average Yield of Rice 
1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 25 日 閲覧）． 
134 Ministry of Agriculture, Handbook of Agricultural Statistics, 1.03 Production of Rice from 
1971-1972 to 2005-2006（http://www.moa.gov.bd/ 2014 年 4 月 25 日 閲覧）．食糧穀物自給に関
しては天野 [2003]、41 頁を参照。ここでの食糧穀物とは米と小麦を指す。1999 年の米生産量は
2,306 万 7,000 トン、小麦は 184 万トンで合計が 2,490 万 7,000 トンとなった。米と小麦の生産量
合計から飼料・種子用、ロス分を差し引いた消費生産量は 2,241 万 6,000 トンとなり、食物需要量
の 2,135 万 8,000 トンを上回った。しかし、都市部と農村部の貧困層と非貧困層の食糧消費状況は
非貧困層のほうが米の消費量が多いことから、十分な量の米を食べられてない人々が依然として存
在する可能性がある（天野 [2003]、41～42 頁）。 
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図３－６ 稲作生産量・肥料販売量・灌漑施設数推移（1971～2006 年） 
単位：稲作 万トン、灌漑 ヘクタール〈左〉、肥料 100 万トン〈右〉） 
 
（出所）図３－３、３－４、３－５と同じ。統計上の制約から肥料販売量は 1971～1979 年、灌漑施設数
に関しては 1971～1978 年、及び 2003～2006 年、稲作生産量に関しては 2003～2006 年のデータを欠
く。 
   
 
第３節 緑の革命とその影響 
 
（１）ジュート依存からの脱却 
バングラデシュは緑の革命によって 1999 年に食糧自給を達成した。ジュートを中
心とした換金作物への過度な依存体制から、自国で国民の食糧を賄うほど稲作の増収
が成功したことは、バングラデシュの経済の転換を成す重要な出来事といえるだろう。
バングラデシュが独立した後もジュートは英領インド時代、東パキスタン時代に引き
続き生産され、原料ジュートやジュート加工品は主要な輸出品であった。しかし石油
化学製品に押され、ジュート市場は 1960 年代以降から縮小していき、バングラデシュ
においてもジュート生産は一定の生産高を維持し続けるものの 1988 年には縫製製品
輸出がジュート輸出を上回り、その後縫製製品がバングラデシュの主要輸出品となっ
た135。ジュートの生産量はある程度の水準を保って推移してきたが、稲作の生産量と
の比較においてジュートの生産量は著しくそのプレゼンスを低下させた。ジュート作
付面積をみても大きな変化はみられず、緑の革命を通してバングラデシュ経済におけ
るジュートの重要性は独立以前と比較して格段に低下したのである（図３－７参照）。 
 
                                                   
135 坪田 [2013]、20～28 頁、及び Khan [2009], p.43。 
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図３－７ 稲作とジュートの生産量推移（1971～2011 年）   （単位：トン） 
 
（出所）FAO, FAOSTAT, crops（http://www.fao.org/home/en/ 2014 年 5 月 14 日 閲覧）を参照に作
成。 
 
（２）緑の革命と土地なし・零細土地所有層 
 新たに耕作地を拡大していくだけのフロンティアが残されていなかったバングラデ
シュにおいて、稲作増産への道は乾季灌漑稲作であった。こうしてバングラデシュは
緑の革命を経て、増加し続ける人口に食糧をなんとか供給し得るレベルに稲作の生産
量を伸ばすことができたのである。乾季稲作の普及は独立当初から人口圧力が高かっ
た農村に一定の収入源を保証し、農業部門における過剰人口の吸収を助けたといえる。
しかしながら、独立当初から既にバングラデシュは人口過密状態にあったことを忘れ
てはならない。緑の革命によって耕地面積当たりの生産量は増加したとはいえ、人口
増加によって一世帯当たりの耕作地面積は確実に減少していった。 
 表３－１～３－４は、農家の土地所有規模の変遷を確認するため、独立前から 1980
年代、1980 年代から 1990 年代、そして 2000 年代の三つに区切って統計をまとめた
ものである。独立前の統計は 1960 年のものになり、最新のものは 2010 年となってい
る136。初めに全体の傾向に触れるとすれば、それは土地なし、0.1 エーカー未満の零細、
2.5 エーカー未満の土地所有農家が全農家に占める割合が急速に拡大していることで
あろう。他方で中農（2.5～7.49 エーカーの土地所有農家）、大農（7.5 エーカー以上の
                                                   
136 1960 年と 1977 年の農業センサスはサンプル・サーベイとなっており、悉皆調査は 1983 年以
降となっている。調査方法や使われている単位は若干異なるため厳密な比較にはならないが、大ま
かな流れを掴むために有用だと考えられる。 
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土地所有農家）の割合は時の流れとともに減少していっていることが確認できる。農
家が自活に必要とする土地所有規模は地域によって異なるとされているが、長田 
[1992] によれば 5～6 人の平均的家族家計は平均で 2.5 エーカーを必要とする137。つ
まり 2.5 未満の土地所有農家の増加は農業だけでは生計が成り立たず、農業以外に収
入源が必要となることを意味する。非農業部門における就業動向をみる前に、まずは
独立前から 1983 年の土地所有構成を確認していこう。 
まず、表３－１の東パキスタン時代 1960 年と独立後の 1977 年、1983 年の統計を
みていくと、2.5 エーカー未満の土地を保有している零細・小農世帯が各年代において
大半を占めており、1983 年にかけて増加傾向にあることがわかる。1960 年代に小農
に区分される土地所有農家の農業世帯に占める構成比率は全体の 34.5％であるのに対
して、1977 年には 49.7％、そして 1983 年には 70.3％に増加している138。零細・小農
世帯の詳細をみると、小農（1.00～2.49 エーカー）の割合は 1960～1983 年にかけて
18.3～29.9％に増加したが、それを上回って零細農（0.1 エーカー未満）の割合は 1960
年の約 3 倍の 24.1％に増加した。他方で中農、大農世帯の割合に関しても、1977 年に
増加がみられるものの 1960 年から 1983 年にかけては僅かに減少している。土地の細
分化は土地所有規模が小さい零細・小農の土地所有層になるほど、特に零細農におい
て顕著だが、加速していることがわかる。この傾向は表３－２からもみてとれる。 
 
表３－１ 土地所有規模別世帯構成（1960～1983 年）               （単位：％） 
土地所有規模 1960 土地所有規模 1977 1983 
～0.49 13.0 0.05～0.49 5.4 24.1 
0.50～0.99 11.2 0.50～0.99 10.3 16.3 
1.00～2.49 27.3 
1.00～1.49 12.8 13.3 
1.50～2.49 21.2 16.6 
零細・小農合計 51.5 零細・小農合計 49.7 70.3 
2.50～4.99 26.3 2.50～4.99 29.2 18 
5.00～7.49 11.3 5.00～7.49 11.6 6.7 
   中農合計 37.6 中農合計 40.8 24.7 
7.50～       大農合計 10.6 7.50～             大農合計 9.4 5 
（出所）1960 年の数値は藤田 [1991]、216 頁、表 21 を抜粋、また 1977 年と 1988 年に関しては長田 
[1992]、108 頁、表Ⅲ-12 より抜粋、一部編集。土地所有規模は 0.1 エーカー未満を零細、1.0～2.49 エ
ーカーを小農としている。 
 
 
 
                                                   
137 長田 [1992]、107 頁。Ahmad [2005] によれば 1 世帯当たりの 2 エーカー以上の土地所有がな
いと農業以外の就労が必要としている（Ahmad [2005]，p.2）。 
138 1960 年の土地所有規模の単位は 1977 年と 1983 年のそれと若干異なる。 
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表３－２ 土地なし農家の割合（1960～1983 年）          （単位：％） 
 1960 1977 1983 
まったく土地を持たない農家 32.7 11.1 8.7 
宅地を持つがその他の土地を所有しない農家 ― 32.8 19.6 
宅地のほか 0.5 エーカー未満の土地を所有する農家 ― 15.3 28.2 
合計 32.7 59.2 56.5 
（出所）1960 年の数値は表３－１と同じ。1977 年と 1988 年は長田 [1992]、109 頁、表Ⅲ-13 を抜粋、
一部編集。 
 
続いて 1983 年、1996 年を軸に農村における土地所有規模の移り変わりをみていき
たい。既に確認した 1983 年の統計数字を用いるが、ここでは非農業世帯も含めて全農
業世帯数としているため、土地所有規模の割合は先程用いたものと異なることに留意
しなければならない。表３－３に示されているように 1983～1996 年にかけて非農業
世帯の増加を指摘することができる。ここでの非農業世帯というのは農地をまったく
持たないか、0.04 エーカー以下の土地しか持たない世帯を意味する139。非農業世帯の
増加分、農業世帯は減少しており、特に中・大農世帯の減少が著しい。中・大農が減少
していくなか、零細・小農の土地所有世帯はやはり増加傾向にある。零細・小農世帯
を農業世帯に占める割合でみるとより明らかになるが、1983 年に 70.3％であった零
細・小農世帯合計は 1996 年に 79.9％に増加している。特に、0.05～0.49 エーカーを
所有する零細農世帯の増加、小農では 0.50～0.99 エーカーの所有世帯の増加と、土地
所有規模が最も小さい単位となる二つのカテゴリーが増加していることが特徴的であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
139 矢嶋 [2003]、97 頁。 
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表３－３ 土地所有規模別世帯構成（1983～1996 年）（単位：％） 
土地所有規模 1983 1996 
非農業世帯 27.3 33.8 
農業世帯 72.7（100.0） 66.2（100.0） 
0.05～0.49 17.5（24.1） 18.8（28.4） 
0.50～0.99 11.9（16.3） 13.6（20.7） 
1.00～1.49 9.6（13.3） 9.9（14.9） 
1.50～2.49 12.1（16.6） 10.5（15.9） 
零細・小農合計 51.1（70.3） 52.8（79.9） 
2.50～4.99 13.1（18.0） 8.9（13.4） 
5.00～7.49 4.9（6.7） 2.8（4.2） 
中農合計 18.0（24.7） 11.7（17.6） 
7.50～9.99 1.7（2.3） 0.8（1.3） 
10.00～14.9 1.3（1.8） 0.6（0.8） 
15.00～24.99 0.5（0.7） 0.2（0.3） 
25.00～ 0.1（0.2） 0.1（0.1） 
大農合計 3.6（5.0） 1.7（2.5） 
（出所）矢嶋 [2003]、97 頁、表Ⅲ-14 を抜粋、一部編集。（）内は農業世帯内の構成比。 
 
2000 年代の土地所有規模の変遷に関しては、バングラデシュ統計局の 2010 年度家
計収支調査資料に基づいて確認していきたい。統計局による資料では 0.01～0.49 エー
カーの土地所有世帯層が用いられており、それまでの統計資料における非農業世帯（農
地をまったく持たないか、0.04 エーカー以下の土地しか持たない世帯）のカテゴリー
が存在しない。しかしながら、土地の細分化が急速に進む事態に対応する形で、土地
をまったく持たない土地なし世帯と切り離して、新たなカテゴリーが設けられたと考
えられる。 
0.01～2.49 エーカーまでの所有規模の世帯を零細・小農と位置付けた場合、零細・
小農世帯は全世帯の大半を占め、さらに 2000 年（84.9％）から 2010 年（86.7％）に
かけて同世帯が占める割合は増加傾向にある。同期間における土地なし世帯に関して
は僅かな減少はみられるものの、土地なし世帯及び零細・小農を合わせた割合の推移
をみると 2000 年には 90.5％、2010 年には 91.3％となり、バングラデシュにおける土
地の零細化がどれほど深刻なものかがわかる（表３－４参照）。 
2010 年度家計収支調査の他に農村における世帯調査の資料としては、2008 年度農
業統計がある。同調査資料では 1983 年、1996 年、2008 年の各年の農村における農
業・土地なし世帯数が記録されている。表３－５に示されているように、2008 年度農
業統計によれば土地なし世帯数に増加傾向がみられる。1983 年に農村地域の土地なし
世帯は 119 万 8,000 世帯で、農村地域世帯数の 8.67％を構成した。その後土地なし世
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帯は 1996 年に 181 万 5,000 世帯（10.18％）、2008 年には 325 万 6,000 世帯（12.84％）
と増加していることがわかる140。 
 
   表３－４ 土地所有規模別農家構成（2000～2010 年）（単位：％）    
土地所有規模 2000 2005 2010 
土地なし 5.6 5.3 4.6 
0.01～0.49 60 55.2 60.5 
0.50～0.99 9.5 12.4 11.6 
1.00～2.49 15.4 17.6 14.6 
  零細・小農 84.9 85.2 86.7 
2.50～7.49         中農 8.1 8.7 7.6 
7.50～          大農 1.3 1.6 1.1 
      （出所）Bangladesh Bureau of Statistics [2010b], p.11 を参照に作成。 
 
表３－５ 農村部の土地なし世帯推移（1983～2008 年）    （単位：千、％） 
管区 
1983/4 年 1996 年 2008 年 
合計 土地なし世帯 割合 合計 土地なし世帯 割合 合計 土地なし世帯 割合 
Barisal 1,100 80 7 1,352 123 9 1,623 137 8 
Chittagong 2,686 130 5 3,174 236 7 4,307 475 11 
Dhaka 3,969 360 9 4,939 454 9 7,661 1,129 15 
Khulna 1,566 130 8 2,174 167 8 3,121 298 10 
Rajshahi 3,588 390 11 5,084 673 13 7,190 1,006 14 
Sylhet 909 108 12 1,106 161 15 1,453 211 15 
Bangladesh 13,818 1,198 9 17,828 1,815 10 25,355 3,256 13 
（出所）Bangladesh Bureau of Statistics [2008], p.19 を参照に作成。 
 
（３）農村調査にみる世帯別土地所有規模の推移 
農村経済の変動を追った詳細な研究調査をみることで、土地なし世帯の増加と土地
所有の細分化の進行を全国のレベルから地域のレベルに落とし込んで確認していきた
い。農村の調査における土地所有規模の移り変わりは、バングラデシュ全国規模の統
計資料でみてきた傾向と同様に、所有規模の零細化、土地なし世帯の増加がみられる。
例えば須田 [2010] は 1989 年と 2006 年に二つの異なる村（H 村、P 村）で農村調査
を行っているが、二つの村では 1989～2006 年にかけて土地なし世帯が倍増し、1 エ
ーカー未満の土地所有世帯も増加が確認されており、逆に 2 エーカー以上の土地所有
                                                   
140 Bangladesh Bureau of Statistics [2010a], p.19. 向井 [2003] によれば 1983～1996 年にかけて
の土地所有分布の変化をみると、0.50～2.49 エーカー、及び 0.01～0.49 エーカーの土地所有者が増
加している一方で、2.50 エーカー以上の土地所有者は減少傾向にある（向井 [2003]、81 頁）。 
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者は減少がみられる141。 
表３－６に示されているように、1989 年に H 村の全世帯数のなかで最も割合が高
い土地所有規模はそれぞれ 0.01～0.50 エーカーで、全世帯のうちの 29.8％を占めてい
た。0.01～2.00 エーカーの土地所有世帯を零細・小農世帯とした場合、零細・小農世
帯は全体の 70.2％にのぼる。また同年の土地なし世帯は全体の 13.1％で、零細・小農
世帯と合計すると 83.3％に達する。次に、2006 年における H 村の土地所有規模をみ
ると、0.01～2.00 エーカーが最も世帯数を占める土地所有規模となっており、32.8％
に増加した。零細・小農土地所有世帯の割合は 63.9％と 1989 年と比較して減少がみ
られるが、土地なし層が占める割合が 1989年の13.1％から27.7％へと倍増している。
零細・土地なし世帯と合計すると全体の 91.6％が土地なしを含む 2 エーカー以下の土
地しか所有していないことがわかる。 
同様に、P 村における土地所有規模の変遷をみてみよう。1989 年の時点で世帯数の
割合が最も高い土地所有規模は 0 エーカーの土地なし層で、全体の 24.4％を占める。
次に 0.01～0.50 エーカーの世帯数が多くなっており、22％を占めている。零細・小農
世帯は全体の 53.5％を構成しており、これに土地なし世帯も加えると 77.9％になる。
2006年になるとP村における零細・小農世帯が全体に占める割合は 53.5％から 45.6％
に減少し、土地なし世帯は全体の 49.2％を構成するようになる。つまり、土地なし世
帯を含む 2 エーカー以下の土地所有世帯は 94.8％になったことがわかる。このように、
土地の細分化は零細・小農土地所有世帯で急速に進んでおり、所有規模が小さい世帯
は時が経つに従い土地なし世帯へと容赦なく転化していっているのである。向井 
[2003] の農村調査においても土地零細化の事例がみられる。向井 [2003] は調査村の
世帯を三つのカテゴリ （ー都市高級職家族、農業家族、農村都市雑業家族）に分類し、
都市高級職家族の所有地面積を世代間で比較しているが、細分化傾向は同調査におい
ても確認することができる。 
 
 
 
 
                                                   
141 須田 [2010]、10～12 頁。藤田 [2005] が調査を行った二つの村においても土地なし世帯数が全
世帯数の約半数を占め、土地を所有している場合でも零細土地所有が大半を占めることがわかって
いる（藤田 [2005]、137 頁）。 
91 
 
表３－６ 農地の所有構造と経営構造（1989～2006 年） （単位：エーカー、％） 
農地所有面積（エーカー） 
H 村 P 村 
1989 年 2006 年 1989 年 2006 年 
0 
1.1 
(13.1) 
33 
（27.7） 
31 
(24.4) 
95 
(49.2) 
0.01～0.50 
25 
（29.8） 
39 
（32.8） 
29 
(22.8) 
36 
(18.7) 
0.51～1.00 
17 
（20.2） 
17 
（14.3） 
19 
(15.0) 
29 
(15.0) 
1.01～2.00 
6 
（7.1） 
20 
（16.8） 
20 
（15.7） 
23 
(11.9) 
2.01～3.00 6 
(7.1) 
6 
（5.0） 
14 
（11.0） 
5 
（2.6） 
3.01～5.00 2 
(2.4) 
4 
（3.4） 
10 
(7.9) 
3 
(1.6) 
5.01～7.50 
0 
（0.0） 
0 
（0.0） 
3 
(2.4) 
1 
(0.5) 
7.51～10.00 
0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
10.01～ 0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
1 
(0.8) 
1 
(0.5) 
合計 
84 
（100.0） 
119 
（100.0） 
127 
(100.0) 
193 
(100.0) 
人口 542 703 689 973 
（注）（1）「人口」を除く各欄の上段は世帯数。下段の括弧内の数字は各村の総世帯数に占める割合
（％）を示す。（2）人口には、国内及び海外への出稼ぎ中で、普段村内に滞在していない人も含まれ
る。（3）1989 年の H 村には、農地の所有と経営は共同で行っているが、家計は別だという 4 世帯（世
帯主は兄弟同士）がある。したがって、同年の H 村の世帯数は、家計単位では 87 世帯となる。 
（出所）須田 [2010]、11 頁、表 2 を抜粋。 
 
（４）土地所有制度と零細化 
a. 土地所有制度の変遷 
 なぜ土地なし・零細土地所有者が増加するのであろうか。人口増加が土地への人口
圧力を高め、土地の細分化に影響を与えてきたことは間違いないだろう。独立後、バ
ングラデシュの人口成長率は増加し続け、1970 年代後半には 2％台後半に達した。こ
れをピークに緩やかに低下を始め、1980 年代は 2％台前半で推移し、1980 年代後半
からようやく 2％を下回った。現在のところ、人口成長率は 1％前半におさまっている
ものの、人口自体は増加し続けている。1971 年に人口は約 7,000 万人だったが、1980
年には約 8,000 万人、1990 年には約 1 億 700 万人、2000 年には約 1 億 3,200 万人、
2012 年には 1 億 5,500 万人と、人口は独立後急激に増加していった142。1 ㎢あたりの
人口は 2013 年までに 1,200 人に到達し、バングラデシュは世界でも有数の人口過密
国の一つとして数えられている（図３－８参照）。 
 また、土地への人口圧力が強くなっていくなかで、イスラムの慣習もまた土地なし・
零細土地所有者の増加に関係しているといえる。土地の相続に関して、バングラデシ
                                                   
142 World Bank, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014 年 4 月 25
日 閲覧）． 
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ュではイスラムの習慣により父親の所有する土地はすべての息子たちに均等に分配さ
れる。娘の場合は息子の取り分の半分が分け与えられる。これにより土地の細分化が
進み、もはや相続する土地がなくなり、土地なしという状態の相続が行われているの
である143。 
これらに加えて、土地に関する法律による小作人の権利保護が不十分であることも、
土地なし・零細農民がうまれる原因として指摘することができる。現在のバングラデ
シュにあたるベンガル地方では、インド植民地政府が 1793 年に永代地税査定を制定
し、土地の権利が法律として定められた。永代地税査定は 1950 年に廃止され、同年に
東ベンガル国家土地収用・小作法が制定された。これにより永代借地権を持っていた
農民は自作農となり、農地の約 80％が自作農に、残りの 20％が刈分け小作によって耕
作されるようになった。土地所有の上限も 33.3 エーカーに制限されることとなった
144。バングラデシュ独立後には 1972 年に東ベンガル国家土地収用・小作法第 4 次改
正、また 1984 年には土地改正法が制定される。1972 年の改正では、東パキスタン期
に 125 エーカーに引き上げられた土地所有制限が再び 33.3 エーカーに戻された。し
かしながら、その当時の耕地面積の 95％以上が既に法定限度内にあったため、また一
般形態である刈分け小作制度についてなんの影響力を持たなかっことから、土地制度
改革といえるものではなかった145。続く 1984 年の土地改正では土地所有の上限は 20
エーカーに制限され、その他にも小作人の権利を保護することで小作人と地主の関係
の改善が試みられた。しかしながら土地制度改革の評価としては、刈分け小作料に関
してある程度の改善がみられたものの、土地改革に関しては実施体制が整わず、現在
にいたるまで土地の再配分は適切に行われていないのである146。 
 
                                                   
143 牧田 [2003]、163 頁。 
144 長田 [1992]、106 頁。 
145 同上、及び加賀谷・浜口 [1977]、336 頁。 
146 同上、106 頁、及び矢嶋 [2003]、94～95 頁。現在の土地所有の特徴は矢嶋 [2003] によって以
下のようにまとめられている（矢嶋 [2003]、94～95 頁より引用）。「①20 エーカー以上の土地を所
有する地主とその家族は、新たな農地の取得が禁止される。所有農地が 20 エーカーに満たない地主
とその家族は、合計 20 エーカーまで新規の農地を取得できる。新たに農地を取得し合計が 20 エー
カーを超える場合、相続や贈与で得た時を除き政府が無償で接収する。②他人名義で土地登記の禁
止。③既存屋敷地の接収禁止、土地なし農民および農業労働者に屋敷地として政府所有地支給。④
刈分け小作の契約期間を 5 年とし契約書を作成する。地主による一方的な小作契約解消の禁止。法
定小作料を、収穫のそれぞれ 3 分の 1 を地主と小作人が受け取り、残りの 3 分の 1 は農業投入材の
割合に応じて分配する。小作地の売却に際して既存の小作人に取得優先権がある。⑤刈分け小作、
完全使用権のある抵当、使用人、農業労働者以外の他人の耕作禁止。⑥農業賃金労働者の最低賃金
を 1 日米 3.25 ㎏かまたは同等の金額とする。⑦総所有農地が 8.3 エーカー未満の場合、地租の免
除」。 
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図３－８ 人口増加率と 1 ㎢当たりの人口数推移（1971～2013 年）  
（単位：左，人口密度＝人 右，人口増加率＝％） 
 
（出所）World Bank, Data, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014 年
9 月 8 日 閲覧）を参照に作成。 
 
b. 土地経営形態 
 バングラデシュの土地経営形態を自作農、自小作農、小作農に分類し、自作農家と
小作農家（自小作農家を含める）の全農家数に対する割合の推移をみると、1977～2008
年まで約 6 対 4 の比率で推移していることがわかる。自作農家数が僅かに増加してい
る理由として、矢嶋 [2003] は「…農家総数の増加にともない平均所有地面積が縮小
し、耕作農地面積が家族労働力でまかなえる規模になったことと、小作に出さず農業
労働者を雇い耕作する地主が増えたためである」147と説明している（表３－７参照）。 
2008 年度農業統計で土地経営状況を詳しくみてみよう。非農家を 0.04 エーカー以
下の農地を所有する層、農家を小農（0.05～2.49 エーカーを所有）、中農（2.50～2.49
エーカー）、大農（7.50 エーカー～）と区分すると、非農家の割合は約 47％、小農が
約 44％となり、これらが全農家の大半（約 91％）を構成する。ここでは非農家層と小
農層に焦点を当て、詳細をみていく。 
小農における自小作農の割合は約 40％となっており、また農業賃金労働者としての
収入が主である小農家は約 35％に達する。小農の自小作農は全体のその他の層も含め
た全自小作農の内の約 80％を構成し、小農層における一つの土地経営の特徴として指
摘できる。さらに、小農のなかで農業労働者として主な収入源を得ている農家数はそ
                                                   
147 矢嶋 [2003]、99 頁より引用。  
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の他の層も含めた同カテゴリーのなかで約 50％を占めている。次に、非農家にみられ
る土地経営形態をみてみると、小農にみられるように農業賃金労働者としての収入を
主な収入源としている非農家世帯の割合が高く、約 44％が同カテゴリーに相当する。
その他の特徴として、小作の割合が非常に高いことがあげられる。小作によって生計
をたてている世帯が非農家に最も多く、全体の約 87％がこの非農家に集中している148。 
須田 [2010] は農村調査において土地所有規模と実際の経営規模の比較を行ってい
る。調査年の 1989 年と 2006 年を比較すると土地所有規模の零細化が進んでいるこ
と、それと同時に農業経営面積が土地なし・零細土地所有層で拡大しており、これら
の層が農業経営主体へと変化していきていることが確認できる（表３－８参照）。須田
は [2010] 1989 年から 2006 年の間に生じた変化に関し、「農業経営規模の零細化は、
所有規模の零細化以上に激しく進行した。農地の貸借を通じて、農地の耕作権は全体
として大規模土地所有世帯から実質的な土地なし世帯、特に所有農地が 0.50 エーカー
以下の層へと転移している。その結果、上層農家の農業経営規模が所有規模より小さ
くなる一方で、多数の土地なし層が農地を借り入れて、零細農家になっている」149と
述べている。 
1989 年の所有面積と経営面積の差と、2006 年のそれを H 村と P 村を事例にみてい
く。1989 年に H 村の 3.01～5.00 エーカーの土地所有層は 6 世帯存在した150。この層
が所有する農地面積の合計は24.7エーカーであった。その内の経営面積を確認すると、
18.0 エーカーとなっている。2006 年の調査と比較すると、まず同土地所有層の世帯数
は 4 世帯に減少し、農地所有面積の合計は 16 エーカーとなった。農地面積に占める経
営面積は 3.6 エーカーとなり、1989 年までには 4 分の 3 程度であったものがおよそ 5
分の 1 の規模にまで縮小してしまった。次に 2.01~3.00 エーカーの土地所有層だが、
1989 年には 6 世帯がこの層にあてはまった。農地面積の合計 14.2 エーカーに対し、
経営面積は 10.4 エーカーであった。2006 年においてもこの層は 6 世帯で、農地面積
の合計 15.8 エーカーに対して経営面積は 3.1 エーカーにまで減少した。続いて 1.01～
2.00 エーカーの土地所有層に移ると、17 世帯がこの層に相当した。合計の農地所有面
                                                   
148 Bangladesh Bureau of Statistics [2010b], p.51. 
149 須田 [2010]、13 頁より引用。 
150 当時の最大の農地所有面積は 5.01～7.50 エーカー層である。H 村の 2 世帯がこの層にあてはま
り、合計で 12 エーカーを所有していた。この層の所有面積中の経営面積は 8.7 エーカーであった。
それが 2006 年の調査では 5.01～7.50 エーカーの所有者はいなくなってしまったため、比較の対象
から省き、二番目に大きい層から説明することとした（同上書、13 頁）。 
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積は 23.7 エーカーでその内の経営面積は 26.2 エーカーであった。1989 年当時、この
層は農地を借り入れ、農地所有面積以上の経営を行っていたことが推測される。しか
しながら、2006 年の調査では 20 世帯に増加し、農地所有面積の合計は 28.3 エーカー
となり、その内の経営面積は 18.1 エーカーにまで減少した。ここから 1989 年から
2006 年にかけて 1.01～2.00 エーカー層が所有農地を下層に貸し出す側へと変化した
ことがわかる。同様の傾向は 0.51～1.00 エーカーにも言える。しかしながら、それ以
下の層である 0.01～0.50 エーカー、0 エーカ （ー土地なし）層は異なった傾向をもつ。
まず他の層では見られないほど世帯数が増加し、0.01～0.50 エーカー層は 1989 年の
25 世帯から 39 世帯へとなり、また土地なし層は同時期に 11 世帯から 33 世帯へと増
した。次に農地所有面積の合計よりも経営面積が上回るのも特徴だ。1989 年における
0.01～0.50 エーカー層の合計農地所有面積と経営面積は 6.5 エーカーに対して 9.8 エ
ーカーであったが、2006 年では 8.9 エーカーに対して 19.0 エーカーと、その比率は
倍に達した。同じように土地なし所有層の経営面積は 1989年の 2.0エーカーから 2006
年には 8.2 エーカーに増加した。 
 同様に、P 村での農地所有面積と経営面積の推移をみていく。1989 年に最も多くの
農地を所有していたのは 10.01～エーカー層だ。一世帯がこの層にあたり、所有農地の
総面積は 13.3 エーカーでその内の経営面積は 8.2 エーカーであった。2006 の調査に
よれば世帯数に変化はなかったが所有農地面積は 12.0 エーカーとなり、経営面積はそ
の内の半分の 6.6 エーカーまで縮小した。次に、5.01～7.50 エーカーの農地を所有す
る層だが、1989 年には 3 世帯が存在し、18.7～11.3 エーカーの総農地所有面積に占め
る経営面積は 11.3 エーカーであった。2006 年になると同層の世帯は 1 世帯となり、
総農地所有面積が 7.2 エーカーの内経営面積の割合は 0.2 エーカーまで減少をみせた。
5.01～7.50 エーカー層以下の層、すなわち 3.01～5.00 エーカー層、2.01～3.00 エーカ
ー層、そして 1.01～2.00 エーカー層にも同様の傾向がみられる。しかしながら、0.51
～1.00 エーカー層では 1989～2006 年にかけて農地所有面積と経営面積の逆転が確認
できる。1989 年では同層には 19 世帯存在し、農地面積の合計は 13.3 エーカーだった
のに対して経営面積はそれを上回る 17.1 エーカーであった。2006 年になると 29 世帯
に増加し所有面積は 20.9 エーカーとなったが、それに対して経営面積は 16.9 エーカ
ーと所有面積を下回った。ここから 0.51～1.00 エーカー層が農地を貸し出す側に移行
したということがわかる。それ以下の層、つまり 0.01～0.50 エーカーや 0（土地なし
層）エーカー層は所有面積に対して経営面積の割合が高い。特に土地なし層の経営面
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積の増加は顕著で、1989 年には 31 世帯で 11.0 エーカーであったものが 2006 年には
95 世帯で 20.5 エーカーにまで増加した。 
H 村と P 村における農業の主体の推移に注目すると、H 村では 1989 年に主な農業
の担い手は 1.01～2.00 エーカー層で全体の 28.5％の農地を経営していた。次に規模が
大きいのは 3.01～5.00 エーカー層で 19.6％、0.51～1.00 エーカーの層が 18.3％と続
く。そのような農業経営主体は 2006 年では 0.01～0.50 エーカー層へと移行し、全体
の 29.2％を構成している。続いて 1.01～2.00 エーカー層が 27.9％、0.51～1.00 エー
カー層が 19.8％となっており、農業経営の担い手がますます下層へと移行しているこ
とが確認できる。他方、P 村では農業生産の中心であった 3.01～5.00 エーカーの層か
ら土地なし世帯へと移って行った。3.01～5.00 エーカー層は 1989 年に全階層内で最
大の 19％の農地経営を行っていた。次に 1.01～2.00 エーカーの 17.5％、2.01～3.00
エーカーの 17.1％が続いた。それが 2006 年には 0 エーカー土地なし層が最も規模の
大きい 22.5％を経営するようになり、次に 1.01～2.00 エーカーが 20.8％、0.51～1.00
エーカーが 18.5％と移行した。H 村と同様、農業の主体となる階層が土地所有面積の
小さい世帯へと移っていくのがわかる。その結果、H 村では全部で 33 世帯ある土地な
し世帯の 16 世帯が小作農家となり、H 村では 95 世帯のうち 68 世帯が小作農家とな
った。H 村では 2.00 エーカーを超える 10 世帯の農地所有世帯のうち 6 世帯がもはや
農地のほとんどを貸出し、このように「在来地主化」151する傾向がみられる。 
このように、バングラデシュにおいてはそのほとんどの農家が非農家層、または小
農に分類されその土地所有規模は極めて零細である。従って、所有農地から十分に生
活の糧が得られないこれらの層は、自ら小作として農地を借り入れるか、農業賃金労
働者として働くことで収入を補填しているのである。 
 
表３－７ 土地経営形態の変化（1977～2008 年）  （単位：左，万 右， ％） 
 1977 1983 1996 2008 
自作農家数 364.6 58.2% 623.9 62.5% 725 61.4% 1,873.5 65.2% 
小作農家数 261 41.7% 373 37.4% 454.8 38.5% 996.1 34.7% 
（出所）1977～1996 年は矢嶋 [2003]、100 頁、及び 2008 年は Bangladesh Bureau of Statistics 
[2008]，p.82 を参照に作成。小作農家のほとんどが農地を所有していることに留意。 
 
 
                                                   
151 須田 [2010]、14 頁。 
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表３－８ 農地の所有構造と経営構造（1989～2006 年）    （単位：エーカー、％） 
農地所有面積
（エーカー） 
H 村 P 村 
1989 年 2006 年 1989 年 2006 年 
所有面積 経営面積 所有面積 経営面積 所有面積 経営面積 所有面積 経営面積 
0 
0.0 
(0.0) 
2.0
（2.2） 
0.0 
(0.0) 
8.2 
(12.7) 
0.0 
(0.0) 
11.0     
(7.6) 
0.0 
(0.0) 
20.5 
(22.5) 
0.01～0.50 
6.5
（7.0） 
9.8
（10.7） 
8.9 
(10.9) 
19.0 
(29.2) 
7.1 
(4.6) 
19.2 
(13.3) 
9.8 
(8.9) 
16.3 
(17.9) 
0.51～1.00 
12.4
（13.2） 
16.9
（18.3） 
12.2 
(15.0) 
12.9 
(19.8) 
13.3 
(8.7) 
17.1 
(11.8) 
20.9 
(19.1) 
16.9 
(18.5) 
1.01～2.00 
23.7
（25.3） 
26.2
（28.5） 
28.3 
（34.7） 
18.1 
(27.9) 
28.5 
(18.5) 
25.3 
(17.5) 
35.5 
(32.4) 
19.0 
(20.8) 
2.01～3.00 
14.2 
(15.2) 
10.4
（11.3） 
15.8
（19.3） 
3.1  
（4.8） 
35.5 
(23.1) 
24.7 
(17.1) 
11.6 
(10.6) 
6.0 
(6.6) 
3.01～5.00 
24.7 
(26.4) 
18.0
（19.6） 
16.4 
(20.1) 
3.6 
(5.5) 
37.4 
(24.3) 
27.5 
(19.0) 
12.6 
(11.5) 
5.8 
(6.4) 
5.01～7.50 
12.0
（12.8） 
8.7
（9.5） 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
18.7 
(12.1) 
11.3 
(7.8) 
7.2 
(6.6) 
0.2 
(0.2) 
7.51～10.00 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
10.01～ 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
0.0 
(0.0) 
13.3 
(8.6) 
8.2 
(5.7) 
12.0 
(10.9) 
6.6 
(7.2) 
合計 
93.6
（100.0） 
92.0
（100.0） 
81.7 
(100.0) 
65.0 
(100.0) 
153.6 
(100.0) 
144.3 
(100.0) 
109.6 
(100.0) 
91.3 
(100.0) 
（注）各欄の上段は各農地所有階層の合計農地面積（エーカー）、下段の括弧内の数字は総面積に占める
割合（％）を示す。 
（出所）須田 [2010]、13 頁、表 3 を抜粋。 
 
c. 地主と小作関係 
 バングラデシュの農家の大半は生活に十分な土地を所有しておらず、小作契約を結
んで農地を借り入れて農業を営む、あるいは農業賃金労働者として雇用を得て生活し
ている。2008 年において全農家数に占める小作・自小作農家の割合は約 35％となっ
ており、また自作、小作、自小作農家のなかで農業賃金労働によって主な収入を得て
いる農家は約 30％になる。 
ここからは、農業経営形態の中心となる小作に関して、バングラデシュにおけるそ
の構造を確認していきたい。それにより、なぜ土地なし・零細土地所有者が増加する
のか、という問いに対する一つの説明を試みる。土地なし・零細土地所有者の増加に
は、人口増化や土地相続の際の土地細分化が影響していることは確かであろう。しか
し、その他にも農村における地主と小作人の関係に、土地なし・零細土地所有者を再
生産する構造がみられる152。 
                                                   
152 バングラデシュの 1 ㎢当たりの人口は 1,188 人で、世界では 8 番目に人口密度が高い。バング
ラデシュは世界でも有数の人口過密国であり、人口の 88％が存在する農村地域では人口圧力の高
まりが確認されている（World Bank, Population Density -people per sq. km of land area-
〈http://www.worldbank.org/ 2014 年 6 月 17 日 閲覧〉、及び Bangladesh Bureau of Statistics 
[2010a], p.1）。 
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先に述べたように、土地に関連する法律による小作人の権利保護は限定的で、小作
人は地主や富農に対して非常に弱い立場に置かれている153。バングラデシュでは小作
による農地貸借において刈分け小作制が一般的にみられるが、地主は小作人と口頭で
契約を結び、地主の都合で小作人を解雇したり土地を没収したりすることができる。
刈分け小作制では収穫の半分が小作人の収入となるが、農業経営に必要とされる肥料
や種等の投入財は全て自分で揃えなければならず、それが可能な小作人が地主に好ま
れる傾向がある154。定額金納制の形態で契約が結ばれることもあるが、定額金納制に
関しても土地代の値上げやそれら投入財を揃えることができる小作人が優先され、地
主の判断で小作人の入れ替えなどが行われる155。このように、地主に対する小作人の
立場は弱く、零細農民は安定的に収入を得られる保証はない。収入がなければ生活の
ためには資産を売って資金を捻出しなければならない。土地を売らなければならなく
なった理由に、食料の購入が最も頻繁にあげられている156。 
 
d. 緑の革命と農村 
これまで述べてきたような構造のなかにみる緑の革命とは、どのようなものだろう
か。従来型の農業よりも生産に用いられる投入財にコストがかるため、土地なし・零
細土地所有者よりも資金に余裕があり、規模の経済を活かせる程の土地を所有してい
る層から緑の革命の技術が取り入れられていったことは確かであろう。つまり、緑の
革命で小作人を用い、利益を得たのは土地所有に比較的余裕がある層と位置付けるこ
とができる。小作人の中には投入財を準備するために土地を抵当にインフォーマル金
融から借金をし、農業を行うものもいるが、確認してきたように、小作人にとっては
不利に働く条件の中で利益を出すことは容易ではない。借金が返せなければ土地は没
収され、土地なし農民に転落する。このように、農村では零細土地所有者は常に土地
を失うリスクと隣合わせにあり、近い将来の土地なし農民予備軍を形成している。土
                                                   
153 藤田 [1993]、216 頁、及び矢嶋 [2003]、94～95 頁。 
154 Alam [1983], pp.115-116、及び p.125。農地貸借としては刈分け小作（ボルガ）と定額金納小作
（ボンドク、もしくはポシャニ）がみられ、後者の場合は農地の利用権を数年間借り入れ、借り手
が生産費用を負担するが粗収入も全て借り手が得る。1983 年から 1996 年にかけて刈分け小作と定
額金納小作の全農地面積に占める割合はそれぞれ 74％から 62％、26％から 38％になっている。な
お、全農地面積に占める貸借農地面積は同期間に 17％から 22％に増加している（向井 [2003]、82
頁）。 
155 Makita [2005], pp.36-37、及び Vylder [1982], p.119。 
156 Ahmad [2003], pp.111-116、及び Alam [1983], p.147。零細土地所有者は洪水等自然災害に際し
ても土地を失うことが確認されている（Ahmad [2003], pp.40-41）。 
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地なし層が生まれる度に富農層は農地の吸収を行う機会を得るのである157。 
 緑の革命による農業部門の雇用創出効果は既に限界に達したといえる。同時に、米
の生産量が需要を満たしたことで米価の上昇傾向は抑えられ、消費者としての恩恵は
得られるようになったが、これは生産者にとって収入の減少を意味する。農村におい
て農業から得られる賃金が限られている場合、生活の糧を得るために非農業部門にお
いて働かなければならなくなることは明らかである158。 
 
（５）非農業部門 
人口の増加と農地の零細化が急速に進むなか、みてきたように農村で大半を占める
土地なし・零細農民にとって農業は、小作や農業賃金労働など形態は異なるが未だに
大きな収入源であることは確かである。しかしながら、農業のみで生活に必要な収入
を確保することは困難になってきているといえる。 
GDP に占める各産業の構成比推移をみると、農業の低下、それに対する工業とサー
ビス業の増加傾向が確認できる。産業別労働者構成比においても同様の傾向があり、
農業における就業者は年々減少しており、その分工業とサービス業の就業者数が増加
している。独立後間もない 1972 年の GDP に占める農業の割合は 60％であったが、
2010 年には僅か 20％にまで減少し、残りの 80％はサービス業（約 50％）、工業（約
30％）によって占められている。1974 年時点では農業の就業者比率は 70％台後半で
                                                   
157 Makita [2005], pp.36-37. 
158 Zaman [2003], pp.261-262、及び Makita [2005], pp.53-54。緑の革命が農村経済に及ぼした影
響に関して、須田 [2010] は次のように的確にまとめている。「緑の革命がいったん普及してしまえ
ば、農業部門における労働力需要増大効果や所得増大効果は頭打ちになる。それでも人口は増え続
けるから、…土地なし層が急増し、失業状態が深刻化する」（須田 [2010]、21 頁より引用）。また向
井 [2003] の調査では 1971～97 年までに農村において農業就業に代わって非農業就業が増加して
いったことが述べられている（向井 [2003]、98 頁）。緑の革命の結果、農業の開発は限界に達して
いることを付け加える。1990 年以降、灌漑面積及び作付延べ面積の推移はほぼ横ばいに推移し、こ
れは耕作利用率の伸びを制限すると考えられる。また農地に限界があるにも関わらず 1980 年以降
には農地が他用途に転用される傾向が報告されている。水資源量に関しても表面水、並びに地下水
賦存量も乏しいと見積もられている。これらに加え、雨季と乾季の二毛作がバングラデシュで一般
化していったなかで、土地の栄養分が急激に減少しており、土地の疲弊が報告されている。バング
ラデシュにおける緑の革命で重要な役割を担った HYV 稲 IR8 の開発以降の単収を上回る種子は未
だ開発されていない（向井 [2003]、256～261 頁）。他方で、藤田 [2005] が「農村部では、農地細
分化・零細化が一層進む中でも、非常に集約的な生産性の高い農業が営まれ、同時に土地なし世帯、
零細農はもちろんのこと、大半の農村居住世帯が、もはや純粋な農業ではなく、農産物加工・流通
や農村消費財流通を含む雑多な農村内非農業セクターに生計の主な拠り所を移してしまうような状
況が広がっている。…基本的にはこうした構造変化が、1980 年代以降の主穀コメにおける『緑の革
命』を中心とする農業成長を基礎とし、それによって誘発されたものであるとの見方をとるのであ
る」と述べているように、緑の革命が農村に与えた影響を肯定的に捉える見方も存在する（藤田 
[2005]、33 頁より引用）。 
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あったが、2010 年には 50％を下回り、残りはサービス業（約 35％）と工業（約 28％）
によって埋められている。（図３－９、図３－１０参照）。   
GDP にみる農業部門の貢献度はサービスや工業のそれに劣るが、労働者構成比にお
いて農業部門が占める割合は未だに高い。しかし、農業部門では確認してきたように
土地所有の零細化が進んでおり、非農業部門就業者が年々増加しているのである。例
えば Hossain et al. [2010] が 1988 年、1995 年に行った農村の収入源調査では、1988
～1995 年にかけて非農業部門における収入が増加していることがわかる。1988 年に
対象地域の 65％の人々は農業を主な収入源としていたが、1996 年に同数値は 55％に
減少し、同期間に非農業部門を主な収入源と答えた人々は 34％から 44％に上昇して
いる159。非農業部門の就業先としては地域や貧富の差によって違いはあるものの、村
や市場での露天商や行商、建設業やリキシャ引き、そして近郊都市への出稼ぎや海外
出稼ぎ、加工工場や縫製工場等があげられる。図３－１１に示されているように、年々
職を求めて都市へ流入する農民が増加していることがうかがえる。 
非農業部門への就業者増加は須田 [2010] や向井 [2003] の農村調査においても確
認できる傾向である。須田 [2010] の調査村 H 村では 1989 年から 2006 年にかけて
非農業者の割合が 63.2％から 74.8％に、農業就業者が 36.8％から 25.2％に減少し、P
村では同期間に非農業就業者は 35.4 から 59.7％に増加した。須田 [2010] の調査では
非農業就業先として特に海外出稼ぎや国内出稼ぎが目立ち、国内出稼ぎに関しては縫
製工場に勤める者が急増していることが確認された160。このよう農村における就業構
造は大きく変化している。農村における人口圧力の上昇によって農民が農業のみで生
計を立てることが困難となってきており、非農業部門就業者が増加傾向にあることが
わかる（表３－９参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
159 Hossain et al. [2000], pp.4630-4632。 
160 須田 [2010]、17～18 頁。 
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図３－９ 産業別 GDP 構成比の推移（1972～2010 年）      （単位：％） 
 
（出所）日本貿易振興機構・アジア経済研究所、アジア動向データベース
（http://www.ide.go.jp/Japanese/ 2014 年 5 月 20 日 閲覧）を参照に作成。 
 
図３－１０ 産業別就業者構成比の推移（1974～2010 年）     （単位：％） 
 
（出所）1974、1981 年は ILO, LABORSTA（http://www.ilo.org/global/lang--en/index.htm 2014 年 5
月 20 日 閲覧）、1985～2005 年は World Bank, World Development Indicators
（http://www.worldbank.org/ 2014 年 5 月 20 日 閲覧）、2010 年は Ministry of Finance [2012], p.32
を参照に作成。 
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図３－１１ 農村部・都市部人口推移（1971～2012 年） 
（単位：左，100 万人 右，％） 
 
（出所）World Bank, World Development Indicators （http://www.worldbank.org/ 2014 年 6 月 3 日 
閲覧）を参照に作成。 
 
表３－９ 就業者の主な職業（1989～2006 年）        （単位：人、％） 
主な職業 
H 村 P 村 
1989 年 2006 年 1989 年 2006 年 
農
業 
自営農業のみ 36(28.8) 41(16.9) 60(31.7) 51(16.3) 
地代生活のみ 1(0.8) 0(0.0) 2(1.1) 0(0.0) 
日
雇
農
業
労
働 
自営農業＋日雇農業 7(5.6) 15(6.2) 53(28.0) 63(20.1) 
自雇農業労働のみ 2(1.6) 5(2.1) 2(1.1) 7(2.2) 
耕起サービス 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 2(0.6) 
ＳＴＷ、ＤＴＷ（灌漑用水売り商売） 0(0.0) 0(0.0) 5(2.6) 3(1.0) 
非
農
業 
農業（小計） 46(36.8) 61(25.2) 122(64.6) 126(40.3) 
給
与
所
得 
公務員 
通勤 11(8.8) 9(3.7) 2(1.1) 3(1.0) 
出稼ぎ 7(5.6) 5(2.1) 3(1.6) 4(1.3) 
私企業・小工場・商
店・ＮＧＯ等での務め 
通勤 8(6.4) 31(12.8) 1(0.5) 8(2.6) 
出稼ぎ 4(3.2) 10(4.1） 9(4.8) 53(16.9) 
商売（自営） 19(15.2) 31(12.8) 22(11.6) 22(7.0) 
建設労働（大工、鉄筋工） 22(17.6) 22(9.1) 0(0.0) 1(0.3) 
リキシャ－引き 2(1.6) 3（1.2） 8(4.2) 25(8.0) 
海外出稼ぎ 2(1.6) 45(18.6) 1(0.5) 39(12.5) 
オート・リキシャ－など動力付き運輸業 0(0.0) 4(1.7) 0(0.0) 4(1.3) 
家事手伝い 0(0.0) 3(1.2) 0(0.0) 14(4.5) 
物乞い 0(0.0) 0(0.0) 4(2.1) 3(1.0) 
その他 4(3.2) 18(7.4) 17(9.0) 11(3.5) 
非農業小計 79(63.2） 181(74.8) 67(35.4) 187(59.7) 
 合計 125(100.0) 242(100.0) 189(100.0) 313(100.0) 
（注）（1）各欄の上段は、おもにその職業に就業する人の数、下段の括弧内の数字は就業者総数に占める
割合（％）を示す。（2）建設労働の大工は、家の設計やレンガ・コンクリート・泥などで家をつくる仕事
を行う。鉄筋工は、家を作るとき、支えとなる鉄筋を整形したり組み立てたりする職人である。（3）「家
事手伝い」には、村内の自宅に住みながら近所の家の家事や敷地内での農作業を手伝ってお金や米などを
もらう人と、ダッカ市等の都市で住み込みあるいは通いのメイドとして働いている人が含まれる。ほとん
どは女性である。（4）ここに挙げた職業は、就業者のおもな職業であり、副業は含まれていない。副業を
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営む人も多いが、もっとも多いのは、「リキシャ－引き」や「商売」、「建設労働」などを主業としながら
農業（自営および日雇労働）を副業として営む人である。（5）「自営農業＋日雇農業労働」には、おもに
自営農業に携わって副業的に日雇農業労働を行う人と、おもに日雇農業労働に携わりながら、副業的に自
営農業に携わる人の両方が含まれる。（6）「その他」は、医者、竹細工師、家庭教師などである。 
（出所）須田 [2010]、17 頁、表 6 を抜粋。 
 
 
おわりに 
 
 かつて高度な織物技術と多様な農作物の生産地として繁栄したベンガル地方は英領
インド時代、東パキスタン時代を通してジュートを中心とした原材料供給地と化した。
僅かに立地していた産業も、東パキスタン独立を境に西パキスタンに接収され、バン
グラデシュは独立後文字通りゼロからのスタート、独立戦争のダメージを考えればむ
しろマイナスから国造りを行わなければならなかった。政策の一環として重要項目に
掲げられた食糧増産は、乾季灌漑設備と HYV 品種、肥料投入によって実を結び、バン
グラデシュは 1990 年代後半に食糧自給を達成する。これがバングラデシュの緑の革
命であった。ベンガル地方の農業がようやく同地方の経済、つまりバングラデシュ経
済に組み込まれるようになったことを意味する。 
緑の革命によって農地の拡大と農業の効率化は限界を迎えた。緑の革命よって農業
部門に雇用が創出されてきたことは確かだが、人口増加とそれに伴う土地の細分化に
よって、農業だけで生活に必要な収入得ることは難しくなってしまった。バングラデ
シュの農村では土地なし・零細農民が増加している。0.01～2.49 エーカーの土地を所
有する零細・小農世帯は全体の約 87％を占め、バングラデシュの農民のほとんどが零
細・小農世帯なのである。5～6 人の平均的家計が農業で生活をするためには、平均で
2.5 エーカーを必要とするため、バングラデシュ農民のほとんどが農業で生計を立てら
れないことになる。そのため、非農業就業が多くみられるようになり、余剰人口の一
部は収入を確保するためにサービス部門・工業部門に就くことになる。バングラデシ
ュにおいて国内・海外出稼ぎは頻繁にみられ、特に高収入が見込めることから、バン
グラデシュから中東産油国への海外出稼ぎを行う者が多い。他方、国内においては余
剰人口を吸収する産業セクターとして、近年衣類製品の輸出で注目を浴びているバン
グラデシュの縫製産業があげられる。 
本章では独立後から現在に至るまでの農業と農村の変遷に関して、緑の革命の過程
に焦点をあて、最終的に農村にたらされた影響に触れるところまでを範囲とした。本
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章で行った農業、農村に関する考察を、バングラデシュ経済の構造を分析するうえで
の土台としたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
105 
 
第４章 バングラデシュ縫製産業の実態 
 
 
 
 
はじめに 
 
バングラデシュの経済成長率は 2000 年代に入ってから 6％台を維持し、今後も同レ
ベルの成長が予想されている。バングラデシュは BRICs に続く新興経済国として世界
の注目を集め、ゴールドマン・サックス（Goldman Sachs）には NEXT11、またマッ
キンゼ （ーMcKinsey）には Fronteer5 と称され、有望な投資国の一つとして位置付け
られている161。 
バングラデシュの経済を支えるのは、GDP のおよそ 11％に相当する海外送金流入
と、全輸出の約 81％、GDP の約 19％を占める衣類製品輸出である162。特に国内経済
成長の機動力としては縫製産業の存在が非常に大きく、外貨のほとんどは衣類製品に
よってもたらされる163。世界貿易機関（WTO : World Trade Organization）の 2013
年度世界衣類輸出ランクによれば、バングラデシュは中国、イタリアに次ぐ世界第 3
位の座にあり、欧州、アメリカを主な輸出先として、衣類製品の一大生産拠点を成し
ている164。 
世界市場に求められる安価な衣服の生産基地として位置付けられたバングラデシュ
にとって、縫製産業は同国の経済構造上どのような意味を持つのか。バングラデシュ
                                                   
161 Willson and Stupnytska [2007], p.2、及び Mowat and Gordon [2007], p.3。 
162 海外送金と衣類製品輸出額に関しては Bangladesh Bank, Balance of Payments [Annual data]
（http://www.bangladesh-bank.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照。2013 年度の GDP
（1,298 億 5,660 万 5,445 ドル）は World Bank, Data, World Development Indicators
（http://www.worldbank.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照。 
163 山形 [2013] によれば、「広義の繊維産業には、綿花、羊毛、といった天然繊維および人口繊維
から糸を生産する紡績、糸を織ることにより布を生産する織布、糸を編むことによってニット布を
生産する編み立て、糸や布に染色、布に刺繍を施す刺繍、そして布から（または糸から直接）衣類
を生産する縫製といった工程を含む。狭義の繊維産業は、広義の繊維産業から縫製を除いた全ての
生産工程をその範疇とする…」としている（山形 [2013]、2 頁より引用）。本章においては、ここ
で述べられている狭義の繊維産業を用いるが、産業の歴史的概略の説明を行う都合上においては広
義の繊維産業を用いることとする。また、衣類製品はアパレル製品と表現されることがあるが、本
章では衣類製品にて統一する。縫製産業で生産される製品を衣類製品とすることを補足として付け
加えておく。 
164 WTO, International Trade and Market Access Data（http://www.wto.org/ 2014 年 8 月 1 日 
閲覧）． 
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の衣類製品輸出に関わる外部要因として、衣類製品に関わる国際協定がもたらした影
響は非常に大きいといえる。国際協定の枠のなかで利益の最大化を試みる多国籍企業
の生産地移転の変遷と、それによる世界規模のサプライチェーンの変化に触れる。 
次に、内部要因、つまり国内における縫製産業の成り立ちに関わる重要な要素を確
認する。第一に、韓国企業大宇とデシュ（Desh Garments）社のマーケティング協定
に基づいた事業の開始、そしてデシュ社社員による技術移転が行われたことが重要と
なる。第二に、政府によって設けられた、縫製工程にて用いられる機器関税免除制度、
見返り信用状制度、並びに保税倉庫制度による産業のバックアップが縫製産業の拡大
に寄与したといえる。 
本章では最終的に、バングラデシュ製造業の根幹をなす縫製産業は、輸入原料に依
存する形で、世界のアパレルサプライチェーンにおける組み立て工程に特化し、女性
中心の低賃金労働を利用した労働集約型かつ低付加価値製品の生産にのみ競争優位性
を持つことを析出する。 
 
 
第１節 国際協定の変遷と多国籍企業の展開 
 
（１）繊維産業の変遷と国際協定 
 第二次世界大戦後、1950 年代に繊維産業で頭角を現したのは日本であった。日本か
ら輸出される繊維関連製品に自国繊維産業の衰退を危惧したアメリカは、日本に対し
て輸出自主規制（VER : Voluntary Export Restraint）を促した。1960 年代から日本
における繊維関連製品の貿易シェアはしだいに減少し、日本に代わって香港、韓国、
台湾といったアジアの新興工業経済が繊維産業をリードしていくようになった。アジ
ア各国から綿製品の輸出が拡大するなか、関税と貿易に関する一般協定（GATT : 
General Agreement on Tariffs and Trade）は、1961 年には短期取極（STA : Short-
Term Arrangement）、そして 1962 年には長期取極（LTA : Long-Term Arrangement）
を発効した。こうして、アメリカはアジアから流入する綿製品に制限をかけることが
可能となった165。 
 綿製品を中心とした輸入制限が行われるようになったことから、アジアの繊維関連
                                                   
165 JETRO [2004]、1 頁、及びリボリ[2007]、182~185 頁。 
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製品輸出国は化学繊維へと生産をシフトさせていった。1960～1970 年代初めにかけ
て、化学繊維の輸入量が拡大したことに伴い、アメリカは LTA に化学繊維を含む対象
品目の拡大を要求するようになる。アメリカのこのような動きにより、今度はヨーロ
ッパでアジア諸国からの繊維製品輸入が急増し、ヨーロッパにおいても自国産業保護
の声が高まりをみせた166。 
 このようななか、1973 年に LTA を引き継ぐ形で MFA が締結され、輸入制限の対象
には化学繊維製品も加えられた。同取極は翌年発効し、度重なる更新を経て 2000 年代
まで継続する。MFA による輸入数量制限（数量割当）は、1995 年に制定された繊維
及び繊維製品に関する協定（ATC : Agreement on Textile and Clothing）によって漸
進的に自由化へ向かうこととなる。これは 1995 年に WTO が設立されたこと、またア
メリカ、ヨーロッパの国益を優先した明らかな貿易障壁への批判が高まりをみせてい
たことから、国内産業の保護ばかりに重点を置いた政策を取ることが困難となったた
めである。ATC によって 2005 年を目途に輸入数量制限は撤廃されることとなった167。
2005 年 1 月をもって輸入量制限が撤廃されると、まず中国とインドの繊維製品輸出が
急激な伸びをみせた。中国産製品の大量流入に対処するべく、アメリカとカナダは撤
廃から一年も経たない内にセーフガードを発動させ、同様に欧州連合（EU : European 
Union）も中国に自主規制を促し、緩やかな協定を結んだ。どちらも失効を 2008 年と
定め、MFA 撤廃後も実質的に輸入量制限を継続させたのであった168（表４－1 参照）。 
 
    表４－１ 繊維産業に関連する主な国際協定年表 
年 事項 
1961 STA の発効。 
1962 LTA の発効。 
1974 MFA の発効。 
1995 ATC 発効。 
2005 
アメリカ・カナダは中国に対してセーフガードを発動、 
EU は中国に対して輸出自主規制を促す協定を締結。 
    （出所）JETRO [2004]、1～3 頁、及び山形 [2013]、6～9 頁を参照に作成。 
 
                                                   
166 JETRO [2004]、1~2 頁、及びリボリ[2007]、186 頁。 
167 JETRO [2004]、2~3 頁、リボリ [2007]、186~188 頁、及び Nordås [2004], p.13。先進国諸国、
具体的にはアメリカ、カナダ、EU、ノルウェーは MFA から ATC 体制に移行し、10 年の間に計画
された四段階のステップを経て数量割当を廃止することとした（Nordås [2004], pp.13-15）。このよ
うに、繊維貿易は MFA という独自のルールではなく、GATT 規律下に置かれるよう、統合が図ら
れた（JETRO [2004]、2 頁）。 
168 山形 [2013]、8 頁。  
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（２）低賃金労働の獲得 
マルクスが述べるように、資本の蓄積を実現するためにはそれに足りる十分な労働
力を常に供給しなければならない。産業予備軍と呼ばれる労働者こそが資本の蓄積と
再生産に必要不可欠な要素であり、18 世紀初めにイギリスにおいて産業資本が運動
を開始してからこの事実に変化はない。資本の再生産を可能とする労働者が市場に組
み込まれた事例を示すのであれば、ここ数十年では一つに中国、そしてもう一つに中
央・東ヨーロッパの共産主義諸国市場が資本主義体制へ統合されたことがあげられる
だろう169。先進国では賃金が高くついてしまう単純かつ労働集約的工程を、途上国に
存在する豊富な低賃金労働者で代替を図る生産拠点の配置転換は、先進国資本や新興
工業国資によって行われてきた。1950～1960 年代にかけて、繊維製品生産拠点は日
本であった。その後 1960 年代から繊維製品生産拠点は香港、韓国、台湾等のアジア
の新興工業国へと移行を開始した。1980 年代は主に中国そして東南アジアへと移動
し、1990 年代になると南アメリカや南アジア諸国へと生産拠点は移され、これらの
国々からの繊維製品輸出が顕著となった170。 
 
（３）アジア資本多国籍企業の展開 
 1970～1980 年代後半、日本に代わって繊維衣類製品の代表的な輸出国となったの
は香港、台湾、韓国であった。しかし、1985 年のプラザ合意によって対ドル通貨が切
り上げられたこと、また繊維協定により繊維衣類製品の輸出に上限が設けられたこと
により、これら 3 カ国の競争力は削がれてしまうこととなった。この危機に際して香
港、台湾、韓国の生産者は 1980 年後半～1990 年代初めにかけて拠点を輸出割当に余
裕がある途上国に移転し、欧米バイヤーの注文を海外の工場で生産するという構造転
換に踏み切った。この頃までに当初は労働集約型単純労働工程を担っていた香港、台
湾、韓国のなかには欧米バイヤーから学び、デザインから生産、販売まで自国内で手
掛けるように形態を変化させる企業が誕生した。これらの国々の企業は労働集約的な
工程をその他の途上国に移転することで自国に知識集約部門を確保し、競争優位性を
高めることに成功したのである171。香港、台湾は中国と東南アジアを中心に工場の移
転を行い、韓国は南米、東南アジア、南アジアに進出していった172。こうして、これ
                                                   
169 Harvey [2010], p.58. 
170 Gereffi [1999], p.49. 
171 Gereffi and Memedovic [2003], pp.11-14. 
172 Gereffi [1999], pp.60-61. 香港は 1978 年に中国の市場が開放されて以来同国に工場移転を開始
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まで香港、台湾、韓国で生産されていた製品は、新たな生産基地となった国々におい
て完成品に仕上げられ、欧米に輸出されることで一連の工程が閉じるという、新たな
サイクルが生まれた。 
 
（４）西ヨーロッパ諸国とアメリカ 
西ヨーロッパ諸国、及びアメリカはそれぞれ近隣諸国へも安価な労働力を求め、時
代に応じて生産拠点を移動させてきた。西ヨーロッパ諸国は 1970 年代に南ヨーロッ
パ、特にポルトガル、ギリシャ、スペインへと生産地を移転させた。1970 年代後半か
ら 1980 年代初頭にかけては中央ヨーロッパから、また 1990 年代中盤までには東ヨー
ロッパや地中海諸国へと移設が進んだ。ソ連社会主義体制の崩壊により 1989 年以降
西ヨーロッパ諸国による旧社会主義体制国への生産地移転は加速化していった。また
ヨーロッパの制度的枠組みとして、外部加工貿易への関税優遇策は地域内の衣類製品
貿易を促し、生産拠点の再配置を後押ししたのであった173。 
アメリカにおける衣類製品の海外委託先は1980～2000年代にかけて変化をみせる。
アメリカへの主要衣類製品輸出国は香港、台湾、韓国、中国であったが、1986～1996
年にかけて香港、台湾、韓国からの輸出は減少し、主要輸出国としては中国のみその
地位を維持することとなった。また同期間に生じた変化として、アメリカへの衣類輸
出国が多様化するようになり、地域としては東南アジア、南アジア、中央アメリカ、
カリブ海諸国が参加をみせた。特にメキシコやドミニカ共和国、ホンジュラス、バン
グラデシュからの輸出が伸び始めた174。1990 年～2000 年代かけてはメキシコが中国
と同様にアメリカの主要輸出国に踊り出るが、これは 1994 年の北米自由貿易協定
（NAFTA : the North American Free Trade Agreement）の制度的枠組みが後押し、
アメリカが衣類生産拠点を移動させた結果だといえる175。また 2000 年代以降は 2001
年に中国が WTO に加盟したこと、2005 年の繊維協定撤廃が影響し、西ヨーロッパ諸
国もアメリカも中国への生産拠点を移動させる、ないし中国以外のアジア諸国東南ア
                                                   
し、1990 年代初めにかけて移転を加速化していった。韓国は輸出割当に余裕がある国を狙い南米
や東南アジア、南アジア諸国に向かった。カリブ海諸国はアメリカへの市場アクセスの良さから、
また東南アジアや南アジアに関しては賃金の安さが利点となり、韓国はこれらの地域に進出して行
った（Gereffi [2003], pp.15-16）。また香港、台湾、韓国のこの変化は CMT（Cutting, Making, 
Trimming）から OBM（Original Brand-Name Manufacturing）への移行と捉えられるものであ
る。アパレル産業の工程分類に関しては後述する。 
173 Pickles and Smith [2011], pp.171-172.  
174 Gereffi [1999], pp.65-66. 
175 Gereffi and Memedovic [2003], pp.19-20. 
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ジア、南アジアへの生産拠点移転も加速した。 
このように生産過程の一工程を近隣地域ないし諸国に移動することはなにも新しい
現象ではないが、1990 年代以降に生じた海外生産拠点移設はそれまでと比較して種類
の異なるものであるといえる。1990 年代に入り、情報技術（IT : Information 
Technology）が生産管理に用いられるようになったことによりもたらされた変化は大
きい。IT の導入によって生産から販売に至るあらゆる過程をより効率的に一括して管
理できるようになり、流行に即座に対応することが可能となった。これにより地理的
に生産地が拡散していても生産工程管理上のコストはこれまで以上に削減され、「（企
業にとって）『エルサルバドルで生産するのもノースカロライナ州で生産するのも、労
働者のコストを除けば違いはまるでない』」176こととなったのである。新技術に投資で
きる企業は益々拡大し、効率化した競争力のある製品を今までにないスピードで市場
に供給するようになっていった177。 
 
 
第２節 バングラデシュの縫製産業 
 
（１）技術移転 
 MFA は、アメリカ、ヨーロッパを中心とした先進諸国が、主にアジアから流入す
る繊維関連製品に輸入制限をかけることを目的としていた。1960 年代は日本、1970
年代には香港、韓国、台湾、そして 1990 年代には中国といったように、時代によっ
て移り変わる主要生産国からの製品輸入量はこれにより抑制を受けたが、バングラデ
シュのような、振り分けられた輸入数量枠に実際の生産量と比較してかなりの余裕が
ある国は、MFA によって一定の輸出が保証されたのであった178。 
1990 年代にアメリカ国内で繊維産業保護の声が分裂し始めると、衣類製品小売業
者は団結し、ロビー活動を通して政府に MFA 撤廃による衣類製品の貿易自由化を求
めるようになった179。1990 年代を通して、小売業界は国内下請け会社ではなく海外
                                                   
176 Collines [2003], p41 より引用。（）内は筆者挿入。 
177 Ibid., pp.40-41. 
178 リボリ [2007], 221 頁。この割当により、バングラデシュはアメリカとカナダに対して輸出を拡
大することができたのだが、両国から無関税の認可は得られなかった。無関税による恩恵を受ける
ことができたのは EU に対する貿易で、それによりバングラデシュは同地域に対して繊維関連製品
の輸出を伸ばすことに成功した。 
179 同上書、198～199 頁。 
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からの調達を拡大し始めた180。他方、韓国、香港、台湾の企業は自国に割り当てられ
ている以上に輸出を行うため、バングラデシュをはじめとする割当上限までにまだ余
裕のある途上国へと生産拠点の配置転換を開始した181。衣類製品のバイヤーと生産者
がバングラデシュ等の新たな生産拠点でお互いの利益になる接合点を見出したのであ
る。 
 デシュ社は縫製産業の先駆的企業として 1979 年に韓国企業、大宇との技術及びマ
ーケティング協定を結び、操業を開始した。デシュ社は 120 名の従業員を韓国に送り、
大宇において主に男性用シャツの生産に関わる技術訓練を受けさせた。1980 年、デシ
ュ社はバングラデシュにおいて男性用シャツの生産を開始する182。デシュ社の従業員
達はしだいに自ら縫製工場を立ち上げる、あるいは他の縫製関連企業に転職する等、
活動の場を移していった。ノウハウとバイヤーとの関係を持ったデシュ社の人材に対
する需要は大きく、バングラデシュ縫製産業に拡散していき、韓国から培った技術の
移転を加速させたのである183。後述するように、デシュ社は縫製産業を支える制度的
下地を築いたという点においても重要な役割を果たした。バングラデシュの縫製産業
は、デシュ社の例にみられるように外国企業との提携から始まり、その後に人材が拡
散していくなかで技術移転が行われていった。 
 
（２）主な制度的枠組みと政策的支援 
バングラデシュは輸出割当によって衣類製品の市場を確保することができ、特にア
メリカ、ヨーロッパ諸国を二大輸出先として今日まで至る。アメリカもヨーロッパ諸
国もバングラデシュに対して重要な市場を提供してきたことには変わりはないが、そ
れぞれバングラデシュとの関わり方は多少異なる。アメリカはバングラデシュの主要
衣類製品に対して一般特恵関税（GSP : Generalized System of Preference）の待遇を
与えなかったが、ヨーロッパ諸国は 1971 年より欧州共同体一般特恵関税（EC-GSP : 
European Community - Generalized System of Preference）を適用、2002 年より後
                                                   
180 Burns et al. [2011], p.398. 
181 山形 [2013], 5~7 頁。これらの国々は、同時に高付加価値繊維製品の生産へと移行していった。 
182 Khan [2009], pp.46-47. 
183 Ibid., p.47 を参照。Mostafa and Klepper [2011] によれば、1984 年までにデシュ社創業当時
の社員 126 人の 75％がデシュ社を離れたとされている。これらの社員が技術移転をもたらし、デ
シュ社のように同産業を牽引する人材を生み出した。それがボンド（Bond）社である。デシュ、
ボンド社出身者は縫製産業にて重宝された。なお、デシュ社の大宇との契約は 1980 年に終了して
いる（Ibid., p.6）。 
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は武器以外全品目の関税撤廃制度（EBA : Everything But Arms）の下で輸出時の無
関税を保証したのであった。バングラデシュは EBA によってヨーロッパ市場へのア
クセスが有利になったが、関税免除の条件として掲げられている原産地規則は満たさ
なければならない課題として立ちはだかった。2004 年に原産地規則が緩和されると、
原産地規則を満たすことが容易なニット製品が EBA の下で輸出を伸ばしていった。
2002 年にヨーロッパ市場に輸出されたニット製品と布帛製品の割合は 42：58 であっ
たが、2010 年には 66：34 となった。ヨーロッパは 2011 年に原産地規則の更なる緩
和に踏み切り、これによりバングラデシュ縫製産業にとって布帛製品も無関税の対象
に組み込まれ易い状況となった184。 
バングラデシュ縫製産業の成長を支えた政策的枠組みとして、主に三つの要素があ
げられる。一つは見返り信用状制度、保税倉庫制度、そして機械類の関税免除制度で
ある。見返り信用状制度では、衣類製品の注文に際して海外企業が発行する輸入信用
状と、バングラデシュ企業が発行する輸出信用状とが同時に開設される。これにより、
バングラデシュ企業は納品前に原材料の支払いを行うことができ、十分な外貨を持ち
合わせていなくても、注文受注によって生産が可能になった。見返り信用状制度と合
わせて、保税倉庫制度が導入されたことにより、アパレル製品に使用される原材料の
輸入に際して関税負担は免除が基本となった。また、機械類の関税免除制度によって
縫製工場で用いられるミシン等の縫製機器を無税で入手することが可能となり、設備
投資の負担が大きく軽減された。これらの制度的バックアップは、デシュ社創設者で
あるクワダー（Noorul Quader）をはじめとする縫製産業界の政府への働きかけによ
り実現したとされている。このように制度的バックアップの整備は、縫製工場の開設
にかかる初期費用を抑え、縫製産業の急速な成長を促したのである185。 
 
（３）バングラデシュ縫製産業の現状 
国際収支表からバングラデシュ経済の特徴を析出してみると、貿易収支に大きな赤
字がみられるが、多額の海外送金流入と衣類製品輸出によって経常収支が黒字に転じ
ていることがわかる。2013 年度の海外送金流入額は同年 GDP の約 11％、輸出額の約
半分に相当する額となっており、バングラデシュ経済の特徴としてあげられる。他方、
衣類製品はバングラデシュの輸出品のなかで最も外貨を稼ぎ、GDP の約 19％に相当
                                                   
184 Rahman [2011], pp.18-22. 
185 山形 [2013]、6 頁、及び Mostafa and Klepper [2011], p.7。 
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する186。 
その他の主な輸出品としては、ホームテキスタイルやジュート原料・製品、冷凍食
品、革・革製品等があげられる。輸入品は衣類生産関連製品や石油関連製品にあたる
中間財及び消費財が大半を占め、その後に鉄鋼関連製品や機械類が続く187。第一次産
業から第三次産業の GDP に占める割合はそれぞれ 19％、31％、49％で、それぞれの
カテゴリーの労働者の分布は 47％、17％、33％となっている188。縫製産業は第二次産
業における雇用創出にも貢献しており、最大の輸出品であると同時に、同製品の生産
基盤である縫製産業はバングラデシュの主要産業として同国の経済を特徴付けている
189。 
1983 年の全輸出に占める衣類製品の割合は約 3.89％にすぎなかった。1988 年に衣
類製品は初めてバングラデシュの主要輸出品であったジュートの輸出量を抜き、以降
バングラデシュの代表的な輸出製品となる190。1990 年代から急速な成長を遂げ、2000
年代においても 90 年代を上回る勢いで縫製産業は拡大していった191（図４－１参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
186 海外送金と衣類製品輸出額に関しては Bangladesh Bank, Balance of Payments [Annual data]
（http://www.bb.org.bd/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照。2013 年度の GDP は（1,298 億 5,660
万 5,445 ドル）は World Bank, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014
年 12 月 6 日 閲覧）を参照。 
187 Bangladesh Bank [2013a], p.89、及び p.91。 
188 産業別 GDP は Ibid., p.11 を参照、労働者の分布は Bangladesh Bureau of Statistics, Labor 
Force Survey 2010（http://www.bbs.gov.bd/Home.aspx 2014 年 12 月 6 日 閲覧）より算出。
労働者に関する情報は 2010 年の調査に基づく。   
189 一次産業は農業、二次産業は工業、三次産業はサービス業と分類されている。 
190 Khan [2009], p.43. 1971 年の独立以来、バングラデシュの主な輸出品といえばジュートが圧倒
的な地位を占めていた。しかしながら、世界の繊維市場は人口繊維の利用へと移行しつつあり、ジ
ュートへの長期的な需要は揺らいでいた。 
191 2005 年の輸入数量制限撤廃にあたっては、バングラデシュのような国の縫製産業は中国やイン
ドに市場を奪われ、衰退していくといった悲観的な見方が強かったが、そのような悲観論を打ち砕
くかのように 2005 年以降も成長を遂げてきた。リーマンショック後の不景気も乗り切り、その後
もこれまでの勢いを維持してきている。 
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図４－１ 全輸出量に占める衣類製品輸出量の割合推移（1983～2013 年）     
（単位：左，10 億ドル 右，％） 
 
（出所）BGMEA, Trade Information（http://www.bgmea.com.bd/ 2014 年 10 月 2 日 閲覧）、及び 
World Bank, World Development Indicators（http://www.worldbank.org/ 2014 年 10 月 2 日 閲 
覧）を参照に作成。 
 
バングラデシュ縫製品製造輸出業者協会（BGMEA : Bangladesh Garment 
Manufacturers and Exporters Association）によれば、1980 年当初のバングラデシュ
における縫製工場数はわずか 30 工場であった。その後急速に成長し、2013 年までに
4,536 の工場が稼働、400 万の雇用者を抱えるまでに拡大した192（図４－2 参照）。バ
ングラデシュの就業人口は 5,410 万人であるから、縫製工場は全体の約 7％の雇用を
創出していることになる193。縫製産業、繊維産業を含めた場合、製造業のおよそ 45％
の雇用が両セクターによって提供されている194。2013 年の総輸出額に占める衣類製品
輸出の割合は約 80％に達し、バングラデシュの外貨獲得に最も貢献する分野となった。
輸出加工区（EPZ : Economic Processing Zones）が縫製産業のパフォーマンスに貢献
する部分も大きい。外資の誘致を目的とし、主に衣類関連製品を生産している EPZ で
は 38 万 9,017 人の雇用を抱えている195（図４－３参照）。 
                                                   
192 BGMEA, Factory Growth in BD、及び Number of Employee（http://www.bgmea.com.bd/ 
2014 年 10 月 2 日 閲覧）． 
193 産業人口は Bangladesh Bureau of Statistics, key findings, Labor Force Survey 2010 
Bangladesh Bureau of Statistics, Labor Force Survey 2010（http://www.bbs.gov.bd/Home.aspx 
2014 年 12 月 6 日 閲覧）． 
194 Islam [2013], p.31. 
195 BEPZA, Year Wise Employment（http://epzbangladesh.org.bd/pages 2014 年 12 月 6 日 
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図４－２ 労働者数及び工場数推移（1983～2013 年）（単位：左，棟 右，100 万人） 
 
（出所）図４－１と同じ。 
 
 
図４－３ EPZ における労働者数と輸出額の推移（1983～2013 年） 
（単位：左，100 万ドル 右，人） 
 
（出所）BEPZA, Year Wise Export、及び Year Wise Employment 
（http://epzbangladesh.org.bd/pages 2014 年 12 月 6 日 閲覧）を参照に作成。2002、2010、2012、 
2013 年は各年 EPZ 労働者数より算出。 
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バングラデシュが世界市場で請け負うのは、複雑な機械設備を必要としない大量生
産型の低価格製品であり、その時勢に合った最新のファッションを反映したものとい
うよりは実用性を売りにした製品である196。具体的には、シャツやズボン、ジャケッ
ト、T シャツ、セーター等が代表的な生産品で、これらは使用される布に応じて布帛、
ニットの二種類に分類される197（図４－４参照）。図４－5 に示されているように、両
製品の輸出額推移を 1994～2012 年の期間でみると、2004 年までは緩やかな成長を遂
げ、それ以降は急速に伸びていることがわかる。また、布帛の輸出が長期に渡って優
勢であったことが確認できる。2007 年に輸出額でニットが布帛製品を初めて上回り、
以降布帛を抑えて輸出を伸ばしている198。 
表４－２に示されているように、WTO の 2013 年度衣類製品輸ランクをみると、バ
ングラデシュは中国、イタリアに次ぐ世界第 3 位の座にあり、世界輸出のおよそ 5％
を占める199。バングラデシュの縫製産業は今後もその勢いを保っていけるのだろうか。
バングラデシュ繊維産業の市場予測では、次の 10 年にみられる同産業の年平均成長率
は 7～9％であるとしている。この予想が現実となるとすれば、2015 年までに総輸出
額は 2 倍になり、2020 年までには 3 倍に達することになる200。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
196 Haider [2007], p.17、USAID [2007], p.20、及び Rahman [2011], p.12。 
197 布帛製品の主な例としては、シャツ、T シャツ、ズボン、ニット製品の主な例としては、靴下、
ストッキング、T シャツ、セーター、その他の簡易な製品があげられる（Haider [2007], p.7）。 
198 この傾向は輸出量で見るとさらに明確となる。輸出額よりも若干早めの 2004 年にニットの輸出
量は布帛のそれを抜き、その後は金額ベースで比較するよりも大きな差をつけてニット製品の輸出
量が増えていることがわかる。金額ベースと量ベースに表れるグラフの差はニット製品の方が相対
的に安いため、同金額で生産される製品の量が布帛の量と比較して多いためであろう。バングラデ
シュの衣類製品の大まかな傾向としてはニット製品がドミナントであることが指摘できる。 
199 WTO, International Trade and Market Access Data（http://www.wto.org/ 2014 年 10 月 30
日 閲覧）．同分野において、バングラデシュは南アジア諸国、インドやパキスタン、スリランカよ
りも高い輸出額を示し、東南アジア諸国、ベトナム、カンボジア、インドネシア等と比較しても大
きく差をつけている。 
200 McKinsey [2011], pp.9-10. 
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図４－４ 主要製品の輸出額推移（1993～2013 年）      （単位：100 万ドル） 
 
（出所）図４－３と同じ。 
 
図４－５ 布帛製品及びニット製品の輸出額推移（1994～2013 年） 
（単位：100 万ドル） 
 
（出所）図４－３と同じ。 
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図４－６ 布帛製品及びニット製品輸出量推移（1994～2012 年） 
（単位：100 万ダース） 
 
出所：図４－３と同じ。 
 
   表４－２ 衣類製品輸出上位 10 カ国（2013 年）（単位：100 万ドル、％） 
順位 国名 輸出額 割合 
1 中国 177,434.9 38.6% 
2 イタリア 23,735.4 5.2% 
3 バングラデシュ 23,501.0 5.1% 
4 香港 21,937.2 4.8% 
5 ドイツ 18,409.0 4.0% 
6 ベトナム 17,230.1 3.7% 
7 インド 16,842.8 3.7% 
8 トルコ 15,407.9 3.3% 
9 スペイン 11,543.3 2.5% 
10 フランス 11,045.8 2.4% 
世界合計 460,268.2 100.0% 
（出所）WTO, International Trade and Market Access Data（http://www.wto.org/ 2014 年 10 月 30
日 閲覧）を参照に作成。 
 
（４）分業工程 
 アパレル産業はバイヤー主導型産業と表現され、研究調査やデザイン、販売、マー
ケティング等の付加価値の高い分野に属する工程が、生産者と市場を繋ぐうえで中心
的な役割を果たし、全行程において優位な立場にある。付加価値率が異なる分野ごと
に区切ると主に、研究調査、製品デザイン、資材手配及び調達、製造、流通、販売、サ
ービスに分けられる。アパレル産業で活動する企業はこれらの各分野の組み合わせに
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よってサプライチェーンに組み込まれる。その大まかな組み合わせは以下のようにな
る201。 
まず、裁断、縫製、仕立といった組み立てのみは CMT（Cutting, Making〈sewing〉，
and Trimming）、組み立てと資材手配及び調達の工程を含む場合は OEM（Original 
Equipment Manufacturing）、製品デザインや資材手配及び組み立てを含む場合は
ODM（Original Design Manufacturing）、ブランディングからの全工程を受け持つ場
合は OBM（Original Brand-name Manufacturing）と分類されている。CMT から
OEM、ODM、OBM と移行していくほど、労働集約から知識集約、低付加価値から高
付加価値になる。バングラデシュ等の発展途上国が繊維産業やアパレル産業を横断す
るグローバルサプライチェーンに組み込まれる場合、大抵は CMT のような、知識集
約的なものというよりはむしろ、労働集約的部門を担うこととなる。糸や生地、装飾
品等の原材料は CMT を管理するバイヤーによって無償で供給される。下請け業者は
これらの原材料を基にバイヤーに指定された製品の生産を行い、バイヤーの管理の下
で製品を輸出することで CMT プロセスの収入を得る202。 
バングラデシュの縫製産業は主に三つの形態に分類することができる。まず綿花を
輸入するところから紡績、織布、裁断、縫製、仕立の工程を行う形態がある。続いて糸
の輸入から始まりその他の織布、裁断、縫製、仕立を行う形態、そして三つ目に生地
の輸入から仕立までの工程を扱う形態があげられる。ニット製品の縫製工場のほとん
どは初めの二つの形態に当てはまり、布帛製品の縫製工場は三つ目の形態をとること
が多い203。 
 
 
第３節 バングラデシュ縫製産業と外国資本 
 
（１）バングラデシュと多国籍企業 
 アパレル産業の CMT 工程を中心として、バングラデシュの縫製産業は無数の多国
籍企業に衣類製品の供給を行っている。買い付け先としてバングラデシュに関わる多
                                                   
201 Fernandez-Stark et al. [2011], pp.11-13. バイヤーには小売業者やブランドマーケター、ブラン
ド製造業者、貿易会社等が含まれる。このようなバイヤーが先進国の最終消費者と途上国の生産拠
点とを配慮に入れながらグローバルなアパレルサプライチェーンを構成するのである（Fukunishi 
et al. [2013], p.23）。 
202 Ibid., p.23. 
203 Fernandez-Stark et al. [2011], p.33. 
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国籍企業数はおよそ 190 を超え、世界 20 カ国から集まる204。衣類製品の主な輸出先
が欧米諸国となっており、バングラデシュに生産拠点を置く多国籍企業が多くみられ
る。なかでも H&M（スウェーデン）が最も多くのサプライヤーを有しており、ウォ
ルマート（アメリカ）、Inditex（スペイン、ZARA の親会社）が続く205。以下では、
H&M、Inditex、GAP の取引工場数を国別、地域別に図示（図４－７～４－９）す
ることで、これまで確認してきた生産拠点の歴史的変遷から、アパレル多国籍企業が
現在世界で生産拠点をどのように分散しているのか、その傾向を把握したい。なお、
ウォルマートに関しては関連情報が入手困難であるため、アメリカ資本である GAP
の情報を用いて先に述べた傾向を分析するための足掛かりとした。 
世界最大の小売チェーンとして数えられるそれぞれの多国籍企業の生産拠点分布は
異なるものの、いくつか共通点を見出すことができる。第一に、度合いは異なるもの
のそれぞれの企業の出身国周辺に取引工場を置いていることである。第二に、中国へ
の進出が顕著で、どの多国籍企業もアジアの一大拠点として中国を位置付けているこ
とがあげられる。第三に、中国に次ぐアジアの拠点として、南アジア地域の工場数が
非常に多く、なかでもインドとバングラデシュが二大拠点となっている206。 
 
 
 
 
 
                                                   
204 Accord, home（http://www.bangladeshaccord.org/ 2014 年 12 月 6 日 閲覧）Accord はバン
グラデシュ縫製工場設備の安全性確保と縫製工のための健全な労働環境を整えるため、多国籍企業
と国際的に活動する労働組合の間に結ばれた協定書である。Accord は 2013 年 4 月 24 日のラナ・
プラザ倒壊によって縫製工場労働者 1,000 人以上の死者を出した大惨事への対応として、2013 年
5 月 13 日にその形式が整えられた。バングラデシュ労働組合側にはグローバル企業に対抗する形
で組織されるインダストリオール・グローバル・ユニオン（IndustriALL Global Union）、ユニ・
グローバル・ユニオン（UNI Global Union）が協力し、さらにクリーン・クロス・キャンペーン
（Clean Cloth Campaign）等の国際 NGO が多国籍企業との間に立ち会い、協定締結が進められ
た。2014 年 12 月現在 190 を超える協定署名がなされている。この数字をもとに、バングラデシ
ュで買い付けを行う多国籍企業のおおまかな数字とする。なお、現在 Accord のリストに入る工場
数は 1,600 数に達する。 
205 Market Watch, H&M, Zara sign Bangladesh safety deal, raising pressure on Gap, Wal-
Mart, May 13th, 2013 （http://www.marketwatch.com/ 2014 年 1 月 19 日 閲覧）． 
206 日本を代表するアパレル製造小売業、ユニクロは 2008 年にバングラデシュにおける衣類製品
生産を目的として合弁会社を設立し、生産活動に乗り出した（FAST RETAILING, 合弁会社設立
に関するお知らせ，2008 年 11 月 28〈http://www.fastretailing.com/jp/ 2014 年 12 月 9 日 閲
覧〉）。また、日系縫製企業のバングラデシュへの進出に関しては長田［2013］が詳細な研究を行
っている。 
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図４－７ H&M 地域・国別取引工場数（2014 年） 
 
（出所）H&M, Supplier List（http://www.hm.com/jp/ 2014 年 12 月 8 日 閲覧）を参照に作成。取
引工場数には受注した工場の下請け工場も含まれる（2014 年 4 月時点）。地域は世界銀行による区分
（World Bank, Country and Reading Group〈http://www.worldbank.org/ 2014 年 12 月 8 日 閲
覧）を参照、一部編集。 
 
図４－８ Inditex 地域・国別取引工場数（2013 年） 
 
（出所）Inditex [2014], p.152 を参照に作成。東南アジア諸国には、ベトナム、タイ、カンボジア、イ
ンドネシア、フィリピンが含まれる。サプライヤーを介して衣類製品の購入を行った工場の総計。地域
の分類は図４－７と同じ。 
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図４－９ GAP Inc. 地域・国別サプライヤー数（2013 年） 
 
（出所）GAP Inc., Factory ratings comparison by geographic region
（http://www.gapinc.com/content/gapinc/html.html 2014 年 12 月 8 日 閲覧）を参照に作成。地域
の分類は図４－７と同じ。 
 
（２）資本の分布 
1980 年代にバングラデシュ政府は経済成長を促すべく、外資に対する市場の開放に
乗り出す。政府は 1980 年に外資を呼び込むためにバングラデシュ輸出加工区庁
（BEPZA : Bangladesh Economic Process Zone Authority）を設立し、1983 年には
バングラデシュ初のチッタゴン EPZ を開設した。1989 年には投資庁（BOI : Board 
of Investment）を設置し、直接投資（FDI : Foreign Direct Investment）の受け入れ
体制の強化を開始する。翌年 1990 年には市場開放政策が実施され外資融資のための
規制緩和が実施された。積極的開放政策の導入により、1980 年代よりも 1990 年代、
そして 2000 年代と時が進むにつれて FDI の流入額は堅調に伸びていった207。 
1972 年に 9 万ドルであった FDI 流入額は、1996 年には 2 億 3,161 万ドル、2008
年には 10 億 8,600 万ドルまで上昇した208。主な投資分野は時期によって異なり、1996
～2000 年の間では石油・ガス（18％）、繊維・衣類（19％）、金融（2％）が上位を占
めていたが、2001～2005 年の間においては通信（21％）、石油・ガス（18％）、繊維・
                                                   
207 Rahman [2012], p. 6、及び Nasrin et al. [2010], p.5。  
208 Rahman [2012], p.1. 
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衣類（14％）、また 2006～2010 年の間は通信（48％）、金融（16％）、繊維・衣類（14％）
と変化がみられる209。縫製産業が含まれる繊維・衣類産業への投資はどの時期におい
ても重要な投資分野であることが確認できる。1996～2010 年の間にみる主な投資国
はイギリス、アメリカを筆頭にエジプト、韓国、オランダ、シンガポール、香港、UAE、
日本、ノルウェーが続く。 
FDI の流入は現在に至るまで上昇傾向にあるが、EPZ 内と EPZ 外で比較した場合
FDI が EPZ 外に集中していることがわかる。しかしながら、EPZ 外の縫製産業全体
に占める海外資本の割合は極めて低い。2003～2011 年の間、縫製産業への投資計画と
して 1,654 件の登録が行われたが、その内海外資本の件数は 181 件（11％）のみであ
った210。縫製工場はバングラデシュ資本によって成り立っており、全体の 90～95％は
国内資本によって構成されているのである211。このように、縫製工場はバングラデシ
ュ資本によって経営されており、国内資本が担い手となって同産業が成長してきたこ
とが確認できる。この点に関して、Rahman [2011] は、同傾向は他の低開発諸国と比
較しても特有であり、バングラデシュ縫製産業にみられる特徴と指摘している212。 
 
（３）縫製産業における流通概要 
バングラデシュの縫製産業はそのほとんどが国内資本によって構成されており、多
国籍企業が全生産工程に投資を行っているわけではない。バングラデシュ縫製産業が
成長するにつれて、生産者とバイヤーの仲介業として機能する商社（buying house）
の数も増加していった。バングラデシュ縫製工場の多くは商社に商品を納入し、注文
元であるバイヤーと直接取引するのは全体の 20～25％程と言われている。そのため
縫製工場に落ちる利益は仲介業者に吸い取られる傾向にある213。 
しかしながら、縫製工場、特に新規参入した工場経営者にとって商社の役割は欠か
せない。商社はバイヤーとの関係を持っており、工場に注文を繋いでくれる存在であ
る。商社はバイヤーと工場の仲介役として、商社はバイヤーから受けた注文を各生産
者に振り分け、注文製品納入までの監督とファイナンスを行う。その他にも原材料の
                                                   
209 Ibid., pp.10-11. 
210 UNCTAD [2012], p.4. 
211 Fair Wear Foundation [2006] p.13、Gonzales [2002], p.28、Haider [2007], p.7、及び Mottaleb 
[2011], p.70。 
212 Rahman [2011], p.14. バングラデシュによる外資の直接投資は EPZ において集中的にみられ
る。 
213 Gonzales [2002], p.31、及び USAID [2007], pp.32-33。 
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調達や流通、サンプルデザイン作成に携わることもある。バイヤーは注文先の工場を
選定する際、サンプルや仕様書を候補となる工場に送る。工場側は指定通りに完成見
本を作成し、それを提出する。バイヤーは工場の完成見本の出来栄えをみて注文を行
うか否かを決定する。そのため、商社のなかには見本を作るための人材や技術、時間
的余裕がない工場にそれらを代わりに行うものもある。バイヤーから送られてきた仕
様を、工場で作りやすくするためのデザインの微修正や、ファッション性を高めるた
めの調整等を商社が請け負う214 
生産者の規模は多様だが、その生産能力を問わず作業工程の外部委託、あるいは全
工程の委託は慣行的に行われている。注文された製品を全て自分の工場で生産するこ
とができる工場も存在するが、また多くの工場は全作業工程を終えるための設備が整
っておらず、工程の一部をさらに外部に委託する。技術的に全工程を終えることがで
きる場合でも注文を多く引き受け、その内の低廉製品は中小工場に委託されることが
ある215。生産者はビジネスを始めたばかりの頃は商社に頼ることで業界の構造を学び、
ビジネスを成長させていくにつれてしだいに自らバイヤーと契約を持ち、自立の道を
歩む傾向がみられる。商社はまた新たな参入者を顧客とし、ここにバングラデシュ縫
製産業拡大の一機能としての循環がみられる216。 
 
（４）多国籍企業の縫製産業流通過程－H＆M を事例として－ 
 H＆M 自体は工場の経営を行っておらず、世界 15 カ所、主にヨーロッパとアジア
に生産管理拠点（production office）を構え、872 を超える世界中のサプライヤーに
注文を行い、製品を調達する。注文を受けたサプライヤーは、直接経営する工場、あ
るいは下請け先としてネットワークを持つ工場に生産を委託する。H＆M が関わる工
場はサプライヤーとその下請け工場を含めると、全部で 1,946 工場になる217。バング
ラデシュの首都ダッカに、生産管理拠点が設立されたのは 1982 年のことである。生
産管理拠点の主な役割は、第一に、本社購買部とバングラデシュ現地サプライヤーの
間に立ち、発注から納入までの調整を行うことにある。第二に、現地サプライヤー新
規開拓、及びサプライヤーによって規則遵守が成されているかの監視を行うことであ
                                                   
214 Ibid., p.31、及び Mottalbe and Sonobe [2011], p.77。 
215 USAID [2007], pp.32-33. 
216 Mottaleb and Sonobe [2011], p.84. 
217 H&M, Our supply Chain、及び Choose and reward responsible partners-our Conscious  
Action（http://www.hm.com/jp/ 2014 年 12 月 8 日 閲覧）。   
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る218。 
 H&M は製品のデザインや販売量、価格等をスウェーデンのストックホルム本社で
決定し、生産管理拠点はこれに関与しない。その後、新たな製品の生産にかかるコス
トや時間に応じてどの国のサプライヤーによって作られるかが選定され、バングラデ
シュが選ばれた場合には本社からバングラデシュ生産管理拠点に注文の詳細が送られ
る。続いて拠点担当者（merchandiser）はバングラデシュにあるサプライヤーから
候補を絞る。次に本社から送られた仕様がサプライヤーに伝えられ、サンプルや価格
情報が生産管理拠点に集められる。これらを基にダッカ拠点にてサプライヤーの評価
選定が行われ、ストックホルム本社の認可を得ることで最終的なサプライヤーが決め
られる。こうしてサプライヤーは注文された衣類の生産に取り掛かる219。それぞれの
工程に費やされる時間は、サンプル作成と本社認可の過程が約 12～15 日、サプライ
ヤーへの注文に 6～8 日、注文が行われ原材料の調達に 37～44 日、工場での生産過
程に 20～25 日、最終目的地までの輸送に 25～30 日が必要となる。早い場合でもお
よそ 90 日間かかることになる220。 
 
 
第４節 バングラデシュ縫製産業の特徴 
 
（１）輸入原料依存 
２章で述べたように、バングラデシュの輸出入品目のほとんどは衣類関連製品によ
って構成されている221。第 11 部は HS コード 2 桁の分類でみると、第 50～63 類の 14
種類に分けられ、それぞれ衣類製品の項目を成している。輸入におけるこれら 14 種類
中で最も高い割合となっているのが第 52 類の「綿及び綿織物」で、第 11 部のおよそ
67％を占めている。第 52 類が突出する形で、その後に第 55 類「人造繊維の短繊維及
びその織物」（10％）、第 60 類「メリヤス編物及びクロセ編物」（8％）、第 54 類「人造
繊維の長繊維並びに人造繊維の織物及びストリップその他これに類する人造繊維製品」
（6％）等が続き、これら 3 類の合計は第 11 部の約 24％に相当する。つまり、衣類製
                                                   
218 Hasan and Alim [2010], p.62. 
219 Ibid., pp.64-69. 
220 Ibid., p.92. 
221 以下では Bangladesh Bank [2013b]、及び Bangladesh Bank [2013c] の貿易統計を用いて分
析を行った。HS コードの部、類、項の対訳は財務省、輸出統計品目表（2014 年版）
（http://www.mof.go.jp/ 2014 年 10 月 2 日 閲覧）を参照。 
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品の原材料となるこれらの品目（第 52、54、55、60 類）が第 11 部の 91％を構成し
ていることになり、総輸入に占める衣類製品の原材料比率は非常に高いといえる。第
52 類の主な輸入先をみると、1 位の中国、2 位のインドが突出して全体に占める割合
が高く、両国で第 52 類の約 55％を占めている（表４－３参照）。 
 
表４－３  第 52 類の主な輸入先（2012 年）   （単位：千ドル、％） 
順位 国名 輸入額 割合 
1 中国 1,409,580 29.77% 
2 インド 1,260,139 26.61% 
3 香港 152,405 3.22% 
4 オーストラリア 74,870 1.58% 
5 韓国 28,263 0.60% 
6 インドネシア 27,457 0.58% 
7 ブラジル 23,116 0.49% 
8 エジプト 17,848 0.38% 
9 ヨルダン 13,876 0.29% 
10 チャド 11,731 0.25% 
合計 4,735,119 100.00% 
（出所）Bangladesh Bank [2013b] を参照に筆者作成。 
 
次に、第 16 部を HS コード 2 桁で分類すると、第 84 類（「原子炉、ボイラー及び機
械類並びにこれらの部分品」）と第 85 類（「電気機器及びその部分品並びに録音機、音
声再生機並びにテレビジョンの映像及び音声の記録用又は再生用の機器並びにこれら
の部分品及び附属品」）の二つに分けられており、衣類製品関連の機械類は第 84 類に
該当する。第 16 部の第 84 類を、HS コード 4 桁を用いてさらに詳しくみると、第 84
類は 84.01～84.84 項に細分化される。84.01～84.84 項のなかで 84.44～84.52 項まで
が衣類製品に関連する機器類の品目にあたり、それらわずか 9 項目が第 84 類全体の
26％、第 16 部（第 84～85 類を含む）全体の 17％を構成する222。第 84 類の 84.01～
                                                   
222 84.44～84.52 項の内訳は、84.44 項「人造繊維用の紡糸機、延伸機、テクスチャード加工機及び
切断機」、84.45 項「紡績準備機械並びに精紡機、合糸機、ねん糸機その他の紡織用繊維の糸の製造
機械並びにかせ機、糸巻機（よこ糸巻機を含む。）及び第 84.46 項又は第 84.47 項の機械に使用する
紡織用繊維の糸を準備する機械」、84.46 項「織機」、84.47 項「編機、ステッチボンディングマシン、
タフティング用機械及びジンプヤーン、チュール、レース、ししゆう布、トリミング、組ひも又は
網の製造機械」、84.48 項「第 84.44 項から第 84.47 項までの機械の補助機械（例えば、ドビー、ジ
ャカード、自動停止装置及びシャットル交換機）並びに第 84.44 項からこの項までの機械に専ら又
は主として使用する部分品及び附属品（例えば、スピンドル、スピンドルフライヤー、針布、コー
ム、紡糸口金、シャットル、ヘルド、ヘルドフレーム及びメリヤス針）」、84.49 項「フェルト又は不
織布（成形したものを含む。）の製造用又は仕上げ用の機械（フェルト帽子の製造機械を含む。）及
び帽子の製造用の型」、84.50 項「家庭用又は営業用の洗濯機（脱水機兼用のものを含む。）」、84.51
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84.52 項に分類される衣類製品関連機器類の主な輸入先は、中国となっている。第 16
部の衣類製品関連の機械類は全輸入の約 2％を占めることになり、これを第 11 部の
22％と合わせると、衣類製品の原材料及び関連機械類の全輸入に占める割合は約 24％
となり、全体のおよそ 4 分の 1 となる。 
輸入とは異なり、輸出の第 11 部をみると第 61 類「衣類及び衣類附属品（メリヤス
編み又はクロセ編みのものに限る）」と第 62 類「衣類及び衣類附属品（メリヤス編み
又はクロセ編みのものを除く）が突出しており、第 11 部全体の 90％を占める。これ
は全輸出額の 81％に相当する。この第 61 類と第 62 類が所謂衣類製品が振り分けられ
るカテゴリーにあたり、つまり輸出のほとんどは衣類製品によって支えられていると
いうことができる。 
第 61 類の主な輸出先をみると、1 位がドイツ（20％）、2 位がアメリカ（11％）、3
位イギリス（11％）となっており、この 3 カ国が他を圧倒して高い割合を占めている
223。次に、第 62 類の主な輸出先をみると、アメリカが全体の 34％を占めており、そ
の後にドイツ（14％）、イギリス（10％）が続き、これら 3 カ国が主要輸出国となって
いる224。（表４－４参照）。 
 衣類関連製品の輸入額と衣類製品輸出額を比較した際に、バングラデシュの貿易の
特徴として前者が後者に占める割合が非常に高いことが指摘できる。衣類製品の生産
に必要とされる原材料や機械等の輸入は全輸入額の 24％を構成している。これに対し
て、衣類製品輸出額は全輸出額の 81％を占めている。衣類製品輸出額に占める衣類関
連製品輸入額の割合は 43％に及ぶ。ここから、衣類製品輸出のためには原料及び機器
の輸入に莫大な費用が必要とされ、衣類製品輸出の拡大はその分一定の輸入費用がか
かるという構図を理解することができる。 
 
 
                                                   
項「洗浄用、清浄用、絞り用、乾燥用、アイロンがけ用、プレス（フュージングプレスを含む。）用、
漂白用、染色用、仕上げ用、塗布用又は染み込ませ用の機械（紡織用繊維の糸、織物類又は製品に
使用するものに限るものとし、第 84.50 項の機械を除く。）、織物類その他の支持物にペーストを被
覆する機械（リノリウムその他の床用敷物の製造用のものに限る。）及び紡織用繊維の織物類の巻取
り用、巻戻し用、折畳み用、切断用又はピンキング用の機械」、84.52 項「ミシン（第 84.40 項の製
本ミシンを除く。）、ミシン針並びにミシン用に特に設計した家具、台及びカバー」となっている。 
223 フランス（8％）、スペイン（6％）、イタリア（5％）、カナダ（5％）、オランダ（3％）、デンマー
ク（3％）、ベルギ （ー2％）が続き、主に北米及び欧州諸国によって上位 10 カ国は構成されている。 
224 4 位以降はフランス（5％）、カナダ（4％）、スペイン（4％）、イタリア（3％）、トルコ
（2％）、オランダ（2％）、ベルギー（1％）といった国々によって占められており、62 類の輸出先
としてもやはり北米及び欧州諸国が中心となっている。 
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表４－４ 第 61 類及び第 62 類の主な輸出先（2012 年） （単位：千タカ、％） 
61 類 62 類 
順位 国名 輸出額 全体に占める割合 順位 国名 輸出額 全体に占める割合 
1 ドイツ 1,848,934 20.31% 1 アメリカ 2,417,322 34.70% 
2 アメリカ 1,070,145 11.76% 2 ドイツ 1,036,108 14.87% 
3 イギリス 1,067,674 11.73% 3 イギリス 727,986 10.45% 
4 フランス 751,279 8.25% 4 フランス 377,510 5.42% 
5 スペイン 579,729 6.37% 5 カナダ 332,904 4.78% 
6 イタリア 471,755 5.18% 6 スペイン 292,151 4.19% 
7 カナダ 455,556 5.01% 7 イタリア 223,017 3.20% 
8 オランダ 283,175 3.11% 8 トルコ 168,272 2.42% 
9 デンマーク 275,719 3.03% 9 オランダ 156,986 2.25% 
10 ベルギー 263,333 2.89% 10 ベルギー 129,753 1.86% 
11 オーストラリア 253,370 2.78% 11 デンマーク 109,453 1.57% 
12 スェーデン 218,309 2.40% 12 オーストラリア 106,244 1.53% 
13 ポーランド 198,122 2.18% 13 ポーランド 104,844 1.51% 
14 日本 174,772 1.92% 14 スウェーデン 99,465 1.43% 
15 トルコ 133,121 1.46% 15 日本 94,630 1.36% 
16 アイルランド 106,630 1.17% 16 アイルランド 57,751 0.83% 
17 ブラジル 96,068 1.06% 17 香港 50,311 0.72% 
18 ロシア 76,814 0.84% 18 アラブ首長国連邦 46,369 0.67% 
19 スイス 72,281 0.79% 19 中国 42,604 0.61% 
20 UAE 71,798 0.79% 20 インド 42,447 0.61% 
61 類総額 9,101,869 100.00% 62 類総額 6,965,818 100.00% 
（出所）Bangladesh [2013c] を参照に作成。 
 
（２）国内産業連関の脆弱性 
 衣類製品に関わる産業として大まかに綿花生産、繊維産業とアパレル産業に分ける
ことができる。縫製産業はアパレル産業全体の一工程であり、同時に綿花生産や繊維
産業を後方連関とした川下産業としての一工程でもある。製品のデザインを含めたア
パレル産業の幅広い工程を扱うのであればその付加価値率は高くなり、また縫製産業
への原料の供給体制、つまり繊維産業が国内に整っていれば、その分だけ製品に対す
る付加価値を増やすことができる225。しかしながら、原料供給だけでなく、アパレル
産業に関しても付加価値は限定的である。アパレル産業のなかにおいて、デザイン等
を含めた知識集約型で高い技術を求められる工程ではなく、主に組み立て部分、つま
                                                   
225 アパレル産業のサプライチェーンは先進国のバイヤーの力に左右されるところが多い。バイヤー
には小売業者やブランドマーケター、ブランド製造業者、貿易会社等が含まれる。このようなバイ
ヤーが先進国の最終消費者と途上国の生産拠点とを配慮に入れながらグローバルなアパレルサプラ
イチェーンを構成するのである。ブランディングやデザイン、マーケティング工程は知識集約的で
高度な技術が求められることから高付加価値になるが、その分簡単に参入できる分野ではない
（Fukunishi et al. [2013], pp.20-22）。 
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り縫製工程にのみ特化しており付加価値は低い。また、前項で確認したように、バン
グラデシュにおける衣類製品生産は外国からの輸入原料に依存せざるを得ない状況に
ある。バングラデシュには綿花の生産業も縫製産業の需要を満たすだけの繊維産業は
存在しない。衣類製品に用いられる糸の国内供給量は 10～20％程にしかならない。バ
ングラデシュでは未だに手紡績が一般的である。手紡績は衣類の国内需要の 4 分の 3
を満たし、100 億タカ（約 1 億 2,642 万ドル）の市場規模を持っている。しかしなが
ら、手紡績の品質では輸出用布帛製品に用いることはできず、それを満たすためには
機械紡績の導入による安定かつ高品質の一定量供給が求められる。織物に関しても同
様で、国内供給量は全体の 20％程である。これはバングラデシュ紡績産業の供給量が
低いため、織物産業のキャパシティと供給量を制限している226。 
全体的に原材料供給は不足傾向にあるものの、衣類製品の種類によって原料調達の
度合いは異なってくる。衣類製品は主に布帛製品とニット製品に分類されるが、布帛
製品が生地の 85％を輸入に依存しているのに対して、ニット製品は 35％と低く抑え
られており、国内供給の割合が高い227。USAID [2007] によれば、布帛製品の縫製産
業は輸入原材料に依存しているため、国内における付加価値率はおよそ 40～45％に留
まるが、後方連関の発達したニット製品では 70％の付加価値率を実現している、とい
う 228。バングラデシュニット製造輸出協会（BKMEA : Bangladesh Knitwear 
Manufactures & Exporters Association）による 2010 年度の衣類製品輸出統計をみる
と、布帛製品の付加価値率は 25％と低くいが、ニット製品は 75％と見積もっている
229。 
 
（３）国内産業連関形成の障壁 
MFA といった衣類製品に関わる国際的な協定が外部要因として働き、バングラデシ
ュ衣類製品の輸出を後押ししたということは先に確認した通りである。バングラデシ
ュの衣類製品の二大輸出先はアメリカ、そしてヨーロッパ諸国である。アメリカに対
                                                   
226 Habib [2009], p.7. 1 ドル＝79.1 タカ（Ministry of Finance [2012], p. xv）より算出。 
227 Ibid., p.7. Khan [2009] によれば、2006 年におけるニット製品の原材料の国内供給率は 85～
90％、布帛製品に関しては 25％ に留まっており、これらの数字からニット製品の原材料調達率と
布帛製品のそれに大きな開きがあることがわかる（Khan [2009], p.52）。また、Mottalbe and Sonobe 
[2011] は、このようにニット製品の原料供給のための後方連関が整っていることが、アパレル製品
輸出の内、ニット製品の割合が高い所以である、としている（Mottalbe and Sonobe [2011], pp.70-
71）。 
228 USAID [2007], p.20. 
229 BKMEA [2011], p.4. 
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しては布帛製品、ヨーロッパ諸国に対しては主にニット製品を中心に輸出を行ってき
た230。アメリカ、ヨーロッパ諸国はどちらもバングラデシュにとって重要な市場を提
供しているのだが、これらの国々のバングラデシュとの関わり方には違いがある。ア
メリカと異なり、ヨーロッパ諸国は武器以外全品目の関税撤廃制度（EBA：Everything 
But Arms）の下でバングラデシュに関税と輸出制限の免除待遇を与えた231。2002 年
に導入された EBA の利用により、バングラデシュは衣類製品の輸出を伸ばすことが
できたが、関税免除の条件として掲げられる原産地規則は、満たさなければならない
課題として立ちはだかった232。しかしながら、2004 年に EU による原産地規則の緩和
が行われ、繊維産業における綿花から綿糸の工程が条件から外されたことで、バング
ラデシュのニット製品輸出は急速な拡大をみせた。他方、EBA は布帛製品に対しては
同様の効果をもたらさなかった。 
バングラデシュにおいて布帛製品生産の繊維産業は、原材料を十分に供給できない
ため、輸入原材料に依存している。他方、ニット製品の後方連関産業への投資は布帛
製品のそれと比較し、低コストで実現できる。そのため、ニット製品の後方連関には
長年にわたって投資が行われきた233。2004 年に原産地規則の緩和が行われると、後
方連関を持つニット製品産業には EBA 利用のインセンティブが働き、布帛製品の後
方連関産業と差をつける形で更なる投資が進んでいった。規則の緩和はニット製品の
後方連関産業を強化する役割を果たし、2004 年以降ニット製品輸出は飛躍的な拡大
をみせた234。2010 年にヨーロッパ諸国に向けた輸出で、関税免除の待遇を受けられ
た布帛製品は全体の 28％に留まったのに対し、ニット製品は 92％に達した235。この
ようにバングラデシュにとって原産地規則の条件を容易に満たすことができたのは主
                                                   
230 USAID [2007], p.21. 
231 アメリカはバングラデシュに輸入割当を提供し、一定量の輸出を長年に渡って保証することでバ
ングラデシュの縫製産業に貢献してきたといえる。しかしながら、アメリカはバングラデシュの衣
類製品に特恵関税の待遇を認めたわけではなかった（Ibid., p.21）。 
232 Rahman [2011], p.18. 
233 資本集約型の布帛部門は大規模な投資を必要とする。それと比較してニット部門は比較的に簡易
な設備で足りるため、初期投資費用を低く抑えることができる。ニット製品の特質上、ニット製品
用紡績とニット製品用織物生産が組み合わさった形で施設投資が集中的に行われるようになり、こ
れが同部門の後方連関拡大を促した。これに加えて先に述べたようなデシュ社や縫製産業界の声に
よって実現した機械類の関税免除制度、見返り信用状制度、保税倉庫制といった制度がバックアッ
プとなり、ニット部門の拡大を実現したのである（Khan [2009], p.51-52、及び Haider [2007], p.12）。
ニット製品の特性上、例えば靴下や下着類等には紡織と縫製作業がほぼ同じに作業工程のなかに組
み込まれており、二つの分野が組み合わさった施設が用いられる（Fukunishi et al. [2013], pp.24-
25）。 
234 Hider [2007], p.12. 
235 Rahman [2011], pp18-20. 
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にニット製品であり、布帛製品と比較して、同製品の裾野産業は急速に発達したので
ある。 
2011 年 1 月には原産地規則の更なる緩和が行われた。これにより、バングラデシュ
は繊維生産国からの生地を用いた衣類製品にも関税免除が認められるようになる236。
2011 年 9 月には貿易の活発化を目指し、バングラデシュとインド間で関税撤廃に関す
る二国間協定が結ばれている237。Haider [2007] が、「2004 年 6 月時点の価格では、
バングラデシュで糸を購入する場合 1 キロ当たり 2.80 ドルかかるが、同品質の糸をイ
ンドでは 2.10 ドルで購入することができる」238、と述べているように、バングラデシ
ュ縫製産業は現時点においても国内で同様の原料を調達するよりも、外国製原料を低
価格で入手することができる。インドからの原材料輸入に対する関税が撤廃されれば
バングラデシュ国内での原料の現地調達は、相対的にこれまで以上にコストがかかる
ことになる。事実、前項で確認したように、2011 年度のインドからの原材料輸入量は
他国を凌いで最大である。 
原産地規則の緩和により、布帛製品、ニット製品の後方連関は輸入原料との競争に
晒される。輸入原料に依存すればするほど国内における後方連関産業、特に布帛製品
のための繊維産業の育成は進まず、付加価値率は低く抑えられてしまうばかりである
239。衣類製品輸出に関わる協定は一国の産業構造にまで影響を与えてきた。現段階に
おいて、バングラデシュは裾野産業の強化が困難な状況にある。つまり、バングラデ
シュは先進諸国から委託され、原料を輸入することで衣類生産を行うことに特化せざ
るを得ないのである。 
 
 
 
                                                   
236 山形 [2013], 4 頁。原産地規則の緩和に関して、バングラデシュでは布帛製品の繊維産業とニッ
ト製品産業は輸入原料との競合を懸念し、布帛縫製産業との対立が生じた（Rahman [2011], p.22）。 
237 McKinsey [2011], p.9. 
238 Haider [2007], p.15 より引用。原出所はバングラデシュの新聞、The New Nation（英字版）。
また Habib [2009] は指摘以下のように指摘している。「インドでは、バングラデシュがインドから
輸入する綿花の値段の 20～30％で購入することができる。パキスタンでも同様に、同じ質の綿花が
バングラデシュよりも 20％安く手に入る。インド、パキスタン両国とも政府から補助金が出されて
いるため、バングラデシュにとっては不利に働く…」と述べているように、競合国の繊維産業は安
価な綿花を自国で利用することが可能で、これにより輸出用の糸や織物を国内外に安価で提供する
ことが可能なのである（Habib [2009], p.6 より引用）。 
239 これは自国の布帛製品の後方連関産業を強化するインセンティブがますます阻害するばかりか、
ニット産業の後方連関に対してもダメージをもたらすと考えられる。 
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（４）生産性・低賃金労働 
 各国のアパレル企業やバイヤーが、バングラデシュを生産基地、あるいは買い付け
地として選択する理由は何か。「輸入した糸や布地などの原材料に依存した委託加工中
心の産業構造…」240を特徴とするバングラデシュの縫製産業が持つ競争優位性は、ま
さに低賃金にある。アパレルサプライチェーンのなかで単純作業かつ労働集約的な部
門は、生産性の向上が限られている。また、単純作業であっても、基本的な衣類製品
に費やされる平均縫製時間の国際比較で、バングラデシュは 25.0 分と最も長く、その
後にスリランカ（24.0 分）、香港（19.7 分）、アメリカ（14.0 分）と評価がなされてい
る241。 
生産効率性に限界があり、単純加工作業にも優位性が無いとすれば、低賃金によっ
てそれを相殺することとなる。表４－５に示されているように、2014 年の衣類製品輸
出国の各国月額最低賃金比較によると、最も安いのはパキスタン（66 ドル）で、その
すぐ後にバングラデシュ（68 ドル）が続く。その後に、カンボジア（100 ドル）、パキ
スタン（85～95 ドル）、ベトナム（90～128 ドル）と続き、これらの国々が上位 5 カ
国を構成している。中国のなかで最も低い月額最低賃金は 156 ドルだが、バングラデ
シュはその半分以下ということになる。もう一つの近隣の大国、インドと最も高い月
額最低賃金と比較した場合も半分以下の計算となり、バングラデシュにおける賃金の
安さが把握できる242。 
 McKinsey [2011] による調査では、アパレル企業の買い付け責任者は主に二つの理
由からバングラデシュを有望視していることがわかった243。一つは工場のキャパシテ
ィをあげており、もう一つはやはり人件費の安さによって実現される衣類製品の安さ
である。キャパシティの優位性に加え、人件費の安い労働力が豊富にバングラデシュ
には備わっており、これらの要素が将来の人件費向上を計算に入れても、予想される
効率性の向上によって相殺される、と見込まれている244。最低賃金の推移をみると、
                                                   
240 JETRO [2004], 18 頁より引用。 
241 Yunus and Yamagata [2012], p.16. Saxena and Salze-Lozac’h [2010] は、中国の縫製工の生産
性は 70％程であるが、バングラデシュはおよそ約 38～40％にしかならないとし、その技術水準の
低さを述べている。ここで言われている生産性とは、一定の時間内で縫製工が仕上げられる製品の
数によって算出されている（Saxena and Salze-Lozac’h [2010], p.31）。 
242 Luebker [2014]. 
243 McKinsey [2011], pp.6-7. 
244 Ibid. アパレル産業の盛んな東南アジア諸国と比較した場合、インドネシアは 2,450 工場、ベト
ナムは 2,000 工場、カンボジアは 200 工場であるのに対して、バングラデシュは 5,000 工場を国内
に有している（McKinsey [2011], p.7）。 
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1985 年当時、バングラデシュ縫製産業の最低賃金は月額 627 タカであった。1994 年
になると 930 タカ（約 12 ドル）に上げられ、2006 年には新たに 1662.5 タカ（約 21
ドル）に改正された。近年では 2010 年に最低賃金が 3,000 タカ（約 38 ドル）に設定
された245。このように、バングラデシュ縫製産業の最低賃金は上昇傾向にあるものの、
未だに競争力があるレベルにある。 
   
表４－５ 衣類製品輸出国の月額最低賃金比較（2014 年）（単位：ドル） 
順位 国 最低賃金 順位 国 最低賃金 
1 スリランカ 66 13 グァテマラ 260 
2 バングラデシュ 68 14 中国 156－266 
3 パキスタン 85－95 15 ペルー 268 
4 カンボジア 100 16 フィリピン 152－273 
5 ベトナム 90－128 17 マレーシア 244－275 
6 インド 70－131 18 モロッコ 303 
7 メキシコ 127－172 19 ホンジュラス 339－396 
8 エジプト 172 20 トルコ 494 
9 チュニジア 158－１８３ 21 パナマ 424－514 
10 エルサルバドル 203 22 台湾 636 
11 インドネシア 74－219 23 香港 805 
12 タイ 237 24 韓国 1,032 
（出所）Luebker [2014] を参照に作成。 
 
 バングラデシュにおいて賃金が抑制される要素として何が考えられるだろうか。一
つの要因として、低賃金労働者の主体が女性であることが指摘できる。縫製産業に従
事する労働者の約 80％が女性によって構成されている246。縫製産業における労働者の
賃金水準は男性、女性を問わず低いが、女性の地位が低いバングラデシュでは一般に、
同様の仕事であっても男性より女性の賃金の方が安く設定される傾向にあり、また雇
用の種類も男性ほど選択肢はない。特に若く、独身者が工場経営者に好まれる。これ
ら女性労働者のほとんどは労働組合を組織しておらず、従って経営者に対する賃金交
渉に際しても弱い立場にある247。入れ替え可能な有り余る女性労働者の活用こそが縫
製産業における労働集約型で低賃金労働の源泉となっているのである。他方、これま
で述べてきたようなバングラデシュ縫製産業が生産する衣類が低価格製品であること
も賃金抑制の要素として作用すると考えられる。労働環境の基準を順守することの重
                                                   
245 山形 [2013], 8～9 頁。1 ドル＝79.1 タカ（Ministry of Finance [2012], p. xv）より算出。 
246 BGMEA, About BGMEA（http://www.bgmea.com.bd/ 2013 年 9 月 6 日 閲覧）を参照。 
247 Yunus and Yamagata [2012], pp.14-15、及び USAID [2007], p.7。 
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要性は浸透しつつあるものの、実際にバイヤーは低価格を好む傾向がある。縫製工場
は外国、国内両方において競争しなければならず、バイヤーは頻繁に仕入れ工場を変
更する傾向があるため、衣類製品生産の利鞘を縮小させざるを得ない状況に追い込ま
れ、それが賃金及び労働環境に影響するのである248。 
 
 
おわりに  
 
 1970 年代、アジアから安価な繊維関連製品が大量に流入するようになると、欧米諸
国は国内市場との利害調整を行うべく輸入制限を開始した。その当時衣類生産の中核
を担っていた香港、台湾、韓国の企業は割当以上の輸出を可能にするため、上限に余
裕がみられる国々に生産拠点を移転させ、このような流れのなかでバングラデシュは
労働集約型で低付加価値の生産を請負うこととなった。 
韓国企業大宇がもたらした技術は、人材の拡散によってその後新たに生まれた縫製
工場に移転していく。1978 年に初めて衣類製品が輸出されて以来、アメリカによる輸
出割当、また EBA の適用、さらに政府による制度的バックアップも加わることで、バ
ングラデシュは初めに布帛製品、続いてニット製品の輸出を伸ばしていき、世界の一
大衣類生産拠点に成長した。 
しかしながら、これらの協定や制度は衣類製品輸出を後押しする役割を果たす一方
で、バングラデシュ縫製産業にある課題を残すこととなる。それは、特に布帛製品に
当てはまるが、縫製産業の裾野にあたる繊維産業の成長が妨げられてしまった点にあ
る。南アジア、ないしはそれ以外の地域からの原料輸入が認められたことにより、縫
製産業が自国の割高な原材料を使用する動機は低下した。ニット部門には一定の国内
供給体制が整いつつあるが、布帛製品を含めたバングラデシュ繊維産業全体の育成は
望めず、従って国内付加価値は一定程度に留まっている。縫製工場のほとんどは国内
資本によるものであるが、ニット部門とは異なり、資本集約的で大規模な投資を必要
とする布帛部門の拡大に国内資本が向かうとは予想しがたい。また、多国籍企業が投
資に踏み出すのも、現在のところ EPZ のみとなっており、期待は薄い。 
                                                   
248 Rahaman [2011], p.13、及び SOMO & CCC [2013], p.15。バングラデシュ縫製産業において
はバイヤーが支配的な立場にあるという（Rahaman [2011], p.13）。但し、長期契約で労働基準の
順守に敏感で、厳格である多国籍企業のバイヤーも存在する（USAID [2007], p.33）。 
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ニット部門の後方連関が整いつつあることには一定の評価をすることができるが、
高価な衣類を生産するための材料を生み出すような高度な機械類が整備されているわ
けではない。アパレル産業の工程のなかでも、先進国が扱うような知識集約型の高度
な技術を必要とするブランディングや製品デザインの分野を請け負うようになれば付
加価値を高めることができる。しかし、現在のバングラデシュにその分野における競
争優位はない。 
アパレル産業に属する数ある工程のなかの組み立て部分、そして繊維産業の後方連
関が乏しいため、輸入原料に依存する形で行われる低価格衣類製品の組み立て作業、
つまり縫製業を中心に行うバングラデシュの競争優位性は、主に女性を中心とする低
賃金労働に位置付けられる。低賃金に競争優位があるならば、最低賃金上昇、あるい
は労働環境改善を目指した投資によるコスト上昇は、バングラデシュが世界経済で生
存していけるかどうかに関わる。そのため、国内外の競争相手との狭間で利益の最小
化が試みられ、それは更なる賃金上昇抑制として作用する。賃金の優位性を除く、そ
の他の競争力が急速に備わって来ているのかと言えば、先に述べてきたように展望は
明るくない。 
同国の経済を一身に支える縫製産業は、このような綱渡りのなかで成り立っている。
2013 年 4 月、1,000 人を超える死者を出した縫製工場倒壊事故に代表されるように、
昨今繰り返される縫製工場における悲劇は、現在のバングラデシュの状況をある意味
で象徴しているといえよう249。バングラデシュの高い経済成長率が国民の豊かさに反
映されるようになるまでには、改善点が多く見受けられる。 
本章では縫製産業を中心とするバングラデシュ経済の構造分析に重点を置き、その
                                                   
249 2013 年 4 月 24 日、ダッカ近郊の縫製工場を含む 8 階建の複合施設、ラナ・プラザが倒壊した。
死者は 1,000 人を超え、バングラデシュの衣類製品産業史上最悪の事故となった（BBC, Bangladesh 
Factory collapse toll passes 1,000, May 10th , 2013〈http://www.bbc.co.uk/news/world-asia-
22476774 2013 年 11 月 21 日 閲覧〉）。バングラデシュでは 2006～2009 年の間に少なく見積も
っても 213 工場で火災が発生し、414 名の縫製工が死亡している。2009 年以降も、四つの縫製工場
における事故で、少なくとも 165 名が命を落とした。2012 年 11 月 24 日にはタズレーン社の工場
から出火し、少なくとも 112 名が亡くなった。以降、翌年 1 月 28 日までに 28 件の工場火災が確認
されている（SOMO & CCC [2013], p.5 及び p.39）。Accord は 2013 年 4 月 24 日のラナ・プラザ倒
壊によって縫製工場労働者 1,000 人以上の死者を出した大惨事への対応として、2013 年 5 月 13 日
にその形式が整えられた。Accord はバングラデシュ縫製工場設備の安全性確保と縫製工のための健
全な労働環境を整えるため、多国籍企業と国際的に活動する労働組合の間に結ばれた協定書である。
バングラデシュ労働組合側にはグローバル企業に対抗する形で組織されるインダストリオール・グ
ローバル・ユニオン（IndustriALL Global Union）、ユニ・グローバル・ユニオン（UNI Global Union）
が協力し、さらにクリーン・クロス・キャンペーン（Clean Cloth Campaign）等の国際 NGO が多
国籍企業との間に立ち会い、協定締結が進められた。2014 年 12 月現在 190 を超える協定署名がな
されている。なお、現在 Accord のリストに入る工場数は 1,600 数に達する。 
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解決に向けた取り組みに関しては今後の調査課題としていきたい。 
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結語 
 
 
 
 
 本稿の目的は、バングラデシュの経済を史的観点、また世界経済の枠組みから捉え
ることでその構造を立体的に浮かび上がらせ、現在のバングラデシュの貧困とはいっ
たい何によるものなのか、そして長い月日をかけて何十にも折り重なって蓄積された
ベンガルの貧困は、果たして昨今にみられるバングラデシュの経済成長によって乗り
越えられると楽観的にいえるものなのか、これらの点について考察することにある。 
そのために、現在のバングラデシュ経済の基盤がいったいどのように形成されてき
たのか、その遺恨を英領インド時代のベンガル地方における農村の変革に求めること
とした。イギリスは 1757 年のプラッシーの戦いで勝利を収め、インドの支配を強固
なものとした。イギリスによるインド支配は、ムガル帝国でも豊かなベンガル地方の
制圧が始まりであった。土地制度改革と徴税制度の整備によって、ベンガルの富はイ
ギリスの資本蓄積のために絞りに絞られていった。ベンガルをはじめ、イギリスがイ
ンドから獲得した富は、さらなる領地獲得のためにインド内外で用いられた。支配下
に入った地域は、本国への送金が叶う需要ある商品の生産地へと変革を迫られ、その
ための投資にも買い取りにもインド財政が使用された。インドのための国造りとは程
遠く、ベンガル地方はイギリス資本の利害に見合った経済構造に改変を余儀なくされ
た。 
バングラデシュ首都のダッカは古くからキャラコやモスリンを代表とする高級綿織
物の産地として知られており、現地には多くの職工が集まっていた。ポメランツ・ト
ピック [2013] はインド産綿織物について、「インド製品のシェアは、世界の衣服市場
の約二五パーセントを占めるまでに達していた。インドの人口は、一八〇〇年時点で
世界人口の約一五パーセントを占めていたが、国民の大部分は質素な生活を送ってお
り、年間を通じて気温が高いため、生産された衣服の三分の二が輸出に向けられた」
250と述べている。世界を虜にしたインド産綿織物だが、ポメランツ・トピック [2013] 
はその理由として、「この時代の信じがたいインドの成功には、いくつかの理由がある。
                                                   
250 ポメランツ・トピック [2013]、360 頁より引用。 
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消費者の好みの変化に細心の注意を払ったことが、その一つだ。すでに一四〇〇年代
から、インド商人は貿易のたびに、東南アジアの貿易相手が望んでいるような新しい
デザインを取り入れ、翌年にはそうしたデザインをもとに生産を行うということをし
ていた。また、インドに広大な土地があったことも大きな理由であった。インドでは、
高品質の綿花を大量に栽培できるほど広大な土地が残されていた。このような圧倒的
に優位な自然状況にある国は、中国を除いて、独立後に綿花ブームに沸くアメリカが
登場するまで例がない。なかでも重要であったのは、高度な技術をもつ大量の職人を、
しかも極めて安い賃金で雇うことができたことである」251と述べている。 
しかしながら、品質が良く安価なイギリス産の綿織物がインドに流れ込んできたこ
とでインド綿織物業は破滅に向かい、ベンガルに形成されていた手工業のネットワー
クは駆逐された。マルクス [1969] は資本論において「『この窮乏たるや商業史上にほ
とんど類例をみない。木綿織布工たちの骨はインドの平原を白くしている』」252と当時
のインド総督の言葉を引用している。こうして、ベンガル地方を含むインドの農村は、
時代によって移り変わる輸出向け一次産品の生産を請け負うようになった。イギリス
に富の移転を媒介する新たなインド生産品として、綿糸や藍、アヘン、綿花、ジュー
トなどの一次産品の栽培が行われるようになっていった。 
19 世紀後半からインドの主要輸出品としてあらわれたのがジュートである。なかで
も、ベンガル地方はジュート原料の一大供給地となり、同地方におけるジュート作付
面積は 19 世紀後半から 20 世紀初頭にかけて急速に拡大した。その当時、ジュートの
世界需要は高く、またビルマから安価な輸入米がベンガル地方に流入するようになっ
たため、農民はジュートの稼ぎで穀物を購入するようなった。当初は稲の不作時に収
入を補うものとしてジュート生産が行われていたが、ジュートと稲作の生産バランス
は 20 世紀に入って崩れていった。こうして、天候不順でジュートが不作に見舞われた
り、ジュートの世界需要が低下した場合、多くの農民は収入が断たれ食糧難に陥る、
あるいは負債を抱えることとなった。 
1947 年のイギリスからの独立は、ベンガル地方のための経済を取り戻すためによう
やく踏み出した一歩のはずであった。しかしながら、東パキスタンへの編入はイギリ
スから西パキスタンによる東ベンガル地方の富の収奪の始まりに過ぎなかった。東パ
キスタンから輸出される原料ジュート・ジュート製品は外貨の獲得に貢献したが、パ
                                                   
251 同上書、360～361 頁より引用。 
252 マルクス [1969]、346 頁より引用。 
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キスタンにおける消費財生産のための工業投資は、主に西パキスタンで行われた。東
パキスタンにわずかに存在した工業は、主に非ベンガル系資本によって牛耳られてい
た。さらに、東パキスタンは西パキスタンで生産された消費財を購入しなければなら
なかった。西パキスタン優位な政策は開発予算にも如実にあらわれ、あからさまに西
側に多く予算が割かれていた。このように、東ベンガル地方は東パキスタン時代にお
いても、英領インド時代と同様に、経済的従属を強いられた。西パキスタン優位に進
められる政策を脱し、自らの国を再建するために再び人々の血が流れ、多くの犠牲を
払った後に東ベンガル地方は 1971 年に遂に独立を勝ち取った。 
独立戦争を指揮した初代バングラデシュ首相ムジブル・ラーマンは「ブトー（〈当時
のパキスタン〉大統領）が大国と結託し、我々を再び奴隷に落としいれようとするな
ら、その試みは挫折するだろう。この種の陰謀は終わっていない。自由を守るために
常に警戒せよ。昨年〈1971 年〉三月私が述べたように、各家庭を砦にしよう。わが国
は今日、自由になった。私のショナル・バングラ（黄金のベンガル）は自由となった。
私の夢は実現した」253と述べた。バングラデシュは、英領インド時代、パキスタン時
代という二つの深い、そして途方もなく長きに渡る搾取の檻のなかから、ベンガルの
大地と数えきれない人々の犠牲の上に、独立を達成したのである。 
しかしながら、バングラデシュの経済再建の道のりは平坦ではなかった。独立戦争
後に残された産業もなければその担い手も不足しており、また国民の大半は貧困線以
下の生活を強いられていた。ベンガル地方に成立した新たな国家は、これまでの支配
の歴史から決別する形で社会主義的開発政策を打ち出し、経済の舵取りを始めたのだ
が、これは必要に迫られた選択でもあった。その非効率な経営とノウハウの欠落、広
がる汚職への批判から国家主導の経済政策に疑問が生じ、間もなくして資本主義的政
策へと移行していった。構造調整が行われるとともに、外資を含む民間資本の投資規
制が緩和され、またマクロ経済指標はようやく 1990 年代より回復し始め、2000 年代、
続く 2010 年代に入ってからは高い経済成長率を維持するようになった。なかでも、縫
製産業による衣類製品輸出と海外送金流入は外貨を稼ぐバングラデシュ経済の根幹と
なった。 
国民生活にもしだいに改善傾向がみられるようになった。バングラデシュは独立当
初から国際機関や諸外国との連携の下で、保健医療環境の改善に取り組んできた。特
                                                   
253 堀口 [2009]、246 頁より引用。〈〉内は筆者挿入。 
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に乳児死亡率が低下したことによる平均寿命の伸張は著しく、また人口増加率は 1990
年代に入ってから低下傾向にある。しかしながら、バングラデシュで 1 日 1.25 ドル未
満、いわゆる貧困ライン以下で暮らす人々は未だに全人口の約 43％を占める。昨今み
られるバングラデシュの経済成長は、国民の大半が生活の拠点を置く農村の生活水準
の向上をそのまま反映しているわけではない。独立後の農業にみられる変化と、それ
が農村に与えた影響を考察することなしには、現在のバングラデシュ経済を分析する
ための土台欠くこととなる。 
農業の変遷を紐解く上で鍵となるのが緑の革命である。独立後、重要政策の一環と
して掲げられた食糧自給の達成は、緑の革命を経てもたらされた。近代農業技術を取
り入れることで農業生産力の上昇を図る緑の革命は、バングラデシュにおいて 1970～
1980 年代にその基礎が築かれた。独立当初、耕地フロンティアが既に消滅していたバ
ングラデシュにおいて、外延的に耕地を拡張することで農業生産の向上を図ることは
できなかった。そのため、浅管井戸の普及によって乾季灌漑稲作を広め、治水環境を
整備することで高収量品種と肥料の利用を可能にし、乾季稲作の増収を実現していっ
たのである。1970 年代、1980 年代に遡る緑の革命が 1990 年代後半に米の食料自給の
達成という形で実を結んだ意味合いは大きい。つまり、世界市場に向けて生産される
ジュート中心のモノカルチャー経済から脱し、バングラデシュ経済はようやくバング
ラデシュのために循環を始めたといえるのである。 
緑の革命による近代農業技術の導入により乾季灌漑稲作の普及で農村に新たな農業
経営や就業機会が創出されたことは事実であろう。人口の大半は農村に生活の基盤を
持ち、当然ながら農業が主な収入源となる。しかしながら、増え続ける人口は零細・
土地なし世帯の増加を招いた。そもそも土地への人口圧力は独立当初より高かったが、
バングラデシュは現在世界有数の人口過密国の一つとして数えられている。バングラ
デシュの農家の大半は生活に十分な土地を所有しておらず、農地を借り入れて農業を
営むか、農業賃金労働者として雇用を得て生活をしなければならない。もはや農業だ
けで暮らしていくことは困難な状況にあり、非農業部門に就業することで収入源を確
保しなければならない。しかしながら、現状としてバングラデシュで最も就業先を提
供しているのは、農業、工業、サービス業のなかで最も産業別 GDP 構成比が少ない低
い農業なのである。 
非農業部門の就業先としては、村や市場での露天商、行商、建設業やリキシャ引き、
近郊都市や海外への出稼ぎ、加工工場や縫製工場などがあげられる。バングラデシュ
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に余剰労働力を吸収するだけの産業セクターがあるとすれば、それは縫製産業となる。
農業部門の賃金と比較しても工業部門の賃金は高く推移しており、縫製産業への就業
インセンティブは高い。その他に、海外出稼ぎも高収入が得られることから、主に中
東地域への出稼ぎ労働者が多くみられる。絶対数で農業における就業者数には及ばな
いものの、バングラデシュ縫製産業は製造業で最も多くの雇用を生み出している。世
界市場に安価な衣類製品を供給し、外貨を稼ぐ縫製産業はバングラデシュ経済の成長
をますます促進し、国民生活を豊かにすると期待することは可能なのだろうか。 
バングラデシュは世界でも有数の衣類製品輸出国だが、同国の縫製産業は構造的脆
弱性を孕んでいる。バングラデシュ縫製産業は、衣類製品生産に必要とされる原材料
や機材を輸入に依存している。主に中国とインドから衣類関連の原材料と機材を輸入
するが、その費用が衣類製品輸出額に占める割合は約 43％に及ぶ。これは輸出が増え
れば増えるほど、一定の割合で輸入を増やさなければならないことを意味する。国内
で原材料が供給できるようになれば、生産コストを抑えることが可能になるが、現在
縫製産業において国内調達が可能なレベルにあるのは衣類に用いられるアクセサリー
類に留まる。 
バングラデシュは輸出割当によって衣類製品の市場を確保することができ、なかで
もアメリカとヨーロッパ諸国を二大輸出先として今日に至る。ヨーロッパ市場へのア
クセスに関しては、2002 年から EBA の下で関税と輸出制限は免除となった。2011 年
よりヨーロッパは原産地規則の緩和を行い、これによりバングラデシュは輸入生地を
用いた衣類製品にも関税免除が認められるようになった。原産地規則の規制緩和は、
後方連関産業が発達してきたニット産業に関しても影響を及ぼす可能性があり、布帛
産業においても国内供給のインセンティブは阻害されると考えられる。これは、バン
グラデシュ縫製産業の後方連関産業の成長を限定し、国内付加価値は低いままに抑え
られてしまう可能性がある。 
 それでは、アパレルサプライチェーンにおける付加価値を高められる見込みはある
のだろうか。残念ながら現在のバングラデシュは、ハイエンドのデザイン等を独自に
行うレベルになく、多国籍企業からみたバングラデシュは、衣類のなかでも低付加価
値製品の買い付け地としての位置付けが強いといえる。かつての日本や台湾、香港、
韓国がたどったような労働集約工程を他国に移転する要因が存在するかといえば、バ
ングラデシュ自体が未だにその移転先の地位を出ないため、現在のところ考えられな
い。 
142 
 
 つまり、バングラデシュ縫製産業が強みとして押し出すことができるのは途上国の
なかでも競争力のある低賃金労働力なのである。1,000 人以上の縫製労働者が建物の
下敷きになり、尊い命を奪われた 2013 年 4 月縫製工場倒壊事故が発端となり、縫製
工の最低賃金は月額 68 ドルとなった。それでも同分野で競合する他の途上国よりも
安い賃金に留まっているため、バングラデシュ縫製産業の競争力が低下したとはいえ
ない。そもそも、この最低賃金を国内の工場に対してどこまで徹底して遵守させるこ
とができるのかは疑問が残るところである。 
衣類製品の輸出先はアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスに偏重しており、これ
らの市場の動向に注文が左右される可能性が大きい。また、バングラデシュ縫製産業
は時代によって移り変わる、多国籍企業の低賃金労働者を用いた労働集約的生産工程
の一部分を担うに過ぎない。そのため、長期的にみれば多国籍企業は新たに生産地の
移転を行うことが考えられ、バングラデシュの縫製産業がそれによって影響を受ける
可能性は否定できない。 
様々な課題が立ちはだかる縫製産業だが、最低賃金値上げ交渉に勝利したように、
一つひとつの積み重ねが状況の改善に繋がっていくことを考えれば現在の状況を悲観
視するべきではないのであろう。しかしながら、楽観視し過ぎるにはあまりに危険な
状況にある。農村に滞留する労働予備軍は縫製産業のような製造業の賃金上昇を抑制
すると考えられるし、昨今（2014 年 9 月現在）新たな開発援助資金として日本政府が
バングラデシュ政府に対して 6,000 億円に及ぶ資金を貸与することが決まったように、
低賃金労働者の需要は大きい。バングラデシュ政府としても外貨を稼ぐ手段を手放す
わけもなく、むしろその拡大を通した貧困緩和を政策として掲げているのである。 
既に回転している縫製産業の流れを継続させながら工場環境や縫製工の待遇改善が
図られていることから、対策が十分に行き届くまでにはまだ時間を要するだろう。そ
のため、縫製工場倒壊にみる悲劇が新たに起こる可能性は否定できず、人の命を犠牲
にしながらも経済発展を推し進めていくバングラデシュの姿が描かれているようでな
らないのである。 
現在のバングラデシュの姿は過去と未来においてそれぞれ意味することがあるだろ
う。過去においては植民地下で転落したモノカルチャー経済から這い上がってきた姿
であり、未来においては皮肉にも過去と同様に新たな支配の下に自ら再編入、むしろ
自らその立場に進んで行くバングラデシュの姿である。「国際商業農作物の単一栽培
が強制される結果、個々の生産者は不安定な商品経済に投げ込まれ、国際的要因によ
143 
 
ってその浮沈が大きく左右されるという、典型的な植民地農業への傾斜がインドにも
看取されるに至ったのである。例を藍にとれば、欧人の栽培業者（Indigo Planters）
は、藍草の直接耕作者たるライオット（Ryots）を前貸『契約』を通じて支配し、彼
等をしてその保有地中自らの欲する部分以上に藍栽培を成さしめることが多く、その
強制の激しさは、プランター保護の立場にあるインド政庁さえ『殺人の名には値せぬ
としても、時に死を惹起した烈しい私刑による脅迫』や『非合法的拘留をなし、足枷
を用いて未遂のバランスを恢復せしめんとすること』や『契約を拒否した耕作者の農
具を破壊し、これに死刑を加えること』に対して、屢々警告を発しているに徴しても
明らかであろう」254とあるのは、今からおよそ 200 年前のインドのプランテーショ
ンにおける光景である。 
現在のバングラデシュの縫製産業の様子と 200 年前のイギリスによって強制的に世
界商品の生産を請け負わされるベンガルの農民が置かれた様子とが重なるのである。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
254 松井 [1953]、34 頁より引用。 
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